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Ⅰ 大学の現況及び特徴 

１ 現況  

（１）大学名  九州工業大学 

（２）所在地  福岡県北九州市 

（３）学部等の構成 

   学部：工学部、情報工学部 

    研究科等：工学府、情報工学府、生命体工学研究科 

研究院：工学研究院、情報工学研究院    

附置研究所：該当なし  

   関連施設：附属図書館、保健センター、情報科学 

センター、マイクロ化総合技術センター、産学 

連携推進センター、環境マネジメントセンター、  

機器分析センター、宇宙環境技術研究センター、 

ネットワークデザイン研究センター、先端金型 

センター、バイオマイクロセンシング技術研究 

センター、エコタウン実証研究センター、理数 

教育支援センター、情報通信技術教育センター、 

先端エコフィッティング技術研究開発センター 

（４）学生数及び教員数（平成21年５月１日現在） 

 学生数：学部4,364人、大学院1,599人 

   専任教員数：379人 

   助手数：該当なし 

 

２ 特徴 

 本学は、九州北部の炭鉱事業の隆盛と明治 34 年の官

営八幡製鐵所の開設を契機として、わが国の重化学工業

の勃興期に工業化推進の中核的人材を養成する目的をも

って、製鉄を中心とする北部九州の工業地帯に、明治

40 年に当時としてはめずらしい４年制の工業専門学校

「私立明治専門学校」として設立された。その後、大正

10 年の官立明治専門学校、昭和 19 年の官立明治工業専

門学校を経て、昭和 24 年に国立九州工業大学と変遷し、

昭和 40 年には、工学部に新たに大学院工学研究科修士

課程を設置し、昭和 63 年には、同博士課程を設置した。

この間、北部九州のみならず、広く日本の産業化と社会

発展に貢献すべき技術者の養成にかかわる高等教育機関

として発展を重ねるとともに、工業地帯に位置する工業

大学として教育と研究を通じ、地域社会との連携を強化

してきた。 

 昭和 61 年には、社会における情報技術の急速な進歩

に対応するため、全国で最初の情報系総合学部である情

報工学部を筑豊地区の飯塚市に新たに設置し、平成３年

には、大学院情報工学研究科修士課程、平成５年には同

博士課程を設置した。 

 その後、平成 12 年には、生命体のもつ優れた機能を

工学的に実現することを目指し、独立研究科として大学

院生命体工学研究科修士課程・博士課程を北九州市若松

区に設置した。 

 そして、平成 16 年の国立大学法人化とともに国立大

学法人九州工業大学となり、平成 20 年には、進歩の急

速な社会経済の発展に迅速かつ弾力的に対処するための

大学院・学部改組を行い、教育組織と研究組織を機能的

に分離した学府・研究院方式を適用し、工学研究科を廃

止して、工学府・工学研究院に、情報工学研究科を廃止 

して、情報工学府・情報工学研究院として設置するなど、 

現在、２学部、２大学院学府、１大学院研究科、２大学

院研究院から構成された工学系大学として最先端の教育

と研究を行っている。 

なお、これまでに、５万人を超える卒業生、修了生を

輩出しており、人材の育成に努めている。 

また、本学は、わが国の産業発展のため、品格と創造

性を有する人材を育成するという基本理念の下、教育と

研究を通して次世代産業の創出・育成に貢献する個性豊

かな工学系大学を目指し、以下のような特徴を有してい

る。 

① 開学以来の教育理念を基本とし、志（こころざし）

と情熱を持ち産業を切り拓く技術者・知的創造者を養

成するため、質の高い教育を実行する。 

② 研究活動を常に活性化し、より多くの優れた研究成

果を創出する。特に本学の各分野において、科学に裏

付けられた融合技術や境界領域の創成を行う。 

③ 教育・研究で培った知の公開と価値創造型もの創り

を推進し、技術革新を社会を支えるイノベーションに

つなげ、地域社会との連携と調和に務める。 

④ 社会に対する大学の責任（University Social 

Responsibility）を重視し、大学に係るステークホル

ダーに対する説明責任を果たせる経営を行う。 
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Ⅱ 目的 

大学の使命は、教育・研究・社会貢献であり、これらの使命の中でも、本学は、開学以来の理念である「技術

に堪能(かんのう)なる士君子」の養成に基づき、世界をリードする高度技術者の養成、すなわちグローバル・エ

ンジニアの養成を基本的目標としている。この基本的目標に則り、学士・大学院課程及び学部・学府・研究科毎

の目的を以下のとおり定めている。 

 

学士・大学院課程ごとの目的 

１．学士課程 

本学は、工学に係る専門の学芸を教授研究するとともに、幅広く深い教養及び総合的な判断力並びに豊か

な人間性を涵養し、科学・技術に精通した有為な人材の養成を通じて、文化の向上及び社会の発展に寄与する

ことを目的とする。 

２．大学院課程 

大学院は、学術の理論及び応用を教授研究するとともに、高度の専門性が求められる職業を担うための深

い学識及び卓越した能力を培い、もって、わが国の産業の発展と科学技術の進歩に寄与することを目的とする。 

 

学部・学府・研究科ごとの目的 

１．工学部 

「ものづくり」社会の基盤的な科学技術分野において、高度な技術と幅広い知識を持ち、豊かな教養を備

え、国際的に通用する人材を養成するため、科学技術の進歩に対応できる基礎学力と、創造性に溢れた技術開

発を可能とする専門技術力を修得させることを目標とする。 

２．情報工学部 

情報を基軸とする科学技術分野において、高度な専門技術を身につけて情報化社会をリードし、国際的に

通用する人材を養成するため、科学技術の進歩に対応できる基礎技術力と、先端的な技術開発を推進できる専

門技術力を修得させることを目標とする。 

３．大学院工学府 

「ものづくり」を基盤とした工学系分野において、必要な基礎力を備え、かつ、創造性豊かな技術開発や

高度知的資源等の研究開発に携わる人材を組織的に養成する。 

① 博士前期課程では、幅広い教養と社会人的基礎力と調和の取れた工学基礎・専門知識に基づき、課題  

を発見し、課題の本質を理解・説明し、自立あるいは他と協力して課題を解決できる能力を修得させる

ことを目標とする。 

② 博士後期課程では、博士前期課程の素養と能力に加え、深い専門知識と高い志をもって自立して高度

知的資源を創出できる能力を修得させることを目標とする。 

４．大学院情報工学府 

コンピュータと情報システムを基盤とし、さまざまな産業分野や人間生活に資する高度な技術開発や創造

性豊かな研究に携わる人材を組織的に養成する。 

 ① 博士前期課程では、情報科学・工学の知識を基礎とし、問題を発見し解決する能力及び論理的なコミュ    

ニケーション能力を身に付けた上で、各専門分野で活躍できる能力を修得させることを目標とする。 

② 博士後期課程では、博士前期課程での素養と能力に加え、実践的な研究開発の経験に基づき、深い専門 

知識と高い志をもって自立して活躍できる能力を修得させることを目標とする。 

 

 



九州工業大学 

 - 3 - 

５．大学院生命体工学研究科 

生命体特有のエネルギー変換機構、物質構造、情報処理機能等を解明し、それらを工学的に実現する研究

を推進するとともに、生命体の優れた機能を活用した新技術を開発することのできる人材を組織的に養成する。 

 ① 博士前期課程では、生命体工学に関する専門知識を備え、課題を論理的に分析し解決することのできる   

能力を修得させることを目標とする。 

② 博士後期課程では、博士前期課程において習得する専門知識に加え、生命体工学に関するより深い学 

識を有し、自ら課題を発見し自立して革新的な技術を創出することのできる能力を修得させることを目

標とする。 

 

また、本学では、わが国の産業発展のため、品格と創造性を有する人材を育成し、次世代産業の創出・育成に

貢献する個性豊かな工学系大学を目指すことを実現するための重要項目を「アクション・プラン」として学長が

まとめており、そのうち、「教育」に関しては、以下のとおりである。 

 

アクション・プラン（教育） 

工学系大学としてもの創りの伝統があり、これまでに産業界から高い評価を受けている多くの優秀な卒業

生・修了生を輩出していると言える。教育の質の程度は、産業界からの評価によって定まると言っても過言で

はない。カリキュラムや講座編成に当たっては、外部有識者の意見も積極的に採り入れることに努めるなど、

今後も高い評価をどのように維持していくかのシステムを構築することが求められる。特に重要な点は、「不

易流行（松尾芭蕉）」の不易となる学問の根幹を教授すること、及び流行に該当する最先端の価値創造を追求

する人材育成である。 

①学 生 確 保：優秀な学生の確保のため、様々な情報発信が従来行われてきたが、さらなる発信・収集

のシステム化と活動支援を図る。また、男女共同参画社会で活躍するリーダーとなるべき

学生の受入れと支援を図る。 

②支援の高度化：きめ細かな勉学指導が必要となることから、指導教員制度の充実を図るため、グループ

担任制度や学年主任制度を構築する。オフィスアワーの活用やアクティブな交流により、

学生のトータルケア用データベース作成を行い、指導・ケア実施の記録や情報の共有を通

じて、教員と職員が一体となったメンタルケア体制を構築する。 

③授業の在り方：ステークホルダーの最たる者は学生であるとの認識を持ち、学生が魅力を感じる授業を行

うため、ピアレビューや FD 活動を通した教員相互の研鑚が実施されるよう努める。 

④単位認定の水準：各学科及び専攻において単位認定の水準を定め、学生への情報公開による周知に努める。 

⑤共 通 教 育：工学系大学における共通教育の在り方と、社会的状況や外部の要請を考慮した科目群の構 

（ 教 養 教 育 ） 成を図る。 

⑥教 員 採 用：研究能力とともに、教育指導能力をこれまでよりも重視する。 

⑦学内共同利用機関：教育支援の効率化・高度化の努力をしている機関に対する支援を強化するとともに、組織 

の再編を図る。 

⑧学生サービス：関係部門の迅速な対応システム構築や就職担当教員の充実も含め、学生及び企業対応窓口

の一本化と支援の効率化を図る。 

⑨定員の柔軟性：流動する社会的要請や時代の変化に対応した入学定員の柔軟性を図り、併せて教育組織の

対応と評価を行う。 
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Ⅲ 基準ごとの自己評価 

 

基準１ 大学の目的 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点１－１－①： 大学の目的（学部，学科又は課程の目的を含む。）が，明確に定められ，その目的が，学校

教育法第83条に規定された，大学一般に求められる目的から外れるものでないか。 

 

【観点に係る状況】 

本学の使命は、開学以来の理念である「技術に堪能（かんのう）なる士君子」の養成に基づき、世界をリード

する高度技術者を養成すること、すなわちグローバル・エンジニアを養成することを基本としている。 

このような観点を踏まえ、大学の目的等については、本学の学則第１条において、「九州工業大学は、工学に係

る専門の学芸を教授研究するとともに、幅広く深い教養及び総合的な判断力並びに豊かな人間性を涵養し、科学・

技術に精通した有為な人材の養成を通じて、文化の向上及び社会の発展に寄与することを目的とする。」と明記し

ている（データ１－１）。また、各学部毎の人材養成の目標を学則第２条に定めている（データ１－１）。 

この大学の目的等については、大学の基本的な広報媒体である大学概要にも同様の記載をしている（資料１－

１－①－１）。また、関連して、「基本理念」、「基本方針」及び「アクション・プラン」も定めている（データ１

－２）。 

 

（データ１－１）学則（第１、２条） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/62B8716AA316E98E4925741E000522CD?OpenDocument&Dsp=1 

（資料１－１－①－１）平成20年度大学概要（「人財育成への取組」より） 

（データ１－２）「基本理念」、「基本方針」及び「アクション・プラン」 

http://www.kyutech.ac.jp/top/information/policy/index.html 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学学則に定める大学の目的等は、学校教育法第83条の規定に適合しており、大学一般に求められる目的から

外れるものではない。また、関連して、「基本理念」、「基本方針」及び「アクション・プラン」も定めている。 

 

 

観点１－１－②： 大学院を有する大学においては，大学院の目的（研究科又は専攻の目的を含む。）が，明確

に定められ，その目的が，学校教育法第99条に規定された，大学院一般に求められる目的か

ら外れるものでないか。 

 

【観点に係る状況】 

本学大学院の目的等については、学則第38条において、「大学院は、学術の理論及び応用を教授研究するとと

もに、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培い、もって、わが国の産業の

発展と科学技術の進歩に寄与することを目的とする。」と明記している（データ１－３）。また、各学府・研究科

毎の人材養成の目標を学則第39条に定めている（データ１－３）。 
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この大学院の目的等については、大学の基本的な広報媒体である大学概要にも同様の記載をしている（資料１

－１－②－１）。また、関連して、「基本理念」、「基本方針」及び「アクション・プラン」も定めている（データ

１－４）。 

 

（データ１－３）学則（第38、39条） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/62B8716AA316E98E4925741E000522CD?OpenDocument&Dsp=1 

（資料１－１－②－１）平成20年度大学概要（「人財育成への取組」より）【再掲】（前出・資料１－１－①－１） 

（データ１－４）「基本理念」、「基本方針」及び「アクション・プラン」【再掲】（前出・データ１－２） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/information/policy/index.html 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学学則に定める大学院の目的等は、学校教育法第99条の規定に適合しており、大学院一般に求められる目的

から外れるものではない。また、関連して、「基本理念」、「基本方針」及び「アクション・プラン」も定めている。 

 

 

観点１－２－①： 目的が，大学の構成員（教職員及び学生）に周知されているとともに，社会に広く公表さ

れているか。 

  

【観点に係る状況】 

大学の目的等については、学則（データ１－５）、大学概要（資料１－２－①－１）等に明記している。 

職員に対しては学内のグループウェア等に学則を掲載することで周知を図り（データ１－６）、学生に対して

は、学生便覧（データ１－７）等を配付するとともに、新入生オリエンテーションで説明し（資料１－２－①－

１）、周知を図っている。 

また、オープンキャンパス（データ１－８）、進学説明会等（データ１－９）での資料配布・説明や「学則」、

「基本理念」、「基本方針」及び「アクション・プラン」をウェブサイト等へ掲載することで、学内外へ広く公

表している（データ１－６、10、11）。 

 

（データ１－５）学則（第１、２、38、39条） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/62B8716AA316E98E4925741E000522CD?OpenDocument&Dsp=1 

（資料１－２－①－１）平成20年度大学概要（「人財育成への取組」より）【再掲】（前出・資料１－１－①－１） 
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（データ１－６）学則の掲載（グループウェア及びウェブサイト） ※掲載はグループウェアのもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ１－７）平成21年度学生便覧（P８） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/kyoumu/soumu_home/binran_2009.pdf 

（資料１－２－①－２）平成21年度新入生オリエンテーションスケジュール 

（データ１－８）オープンキャンパス 
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（データ１－９）平成20年度進学説明会等実施状況 

項 目 実施回数等 備 考 

進学説明会 ２７会場 九州主要都市、東京、大阪、広島、松山、山口 

入試説明会 １１会場 高校教員対象（九州各県、山口、広島、松山） 

高校訪問 １９７校 九州・中国・四国地区の高校 

高専訪問 ２４校 専攻科対象 

高専等との懇談会 
高専：１３校 

短大： １校 
九州・中国・四国地区の高専・短大 

出前講義 ８１校 高校対象（一部小中学校を含む） 

大学見学会受入れ ２５校 高校対象 

 

（データ１－10）大学の目的を明記した印刷物等の周知状況 

印刷物等の種類 
発行部数・ 

アクセス件数 
備考 

平成20年度大学概要 3,000部 主な配布先：大学参加のイベント会場にて配布、その他学内掲示等

平成21年度学生便覧 3,550部 主な配布先：学生、教員等 

本学ウェブサイト 

へのアクセス件数 

59,751件/月 

1,992件/日 
対象期間：平成21年４月の１ヶ月間 

 

（データ１－11）「基本理念」、「基本方針」及び「アクション・プラン」【再掲】（前出・データ１－２） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/information/policy/index.html 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学の目的等については、印刷物やウェブサイト等に掲載し、大学の構成員（職員、学生）及び広く学外に周

知するとともに、学生には新入生オリエンテーション等において大学の目的、学習・教育目標等を周知している

ほか、入学希望者や関係者に対しては、オープンキャンパス、進学説明会等において説明している。 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

本学は北部九州の地において開学100周年を迎え、当初からの大学理念を堅持しており、時宜に叶って掲げら

れた「アクション・プラン」等に基づき、「教育」、｢研究」、「社会との連携」等の目標を掲げ、ウェブサイトを含

む広報媒体により職員、学生及び社会に対して広く周知している。今後とも、それらの目的の基盤の上で、教育、

研究の高度化を図り、世界に向けた知と文化の情報発信拠点であり続けることを目指している。 
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【改善を要する点】 

 特になし 

 

 

（３）基準１の自己評価の概要 

本学は、開学以来の建学精神である「技術に堪能（かんのう）なる士君子」の養成を「基本理念」として、わ

が国の産業発展のため、品格と創造性を有する人材を養成し、次世代産業の創出・育成に貢献する個性豊かな工

学系大学を実現するため、教育、研究、社会との連携及び運営の４項目について「基本方針」を定め、「アクショ

ン・プラン」として当該項目毎に目標あるいは目指す方向を明確にしている。また、大学及び大学院の「目的」

を学則に定めるとともに、学部、学府・研究科毎の「人材養成の目標」についても学則に定めており、これら本

学の目的及び学習・教育目標は、学校教育法の定める大学、大学院の目的にも合致している。 

 また、本学の目的等は、大学概要や大学便覧等の印刷物やウェブサイトにより、職員、学生及び社会に対して

も広く周知している。特に学生については、新入生オリエンテーション等において、学生便覧やシラバス等によ

って、大学の目的、学部、学府・研究科毎の教育・人材養成の目標等を周知している。このほか、オープンキャ

ンパスや進学説明会等の機会をとらえて本学の目的等を周知するとともに、本学の目指す目標についても、アク

ション・プラン等をウェブサイトに掲載し、社会に公表している。このように、本学の目的は明確に示され、広

く社会にも周知をしている。 
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基準２ 教育研究組織（実施体制） 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点２－１－①： 学部及びその学科の構成（学部，学科以外の基本的組織を設置している場合には，その構

成）が，学士課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学の学士課程は、工学部６学科12コース及び情報工学部５学科から構成されており、各学部の詳細は、「学

部、学科及びコース表」（データ２－１）のとおりであり、各学部の設置目的については、学則第２条にそれぞれ

次のように定めている。 

① 工学部は、「ものづくり」社会の基盤的な科学技術分野において、高度な技術と幅広い知識を持ち、豊かな教

養を備え、国際的に通用する人材を養成するため、科学技術の進歩に対応できる基礎学力と、創造性に溢れた

技術開発を可能とする専門技術力を修得させる。 

② 情報工学部は、情報を基軸とする科学技術分野において、高度な専門技術を身につけて情報化社会をリード

し、国際的に通用する人材を養成するため、科学技術の進歩に対応できる基礎技術力と、先端的な技術開発を

推進できる専門技術力を修得させる。 

なお、工学部は、平成20年度に改組を行い、社会の変化に対応するため「物質工学科」を「応用化学科」と「マ

テリアル工学科」に改編し、また、大学院工学府「先端機能システム工学専攻」の学部教育課程として「総合シ

ステム工学科」を新設し（資料２－１－①－１）、数学、物理の深く幅広い基礎知識を持ち、複数分野に亘る学際

融合型の工学専門技術力を備えた人材の育成を行っている。 

 

（データ２－１）学部、学科及びコース表 

学部 学科 コース 

機械知能工学科 機械工学コース、宇宙工学コース、知能制御工学コース 

建設社会工学科 
建築学コース、地域環境デザインコース、都市再生デザイン 

コース 

電気電子工学科 
システムエレクトロニクスコース、電気エネルギーコース、 

電子デバイスコース 

応用化学科 （応用化学コース） 

マテリアル工学科 （マテリアル工学コース） 

工学部 

総合システム工学科 （総合システム工学コース） 

知能情報工学科  

電子情報工学科  

システム創成情報工学科  

機械情報工学科  

情報工学部 

生命情報工学科  

 

（資料２－１－①－１）大学院・学部改組計画について 
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【分析結果とその根拠理由】 

本学の学士課程は、文化の向上と社会の発展に寄与する人材の養成を行うための教育・研究目的を明確に定め、

これを工学と情報工学の広範な分野を網羅して実現するための学部及び学科等が設置され、社会の実情に則した

工学系大学にふさわしい構成となっている。また、設置目的に定める豊かな人間性を備えて科学・技術に秀でた

人材を育成するため、教養教育と専門教育を有機的に連携させたくさび型の教育を行っている。 

以上のことから、本学の学部・学科の構成は、学士課程における教育研究の目的を達成する上で適切な構成と

なっている。 

 

 

観点２－１－②： 教養教育の体制が適切に整備され，機能しているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学は、工学部と情報工学部のキャンパスが遠隔にあるため、それぞれのキャンパスにおいて教養教育を実施

している。また、教養教育は学部により区分呼称が異なるが、学科共通の人間科学系科目と各学科が定める自然

科学科目で構成されており、概要は「平成20年度教養教育授業科目概要」（データ２－２）のとおりである。 

教養教育の実施体制については、本学の基本理念と目的に基づき、各学部の学習・教育目標を目指したカリキュ

ラム編成を行うため、学部に設置する教務委員会（工）、教育委員会及び学務委員会（情報工）が企画・立案及び

運営を担当している（資料２－１－②－１～３）。教育スタッフとしては、工学研究院・情報工学研究院の人間科

学系に所属する人間科学科目担当教員と非常勤講師、基礎科学研究系（工）に所属、または、各研究系に分属（情

報工）する自然科学担当教員がその任にあたり、教育運営改善会議（工）、教育改善委員会（情報工）やFD委員

会（情報工）の組織体制の下、語学-自然科学-情報系教員間の調整会議制度を設け、専門分野と連携しながら、

継続的に授業内容等の改善を進めている（資料２－１－②－４～６）。 

なお、全学的調整事項については、副学長（教育・学生担当）が委員長となる全学の教育委員会において統括

している（データ２－３）。 

特に、英語教育については、国際的に活躍する人材を養成する観点からTOEIC受験の推奨・単位認定化（工学

部）（資料２－１－②－７）、受験の義務化（情報工学部）（資料２－１－②－８）を実施し、受験料の半額を補助

している（資料２－１－②－９）。 
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（データ２－２）平成20年度教養教育授業科目概要 

学部 大区分 細区分 分野別（科目数） 備考 

工
学
部 

人間科学基礎科目 

 

 

副専門人間科学科目 

 

 

 

工学基礎科目 

（自然科学系） 

人文社会系科目 

外国語系科目 

保健体育系科目 

上級科目 

 

 

人間科学総合科目 

工学基礎科目 

 

人文系（２６） 

語学系（１２） 

体育系（２） 

文化系（１４） 

語学系（２３） 

体育系（３） 

総合系（４） 

数・物・化・工学基礎 

（１６～２３） 

情報系（４） 

 

 

 

 

 

 

 

学科で異なる 

 

情
報
工
学
部 

人間科学科目 

 

 

 

 

 

 

 

自然科学科目 

人文社会系科目 

 

 

言語系科目 

 

 

 

健康スポーツ科学系 

自然科学系科目 

入門科目（１１） 

講義科目（３６） 

人間情報科目（１３） 

英語（４２） 

言語と文化（４） 

新修外国語（１０） 

日本語表現法（２） 

健康スポーツ系（５） 

数・物・化・生 

（１１～１６） 

基礎実験（０～２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

学科で異なる 

 

学科で異なる 

※ 教職科目は除く。                              （出典：学務部）       

 

（資料２－１－②－１）工学部教務委員会内規 

（資料２－１－②－２）情報工学部教育委員会内規 

（資料２－１－②－３）情報工学部学務委員会内規 

（資料２－１－②－４）工学府・工学部教育運営改善会議内規 

（資料２－１－②－５）情報工学部教育改善委員会要項 

（資料２－１－②－６）ファカルティ・ディベロップメント（FD）委員会要項（情報工学部） 

（データ２－３）教育委員会規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/4235A519C4C9FF614925741E000522DC?OpenDocument&Dsp=1 

（資料２－１－②－７）TOEIC受験の推奨・単位認定化（工学部）（学生便覧 P28～30 より） 

（資料２－１－②－８）TOEIC受験の義務化（情報工学部） 

（資料２－１－②－９）TOEIC受験料の補助 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学では、工学研究院・情報工学研究院においてそれぞれ教養教育担当教員を配置し、人間科学科目教育は人

間科学系が担当し、自然科学科目は基礎科学研究系又は各研究系に分属された教員が担当する体制となっている。
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教養教育は、本学の基本理念と各学部の学習・教育目標に基づき、各学部の教育委員会等においてカリキュラム

編成を行い、当該教育委員会等において科目系列間の調整等も含む授業内容の改善等が継続的に行われており、

教養教育の実施体制は、適切に整備され、十分に機能している。 

 

 

観点２－１－③： 研究科及びその専攻の構成（研究科，専攻以外の基本的組織を設置している場合には，そ

の構成）が，大学院課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学大学院は２学府１研究科からなり、教育組織として工学府（５専攻11コース）、情報工学府（３専攻５分

野）、研究組織として工学研究院（７研究系）、情報工学研究院（７研究系）を設置し、学部を有しない独立研究

科として生命体工学研究科（２専攻）を設置している。各学府等の詳細は、「学府・研究院・研究科、専攻（系）

及びコース・分野表」（データ２－４）のとおりである。各学府・研究科の設置目的については、学則第39条に

それぞれ次のように定めている。 

① 工学府は、「ものづくり」を基盤とした工学系分野において、必要な基礎力を備え、かつ、創造性豊かな技術

開発や高度知的資源などの研究開発に携わる人材を組織的に養成する。 

② 情報工学府は、コンピュータと情報システムを基盤とし、さまざまな産業分野や人間生活に資する高度な技

術開発や創造性豊かな研究に携わる人材を組織的に養成する。 

③ 生命体工学研究科は、生命体特有のエネルギー変換機構、物質構造、情報処理機能などを解明し、それらを

工学的に実現する研究を推進するとともに、生命体の優れた機能を活用した新技術を開発することのできる人

材を組織的に養成する。 

平成20年度には、社会の進展やニーズへの対応を目的として教育組織と研究組織を見直し、工学研究科と情報

工学研究科について学部・大学院を通じた改組を行い、組織の機動的・効率的再編を行った結果が上述の大学院

の構成である（資料２－１－③－１）。 
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（データ２－４）学府・研究院・研究科、専攻（系）及びコース・分野表 

学府・研究院・研究科 専攻（系） コース・分野 

機械知能工学専攻 
機械工学コース、宇宙工学コース、知能制御 

工学コース 

建設社会工学専攻 
建築学コース、地域環境デザインコース、 

都市再生デザインコース 

電気電子工学専攻 
システムエレクトロニクスコース、電気エネ 

ルギーコース、電子デバイスコース 

物質工学専攻 応用化学コース、マテリアル工学コース 

工学府 

先端機能システム工学専攻  

情報科学専攻 
知能情報分野、システム創成情報分野、生命 

情報分野 

情報システム専攻 電子情報分野、機械情報分野 
情報工学府 

情報創成工学専攻  

機械知能工学研究系  

建設社会工学研究系  

電気電子工学研究系  

物質工学研究系  

先端機能システム工学研究系  

基礎科学研究系  

工学研究院 

人間科学系  

知能情報工学研究系  

電子情報工学研究系  

システム創成情報工学研究系  

機械情報工学研究系  

生命情報工学研究系  

情報創成工学研究系  

情報工学研究院 

人間科学系  

生体機能専攻  
生命体工学研究科 

脳情報専攻  

 

（資料２－１－③－１）大学院・学部改組計画について【再掲】（資料２－１－①－１） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学の大学院課程は、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培い、わが国

の産業の発展と科学技術の進歩に寄与する人材の育成を目的とすることを明確に定め、工学の広範な技術領域を

対象とする、工学府、情報工学府及び生命体工学研究科を設置し、学則に定めた人材養成目標を達成するための

学府、研究科、専攻等を構成している。また、平成20年度には、社会の進展やニーズに対応して教育組織と研究

組織を見直すことやそのための組織の機動的・効率的再編を目的として、工学研究科と情報工学研究科の学部・
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大学院を通じた改組を行っており、社会の実情に則した工学系大学にふさわしい学府・研究科、専攻等が設置さ

れている。 

以上のことから、本学の大学院学府・研究科及びその専攻等の構成が、大学院課程における教育研究の目的を

達成する上で適切な組織となっている。 

 

 

観点２－１－④： 別科，専攻科を設置している場合には，その構成が教育研究の目的を達成する上で適切な

ものとなっているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

 観点２－１－⑤： 大学の教育研究に必要な附属施設，センター等が，教育研究の目的を達成する上で適切に

機能しているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学は、教育研究の目的を達成するため、基本規則に基づき（データ２－５）、学内共同教育研究施設として

15 の附属施設を設置している（データ２－６）。学生の基本的な科学・技術教育の基盤となる附属図書館、情報

科学センター、マイクロ化総合技術センター等を設置して、更に、世界的水準の研究拠点形成を目指した先端的

な研究組織として５つの研究センター（宇宙環境技術研究センター、ネットワークデザイン研究センター、先端

金型センター、バイオマイクロセンシング技術研究センター、エコタウン実証研究センター）を設置して重点的

な教育・研究支援を行っている。 

なお、上記の５つの研究センターにおいては、先端的技術研究・開発を推進し、実績をあげ機能しているか、

教育研究等へ十分貢献しているかどうかを検証するため、各センター規則に評価委員会を置き、外部評価を行う

ことを規定している（データ２－７）。 

 

（データ２－５）基本規則（第15～19条） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/54307F651514006A4925741E00052302?OpenDocument&Dsp=1 
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（データ２－６）学内共同教育研究施設一覧 

施設名 設置年月日 目的・役割 

附属図書館 大正13年10月 
図書館資料を収集管理し、学習、教育、研究活動に資すること

を目的としている。 

情報科学センター 昭和62年5月21日 

学内共同教育研究施設として、情報科学に関し、九州工業大学

における教員その他の者が共同して教育若しくは研究を行うこ

とを目的としている。 

マイクロ化総合 

技術センター 
平成2年6月8日 

学内共同教育研究施設として、マイクロ化技術に関し、九州工

業大学における教員その他の者が共同して教育若しくは研究を行

うことを目的としている。 

宇宙環境技術研究 

センター 
平成16年12月1日 

高精度測地、物質創成、観光、月面基地といった次世代の大規

模宇宙利用を達成するために、地上用システムでは想定しない宇

宙プラズマ、紫外線、原子状酸素、真空といった極限環境への耐

性に関する研究開発を行っている。 

ネットワークデザ

イン研究センター 
平成16年12月1日 

人間の生活に欠かせないものになっている情報ネットワーク

が、人を中心に捉えたネットワークとなるように、私達がストレ

スを感じないで通信ができるようなネットワーク、更には人間の

活動を支え、助けるパートナーとしての次世代ネットワークをデ

ザインしている。 

先端金型センター 平成16年12月1日 

多くの企業の協力の下、金型技術者の育成と産学官による金型

関連の技術開発を行うことで地元の金型産業に貢献している。 

バイオマイクロセ

ンシング技術研究

センター 

平成16年12月1日 

健康状態の指標となる生体成分を多種、迅速に測定する「バイ

オマイクロセンシング」のための基礎技術及び装置開発研究を行

い、人々が希望する健康の自己管理のためのツールを提供してい

る。 

エコタウン実証 

研究センター 
平成17年12月7日 

都市型バイオマスの有効利用と新しい循環社会の実現を具体的

な目標に、九州工業大学を中心としたネットワークの中で開発さ

れた新技術を社会に普及させるため、実証して一般生活者に分か

りやすく紹介することを事業としている。 

理数教育支援セン

ター 
平成17年11月2日 

小学生以上を対象としたジュニア・サイエンス・スクール（折

り紙、身近な科学等多数）等を開講し、学生の体験型授業を支援

（平成 17 年度現代 GP）しているほか、小中高校教員の方々を主

な対象としたスーパー・ティーチャーズ・カレッジを実施中であ

る。出前講義や高校生の大学体験講座のコーディネート等も行っ

ている。 

情報通信技術教育 

センター 
平成18年10月27日

科学技術研究開発や産業界での利活用を視野に入れた高度 ICT

教育を提供している。 
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先端エコフィッ

ティング技術研究

開発センター 

平成19年4月20日 

従来技術を「低エネルギー化」「環境低負荷化」あるいは「省手

間化」するための付加技術を「エコフィッティング技術」と位置

付け、これを指向した研究開発を行っている。その活動と成果に

より、産業技術の高度化・価値向上を目指すとともに、技術のエ

コフィッティングに関する教育研究活動を推進している。 

産学連携推進セン

ター 
平成18年10月1日 

九州工業大学における教育研究の進展に寄与するとともに、知

的資産を産業界や住民に還元し、地域振興に貢献することを通し

て、知的創造サイクルの確立を目指すことを目的としている。 

環境マネジメント 

センター 
平成19年4月1日 

環境に関する教育研究の進展に寄与するとともに、環境施策に

関する企画立案及び指導・助言を行うことによって、地球環境の

保全及び資源の有効利用に資するとともに、広く環境教育及び社

会の環境の保全に貢献することを目的としている。 

機器分析センター 平成5年4月1日 

学内共同教育研究施設として、大型分析機器等を集中管理し、

九州工業大学における教育研究の共同利用に供するとともに、分

析技術の研究開発等及び本学・民間機関等からの分析の受入れを

行い、もって本学の教育研究の進展及び地域社会における科学技

術の振興に寄与することを目的としている。 

保健センター 昭和51年 5月10日
九州工業大学の学生の保健管理に関する専門的業務を行い、

もって心身の健康の増進を図ることを目的としている。 

 

（データ２－７）宇宙環境技術研究センター規則（第13～18条）（評価委員会関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/7E0DA84CAA4A64364925741E000521C4?OpenDocument&Dsp=1 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学の学内共同教育研究施設はそれぞれの目的等を明確に示し、各施設、設備、スタッフにより、コースセミ

ナー、講義、学生実験、演習、学部卒業研究及び大学院の研究等を支援しており、学生等の教育・研究を実施す

る上で十分機能している。 

また、世界的水準の研究拠点形成を目指した５つの研究センターについては、それらが目的とする先端的技術

研究・開発を推進し、実績をあげており、教育研究等へ貢献をしているかどうかを検証するため、各センターに

評価委員会を置き、外部評価を行っている。 

以上のことから、本学の学内共同教育研究施設は、教育研究の目的を達成する上で適切に機能している。 

 

 

観点２－２－①： 教授会等が，教育活動に係る重要事項を審議するための必要な活動を行っているか。 

 

【観点に係る状況】 

国立大学法人法の定めるところにより、教育活動に係る重要事項を審議する組織として、教育研究評議会を設

置している（データ２－８）。また、学校教育法の規定に基づく教授会を設置している（データ２－９）。 

 教育研究評議会は、毎月１回開催しており、①中期目標についての意見に関する事項（経営に関するものを除
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く。）、②中期計画及び年度計画に関する事項（経営に関するものを除く。）、③学則（経営に関する部分を除く。）

その他の教育研究に係る重要な規則の制定又は改廃に関する事項、④教育職員人事に関する事項、⑤教育課程の

編成に関する方針に係る事項、⑥学生の円滑な修学等を支援するために必要な助言、指導その他の援助に関する

方針に係る事項、⑦学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の在籍に関する方針又は学位の授与に関する方

針に係る事項、⑧教育及び研究の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項、⑨その他教育研究に関する

重要事項など、本学の教育研究に関する重要事項を審議している（資料２－２－①－１）。 

 また、教授会は、各部局において毎月１回開催しており、①教育・研究指導を行うための教育職員の資格審査

に関する事項、②教育課程の編成に関する事項、③学生の入学又は卒業（修了）その他学生の身分に関する事項、

④学位授与及び学位授与の取消しに関する事項、⑤教育及び運営に関する重要事項など、教育研究に関する重要

事項を審議している。 

 

（データ２－８）教育研究評議会規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/2956EF2DD68AA96E4925741E000522C7?OpenDocument&Dsp=1 

（データ２－９）教授会規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/11D098A47B8353C64925741E000522C6?OpenDocument&Dsp=1 

（資料２－２－①－１）教育研究評議会議事次第（平成21年３月２日） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学の教育研究評議会や教授会は、基本的に毎月１回開催しており、教育研究活動に係る重要事項を審議する

ための必要な活動を行っている。 

 

 

観点２－２－②： 教育課程や教育方法等を検討する教務委員会等の組織が，適切な構成となっているか。ま

た，必要な回数の会議を開催し，実質的な検討が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学の教育課程や教育方法等を検討する組織として、全学の教育委員会を設置している（データ２－10）。本教

育委員会は、副学長（教育・学生担当）、各部局の中から推薦された者８名、学務部長、学長が指名する者若干名

で構成されており、①学部教育の方針及び充実に関すること、②学部教育に係る学部間の連絡調整に関すること、

③教育の内容及び方法の改善に関すること、④大学院教育の方針及び充実に関すること、⑤大学院教育に係る学

府及び研究科間の連絡調整に関すること、⑥学業成績優秀な学生の表彰に関すること、⑦国際交流協定の締結に

関すること、⑧学生の国際交流に関すること、⑨その他学長の諮問する事項など、教育に関する重要事項を審議

している。 

 更に、各部局には、教育企画、運営、教育課程等を審議するため教務委員会（工学部）及び学部教育委員会（情

報工学部）等を設置している。また、各部局において継続的な教育改善を実施するため、教務委員会等と蜜に連

携して教育改善委員会、FD委員会、JABEE対応委員会、評価委員会等が設置され、実質的な検討を行い、活発な

活動が行われている（データ２－11、資料２－２－②－１～17）。これらの活動結果の一つとして情報工学部の 
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情報工学部教育委員会 FD委員会（大学院FD含む） 

JABEE対応委員会 

情報工学部学務委員会 
基礎実験運営委員会 

教職課程運営委員会 

情報工学府大学院委員会 

情報工学部・情報工学府 

情報工学研究院部局評価委員会  

教育改善委員会 

JABEE認定が実現した。 

 なお、全学の教育委員会及び各部局に設置している教務委員会等は、毎月１回開催することを原則としている。 

 

（データ２－10）教育委員会規則【再掲】（前出・データ２－３） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/4235A519C4C9FF614925741E000522DC?OpenDocument&Dsp=1 

（データ２－11）教務委員会等の組織構成図 
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工学府・工学部教育方法等開発委員会  

工学府・工学部教育運営改善会議  

工学部教務委員会 教職課程教育実施運営委員会 

工学府学務委員会 

工学部・工学府 

生命体工学研究科学務専門部会 

生命体工学研究科 

工学研究院部局評価委員会  

生命体工学研究科部局評価委員会 
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（資料２－２－②－１）工学部教務委員会内規【再掲】（前出・資料２－１－②－１） 

（資料２－２－②－２）工学府学務委員会内規 

（資料２－２－②－３）工学府・工学部教育方法等開発委員会内規 

（資料２－２－②－４）工学府・工学部教育運営改善会議内規【再掲】（前出・資料２－１－②－４） 

（資料２－２－②－５）工学研究院部局評価委員会内規 

（資料２－２－②－６）教職課程教育実施運営委員会要項 

（資料２－２－②－７）情報工学部教育委員会内規【再掲】（前出・資料２－１－②－２） 

（資料２－２－②－８）情報工学部学務委員会内規【再掲】（前出・資料２－１－②－３） 

（資料２－２－②－９）情報工学府大学院委員会内規 

（資料２－２－②－10）情報工学研究院部局評価委員会内規 

（資料２－２－②－11）情報工学部教育改善委員会要項【再掲】（前出・資料２－１－②－５） 

（資料２－２－②－12）ファカルティ・ディベロップメント（FD）委員会要項（情報工学部）【再掲】 

（前出・資料２－１－②－６） 

（資料２－２－②－13）情報工学部JABEE対応委員会要項 

（資料２－２－②－14）教職課程運営委員会要項 

（資料２－２－②－15）基礎実験運営委員会要項 

（資料２－２－②－16）生命体工学研究科教授会に置く専門部会等に関する要項（第６条（学務専門部会）） 

（資料２－２－②－17）生命体工学研究科部局評価委員会内規 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学の教育課程や教育方法及び教育に関する重要事項等については、全学の教育委員会において審議し、決議

事項が全部局において滞りなく実施されるよう、各学部・学府・研究科に設置している教務委員会、教育委員会

等と連携して進めている。また、これらの主要委員会の統括下において、FDや教育改善など、教育改善活動を推

進する下部委員会組織が実働している。 

なお、各主要委員会は、毎月１回開催することを原則としており、活発な活動が行われている。 

以上のことから、本学の教育課程や教育方法等に関する委員会等の組織は適切に構成されており、必要な回数

の会議を開催し、実質的な検討が行われている。 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

○ 工学部・情報工学部の教育組織と研究組織の見直し及び工学部学科改編・新学科設置を行うことにより、従

来の学部組織を教育組織と研究組織に分離し、教育組織として２学部、大学院２学府、研究組織として大学院

２研究院とし、社会の進展やニーズに対応した、より機動的・効率的な教育研究が実施できるように平成 20

年度に改組を行った。 

○ 英語教育を重視し、TOEIC 受験の推奨・単位認定化あるいは受験の義務化を実施し、学生が受験し易いよう

に受験料の半額を補助している。 

○ 世界的水準の研究拠点形成を目指して、宇宙環境技術研究センター等５つの研究プロジェクトセンターを設

置し、重点的に支援している。 
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○ 平成17年度現代GPに採択された「学生と地域から展開する体験型理数学習開発－地域ニーズに応える学生

参加型創造力育成プロジェクト－」により全学共同教育研究施設として「理数教育支援センター」を設置し、

地域の小・中・高等学校の学生を対象としたジュニア・サイエンス・スクール等を年間に亘って開講するなど、

本学学生の体験型授業をサポートするだけでなく、子供の理科離れ現象解消策の一環として地域貢献活動を実

施している。 

 

【改善を要する点】 

特になし 

 

 

（３）基準２の自己評価の概要 

本学の目的は、グローバル・エンジニアを養成することを基本としており、わが国の産業発展のため、品格と

創造性を有する人材を育成し、次世代産業の創出・育成に貢献する個性豊かな工学系大学を目指している。 

本学の学士課程は、２学部11学科で構成され、工学及び情報工学の主な分野を満たしており、大学の目的を達

成するのにふさわしい学部・学科構成となっている。 

教養教育については、キャンパスが遠隔にあることから、各部局長の責任の下、当該教育委員会等において教

養教育を点検・実施する体制となっている。また、教養教育と専門教育を有機的に連携させるくさび型教育体系

を実施しており、教養教育の実施体制は適切に機能している。 

本学の大学院課程は、平成20年度に、工学研究科と情報工学研究科の改組を行い2つの学府とし、組織の機動

的・効率的再編を行い、２学府・１研究科・10専攻で構成され、工学系大学として教育研究を展開するのにふさ

わしい組織構成となっている。 

学内の共同利用教育研究施設として、附属図書館等の基本的な工学教育の基盤となる10の施設・センター及び

宇宙環境技術研究センター等の世界的水準の研究拠点形成を目指した５つのセンターが設置され、それぞれの目

的に応じて教育研究の支援が行われている。これらの施設は、本学の教育研究の目的を達成する上で不可欠な施

設であり、適切に機能している。 

教育研究活動に係る重要事項を審議する教育研究評議会及び各部局の教授会は定例で開催されており、十分に

機能している。 

教育課程や教育方法等を検討する全学の教育委員会及び部局の教務委員会等は、それぞれの役割分担と目的が

明確に定められている。また、いずれも定例で開催されており、それぞれの下部組織と協働し、教育全般に亘っ

て実質的な活動がなされている。 
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基準３ 教員及び教育支援者 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点３－１－①： 教員組織編制のための基本的方針を有しており，それに基づいて教員の適切な役割分担の

下で，組織的な連携体制が確保され，教育研究に係る責任の所在が明確にされた教員組織編

制がなされているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学では、学部・大学院を通じた教育研究を可能とするための組織編制方針（データ３－１）を策定し、この

方針に従って、各部局長の申し出に基づき、教授、准教授、講師及び助教を、選考基準に関する細則に基づき（デ

ータ３－２）教育研究評議会の下に設置される教育職員選考委員会（データ３－３）で検討を行い、教育研究評

議会（データ３－４）及び役員会（データ３－５）の審議を経て、学長が選考している。 

また、副学長（教育・学生担当）及び各部局が推薦した教育職員等で構成される教育委員会（データ３－６）

が、各部局における教務委員会（資料３－１－①－１）等と連携を図るとともに、副学長（産学連携担当、研究

戦略担当）及び各部局が推薦した教育職員等で構成される研究・産学連携委員会（データ３－７）が、大学全体

の研究面での企画力強化のために設置された研究戦略室（データ３－８）と連携を図るなど、組織的な連携体制

を確保している。 

なお、工学部及び情報工学部においては、教育組織・研究組織の改編等や教育職員の適正配置、適切な役割分

担・連携体制をより組織的に構築するため、大学院・学部改組を平成20年度に実施した（資料３－１－①－２）。 

更に、「世界をリードする高度技術者の養成」のため、社会的要請が強く本学の教育実績の優秀な分野に関して、

トップレベルの教育水準を目指した教員組織編制に対し、平成16年度に策定した学長裁量ポストを機動的に活用

し、対応している（資料３－１－①－３）。 

 

 

 

 

 



九州工業大学 基準３ 

 

- 22 - 

（データ３－１）組織編制方針 

  

（データ３－２）教育職員の選考基準に関する細則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/5AEF06A898EE40024925741E000522EA?OpenDocument&Dsp=1 

（データ３－３）教育職員規程（第３条第３項）（教育職員選考委員会関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/E29AB0154A695FFD4925741E000522EB?OpenDocument&Dsp=1 

（データ３－４）教育研究評議会規則【再掲】（前出・データ２－８） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/2956EF2DD68AA96E4925741E000522C7?OpenDocument&Dsp=1 

（データ３－５）役員会規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/202F8BCDA8A943294925741E000522C5?OpenDocument&Dsp=1 

（データ３－６）教育委員会規則【再掲】（前出・データ２－３） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/4235A519C4C9FF614925741E000522DC?OpenDocument&Dsp=1 

（資料３－１－①－１）工学部教務委員会内規【再掲】（前出・資料２－１－②－１） 

 

 

 

 

 

 

 

２．人事に関する計画 

 

[人事に関する方針] 

１．基本方針 

（１） 教育の質の保証 

（２） 研究の多面的な質的向上 

（３） 適材適所を意識した人材の配置及び有能な人材の採用・登用 

２．具体的施策 

（１） 教育・研究のための戦略的・効果的な教職員の採用 

① 教育職員及び特別研究員は原則として公募制により募集・採用する。 

② 外国人及び女性の教育職員の確保に努める。 

③ 重点研究課題及び重点分野の新任の教育職員は、原則として任期制を導入する。 

④ 事務系職員は、目的に応じた専門性・企画力を重視した人材を採用する。 

（２） 人事評価システムによる教職員の適正配置及び人材育成 

① 教育職員及び事務系職員の個人評価システムを構築し、評価結果による適正な配置 

特に、教育職員の教育に関する貢献を評価するシステム並びに研究活動等の状況及び問題点を把握

し、研究の質の向上・改善を図るためのシステムを構築する。 

② 個人評価システムを活用し、教職員毎の職務への貢献度を示す指標を策定して、学内に公表する。

③ 事務系職員の専門・企画能力を強化する研修システムを整備する。 

（３） 人事交流 

教育・研究及び一般業務について、国立大学法人間の連携・協力を図り、流動的な人事システムを含め

て効率的運営を構築する。 
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（データ３－７）研究・産学連携委員会規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/CF566719EB9FE0DA4925741E000522DF?OpenDocument&Dsp=1 

（データ３－８）研究戦略室規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/242F6761E45EBE954925741E0005227D?OpenDocument&Dsp=1 

（資料３－１－①－２）大学院・学部改組計画について【再掲】（前出・資料２－１－①－１） 

（資料３－１－①－３）学長裁量ポストの活用について 

 

【分析結果とその根拠理由】 

教員組織編制については、大学の目的に沿った組織編制方針に基づき運営を行っているとともに、教育組織・

研究組織の改編等や教育職員の適正配置、適切な役割分担・連携体制を組織的に構築するため、大学院・学部改

組を平成20年度に実施した。更に、学長裁量ポストを機動的に活用し、対応していることから、適切な教員組織

が編成されている。 

 

 

観点３－１－②： 学士課程において，教育課程を遂行するために必要な教員が確保されているか。また，教

育上主要と認める授業科目には，専任の教授又は准教授を配置しているか。 

 

【観点に係る状況】 

学長のリーダーシップの下、本学の学士課程における教育目的（データ３－９）を達成するため、教育研究評

議会及び役員会の連携により、教育職員を採用するための手順を明確化しており（データ３－10、11）、その手順

に基づき、教育研究を行う上での必要な専任教員を配置している。更に、教育職員の採用・昇任に当たっては、

教授能力、教育・研究業績等を重視し、必要な人材の確保に努めており、より充実した教育課程を遂行するため

に、非常勤講師も配置している（データ３－12）。 

また、各学科が主要と認めている授業科目は、専任の教授又は准教授が担当している（資料３－１－②－１）。 

 

（データ３－９）学則（第１、２条）【再掲】（前出・データ１－１） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/62B8716AA316E98E4925741E000522CD?OpenDocument&Dsp=1 

（データ３－10）教育職員規程（第３条）（選考関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/E29AB0154A695FFD4925741E000522EB?OpenDocument&Dsp=1 
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（データ３－11）教育職員の採用手順 

教育職員人事の手続きについて 

 

法人化と同時に本学では、すべての教育職員人事は、教授会では審議は行わず、学長のリーダ 

ーシップの下で行っている。 

① 役員会で各部局からの教育職員選考委員会設置提案書を全学的な教育研究の立場から可否 

を決定する。 

② 認められた教育職員選考委員会のみの候補者を各部局及び全学的観点から審議決定する。 

  ③ 全学的観点からの委員候補者２名を教育研究評議会で追加審議決定する。 

④ 教育職員選考委員会からの審議報告を受ける。 

⑤ 業績等の審議を教育研究評議会で行う。 

⑥ その審議結果を役員会で審議して決定する。 

 

（データ３－12）学士課程における専任教員数                  （単位：人） 

専  任  教  員  等 
設置基準で必要

な専任教員 

   
部
局
名 

学科等の名称 

教授 准教授 講師 助教 計
非常勤

講師 
基準数 うち 

教授数 

機械知能工学科 13 11 1 2 27 12 10 5 

建設社会工学科 8 8 0 0 16 24 8 4 

電気電子工学科 14 10 0 10 34 19 10 5 

応用化学科 8 7 0 1 16 7 8 4 

マテリアル工学科 5 5 0 4 14 3 8 4 

総合システム工学科 11 15 0 0 26 26 8 4 

人間科学系 8 7 3 0 18 46 ─ ─ 

工
学
部 

小計 67 63 4 17 151 137 52 26 

知能情報工学科 7 8 1 0 16 13 9 5 

電子情報工学科 10 7 0 2 19 6 9 5 

システム創成情報工学科 8 7 0 5 20 4 9 5 

機械情報工学科 8 7 1 4 20 2 9 5 

生命情報工学科 10 7 0 5 22 3 9 5 

人間科学系 5 7 0 0 12 55 ─ ─ 

情
報
工
学
部 

小計 48 43 2 16 109 83 45 25 

大学全体の収容定員に応じた教員数 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 36 18 

計 115 106 6 33 260 220 133 69 

※ 「人間科学系」については、教養教育等の授業科目を担当する固有の組織として記載 

 

（資料３－１－②－１）主要な授業科目の担当状況 
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【分析結果とその根拠理由】 

学士課程における専任教員数は、大学設置基準を満たしており、学士課程の遂行に必要な専任教員数が確保さ

れている。 

また、専任の教授又は准教授が主要な授業科目を担当している。 

 

 

観点３－１－③： 大学院課程（専門職学位課程を除く。）において，必要な研究指導教員及び研究指導補助教

員が確保されているか。 

 

【観点に係る状況】 

大学院課程における教育目的を達成するため（データ３－13）、教育研究評議会及び役員会の連携により、教育

職員を採用するための手順を明確化しており（データ３－14、15）、その手順に基づき、教育研究を行う上で必要

な研究指導教員及び研究指導補助教員を確保している（データ３－16）。 

 

（データ３－13）学則（第38、39条）【再掲】（前出・データ１－３） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/62B8716AA316E98E4925741E000522CD?OpenDocument&Dsp=1 

（データ３－14）教育職員規程（第３条）【再掲】（前出・データ３－10） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/E29AB0154A695FFD4925741E000522EB?OpenDocument&Dsp=1 

（データ３－15）教育職員の採用手順【再掲】（前出・データ３－11、P24） 
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（データ３－16）大学院課程における研究指導教員等数 

＜博士前期課程＞                                    （単位：人） 

研究指導教員及び 

補助教員（現員）等 

設置基準で必要な研究 

指導教員及び補助教員 

指導教員 指導教員 部局名 専攻等の名称 

 うち

教授

補
助
教
員 

指導教員 

＋ 

補助教員 

非
常
勤
講
師 

 うち

教授 

指導教員 

＋ 

補助教員 

機械知能工学専攻 24 13 1 25 2 12 3 12

建設社会工学専攻 16 8 1 17 0 6 3 7

電気電子工学専攻 24 14 1 25 0 9 3 9

物質工学専攻 25 13 0 25 0 8 3 8

先端機能システム 

工学専攻 
24 11 0 24 8 5 3 7

人間科学系 0 0 6 6 2 ─ ─ ─ 

工
学
府 

小 計 113 59 9 122 12 40 15 43

情報科学専攻 42 23 4 46 5 13 3 13

情報システム専攻 34 17 4 38 12 8 3 8

情報創成工学専攻 10 7 2 12 11 5 3 7

情
報
工
学
府 

小 計 86 47 10 96 28 26 9 28

生体機能専攻 17 11 1 18 10 10 3 10

脳情報専攻 18 10 0 18 14 9 3 9

生
命
体
工
学

研
究
科 

小 計 35 21 1 36 24 19 6 19

合  計 234 127 20 254 64 85 30 90

※ 「人間科学系」については、外国語科目等を担当する固有の組織として記載 
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＜博士後期課程＞                                     （単位：人） 

研究指導教員及び 

補助教員（現員）等 

設置基準で必要な研究 

指導教員及び補助教員 

指導教員 指導教員 部局名 専攻等の名称 

 

うち

教授

補
助
教
員 

指導教員 

＋ 

補助教員 

非
常
勤
講
師 

 

うち

教授 

指導教員 

＋ 

補助教員 

機械知能工学専攻 17 13 8 25 2 4 3 7

建設社会工学専攻 11 8 6 17 0 4 3 7

電気電子工学専攻 16 14 9 25 0 4 3 7

物質工学専攻 15 13 10 25 0 4 3 7

先端機能システム 

工学専攻 
15 11 9 24 8 4 3 7

人間科学系 0 0 6 6 2 ─ ─ ─ 

工
学
府 

小 計 74 59 48 122 12 20 15 35

情報科学専攻 23 21 23 46 5 4 3 7

情報システム専攻 19 17 19 38 12 4 3 7

情報創成工学専攻 9 7 3 12 11 4 3 7

情
報
工
学
府 

小 計 51 45 45 96 28 12 9 21

生体機能専攻 11 11 7 18 0 7 3 7

脳情報専攻 10 10 8 18 3 6 3 7

生
命
体
工
学

研
究
科 

小 計 21 21 15 36 3 13 6 14

合  計 146 125 108 254 43 45 30 70

※ 「人間科学系」については、外国語科目等を担当する固有の組織として記載 

 

【分析結果とその根拠理由】 

大学院の専門的な研究指導を行う教員及び補助教員を適切に採用するための規程が制定され、これに従って教

員の採用及び配置がなされており、大学院課程に必要な研究指導教員及び研究指導補助教員は確保され、本学の

各学府・研究科における教員数は大学院設置基準に適合している。 

 

 

観点３－１－④： 専門職学位課程において，必要な専任教員（実務の経験を有する教員を含む。）が確保され

ているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 
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観点３－１－⑤： 大学の目的に応じて，教員組織の活動をより活性化するための適切な措置が講じられてい

るか。 

 

【観点に係る状況】 

学長のリーダーシップの下に、平成17年度より研究、外部資金獲得及び産学連携のいずれかで顕著な業績をあ

げた若手教育職員の昇格を推進するため、「人材登用活性化制度」を設けるとともに（資料３－１－⑤－１）、教

員組織の活動をより活性化するために、組織編制方針（データ３－17）に基づき公募制（資料３－１－⑤－２）

及び任期制（データ３－18）を導入するとともに、外国人及び女性の教育職員の確保に努めている（データ３－

19）。 

また、教育職員の年齢別構成については、「教育職員の年齢別構成一覧」（データ３－20）のとおり、教授は45

歳以上、准教授は35歳以上～50歳未満、助教30歳以上～45歳未満を中心に、バランスよく構成されている。 

更に、教育職員の教育研究活動等の一層の活性化を図り、質的向上に努めることを目的として、平成18年度よ

り教育職員評価を実施した（３年に１度実施）（データ３－21）。 

 

（資料３－１－⑤－１）人材登用活性化制度 

（データ３－17）組織編制方針【再掲】（前出・データ３－１、P22） 

（資料３－１－⑤－２）公募制の導入（ウェブサイトによる公募の例） 

（データ３－18）教育職員規程（第９条）（任期制関連） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/E29AB0154A695FFD4925741E000522EB?OpenDocument&Dsp=1 

（データ３－19）外国人及び女性教育職員比率 

外国人 女性 
全教育職員数（人） 

人数（人） 比率（％） 人数（人） 比率（％） 

379 17 4.5 17 4.5

※ 平成21年５月１日現在                  （出典：人事課） 

 

（データ３－20）教育職員の年齢別構成一覧 

区分 教授（人） 准教授（人） 講師（人） 助教（人） 合計（人） 

25歳以上30歳未満  ─ ─  ─ 2 2 

30歳以上35歳未満  ─ 11 4 28 43 

35歳以上40歳未満  ─ 32 2 20 54 

40歳以上45歳未満 11 43 1 16 71 

45歳以上50歳未満 27 35 1 9 72 

50歳以上55歳未満 29 10  ─ 4 43 

55歳以上60歳未満 43 4 1 2 50 

60歳以上65歳未満 41  ─ ─ 3 44 

合計 151 135 9 84 379 

※ 平成21年５月１日現在                        （出典：人事課） 
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（データ３－21）九州工業大学における教育職員評価について 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/soumu/hyouka2/kyoiku18.pdf 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学においては、各部局の既定ポスト枠に関わらず、特に優れた業績を有する若手教育職員を昇格させる「人

材登用活性化制度」を実施している。また、組織編制方針に基づき公募制及び任期制を導入するとともに、教育

職員の年齢構成等のバランスに配慮している。更に、教育職員評価を実施し、学内予算の配分や賞与等に反映し、

教員組織の活動を活性化するための適切な措置を講じている。 

 

 

観点３－２－①： 教員の採用基準や昇格基準等が明確かつ適切に定められ，適切に運用がなされているか。

特に，学士課程においては，教育上の指導能力の評価，また大学院課程においては，教育研

究上の指導能力の評価が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

教員の採用及び昇任の基準については、「教育職員の選考基準に関する細則」（データ３－22）に定めており、

教員候補者の「教育研究業績書」（資料３－２－①－１）に基づき、審査している。 

特に、教授の選考基準は、専攻分野について特に優れた知識及び経験を有する者と定めており、教育研究業績

書を基に採用・昇任の審査を慎重に行っている。 

 

（データ３－22）教育職員の選考基準に関する細則【再掲】（前出・データ３－２） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/5AEF06A898EE40024925741E000522EA?OpenDocument&Dsp=1 

（資料３－２－①－１）教育研究業績書 

 

【分析結果とその根拠理由】 

教員の採用基準や昇格基準等は「教育職員の選考基準に関する細則」に定めており、教員候補者の「教育研究

業績書」に基づき審査していることから、適切に運用されている。 

 

 

観点３－２－②： 教員の教育活動に関する定期的な評価が行われているか。また，その結果把握された事項

に対して適切な取組がなされているか。 

 

【観点に係る状況】 

平成18年度に、教員情報データベースを活用して教育職員を対象とした教育等に関する教育職員評価（データ

３－23）を実施し、評価結果を当該教育職員に通知した。また、改善を要すると判断された教育職員に対しては、

「改善計画書」（データ３－24）を部局長に提出させるとともに、各部局で評価結果の分析を行い、部局によって

は評価結果を参考にして部局長と教員で面談を行うなど、評価結果を教育改善のための資料として活用している。

更に、評価結果についてはウェブサイトに公表している（データ３－23）。 

また、学生に対して授業アンケートを行い、その評価結果・意見を集計・分析し、担当教員にフィードバック 
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しており、数年に亘って、授業改善の良好な効果が表れている（データ３－25）。特に情報工学研究院では、優れ

た評価を受けた授業を表彰する制度「 Lectures of the Year (LOY)」（資料３－２－②－１）を毎年実施して、

受賞者が、模範的授業を公開して他の教育職員への改善に協力するとともに、「より良い授業をするためのヒント

集」（データ３－26）の作成に貢献している。 

 

（データ３－23）九州工業大学における教育職員評価について【再掲】（前出・データ３－21） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/soumu/hyouka2/kyoiku18.pdf 

（データ３－24）改善計画書（様式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ３－25）授業アンケートの結果（情報工学部の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改 善 計 画 書 

 

記 載 例 

 

○ 教育について 

○ 研究について 

（１）年間スケジュールを記載 

    （２）（21年度まで  or 18～20年度各々について）目標を記載 

        ・査読付き発表論文 ○件 

        ・受賞 ○件 

・科研費の獲得 

        ・科研費以外の外部資金の獲得 

○ 社会貢献について 

    （１）目標を記載 

        ・学会での積極的貢献 

        ・出前講義への取組 

        ・大学主催のセミナー、社会人教育等を実施する。 

○ 管理運営について 

  ○ その他 

 

授業アンケートによる評価より
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（資料３－２－②－１）平成19年度Lectures of the Yearの結果 

（データ３－26）より良い授業をするためのヒント集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

教育職員の教育研究活動等の一層の活性化と質的向上を図ることを目的として、３年毎に教育職員評価を実施

して、その評価結果を担当教員にフィードバックし、改善を要すると判断された教育職員には改善計画書の提出

を義務付けるなど、教育研究活動の改善に活用している。また、学生が評価する授業アンケートを毎学期、全科

目に実施し、結果を担当教員にフィードバックし、数年に亘って、授業改善の良好な効果が表れているとともに、

部局によっては表彰制度と学内公開を実施している。また、公開授業又は授業参観を義務付け、ピアレビューを

行って相互改善するなど、適切な取り組みを行っている。 

 

 

観点３－３－①： 教育の目的を達成するための基礎として，教育内容等と関連する研究活動が行われている

か。 

 

【観点に係る状況】 

教育職員人事は、専門分野の教育と研究に関する将来構想委員会等が必要な教育職員の人材像を策定し、教育

研究評議会及び役員会の下に教育職員で構成する教育職員選考委員会を設置し、当該教育・研究分野に適任の人
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材を選考している（データ３－27、28）。 

在任の教育職員の研究活動（専門分野及び研究課題）については、「教員の研究分野と授業科目（教育内容）と

の関連」（資料３－３－①－１）に示しており、教育職員の研究活動と対応している。 

教員の授業科目と本人の研究分野は本学のウェブサイトで「シラバス」や「教員紹介」において詳しく公

開されており、また、学内グループウェアの教員情報データベースにも掲載されていて、それらの関係が明

示されている。 

 

（データ３－27）教育職員規程（第３条）【再掲】（前出・データ３－10） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/E29AB0154A695FFD4925741E000522EB?OpenDocument&Dsp=1 

（データ３－28）教育職員の採用手順【再掲】（前出・データ３－11、P24） 

（資料３－３－①－１）教員の研究分野と授業科目（教育内容）との関連 

 

【分析結果とその根拠理由】 

教育職員人事選考過程においては、専門分野の教育と研究に関する将来構想委員会等が必要な教育職員の人材

像を策定し、人事権を持つ学長が教育研究評議会及び役員会に諮り、当該教育・研究分野に識見を有する教育職

員から構成される教育職員選考委員会を設置している。本委員会においては、募集を行い、最適な人材を選考し、

教育研究評議会、役員会の議を経て採用を決定している。なお、選考については人間科学系、工学基礎系、専門

系の如何に拘らず、要求される教育職務内容と研究経歴及び課題の間には必ず密接な関連があることを必須条件

としている。教員の授業科目と研究分野はウェブサイト等で公開されており、それらの関係が明示されてい

る。 

以上のことから、本学においては教育の目的を達成するための基礎として、教育職員の教育内容等と関連する

研究活動が行われている。 

 

 

観点３－４－①： 大学において編成された教育課程を遂行するに必要な事務職員，技術職員等の教育支援者

が適切に配置されているか。また，ＴＡ等の教育補助者の活用が図られているか。 

 

【観点に係る状況】 

教育課程の運営を支援する組織として学務部教育支援課を設置し、総務係、教務係、大学院係が全学及び工学

部・工学府の学生の成績等を含む教育全般に亘る管理業務を所掌しており、部局の教育支援組織としては、情報

工学部事務部に学務係、大学院係を、生命体工学研究科事務部に学務係を配置している（データ３－29～32）。 

また、技術職員は、各部局において、学科又は学科から独立して設置された技術部（技術室）に所属しており、

教育・研究において横断的により自由度の高い貢献ができるよう、各教育課程の実験、演習、講義等における教

育を補助している（データ３－33～35）。 

TAについては、学部の実験、実習、演習等の授業科目において、主に博士前期課程学生を教育補助者として雇

用しており（データ３－36、37）、必要とする授業科目、人数等についても各部局の教務委員会等において検討を

行い、より必要度の高い科目に重点的に配置している。 
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（データ３－29）事務局事務分掌規程（第７条）（教育支援課関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/2E6235F3C2F6729B4925741E00052268?OpenDocument&Dsp=1 

（データ３－30）情報工学部事務部事務分掌規程 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/D59D4B454329BAF34925741E0005227E?OpenDocument&Dsp=1 

（データ３－31）生命体工学研究科事務部事務分掌規程 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/7053E0DCCC48FB894925741E0005227F?OpenDocument&Dsp=1 

（データ３－32）学務系事務職員の配置状況 

所掌 部 課 係 人数 

総 務 係 ２人 

教 務 係 ５人 

大学院係 ２人 
全学及び工学部・工学府 学務部 教育支援課 

計 ９人 

学 務 係 １０人 

大学院係 １人 情報工学部・情報工学府 事務部 

 

計 １１人 

学 務 係 ５人 
生命体工学研究科 事務部 

 

計 ５人 

 合計 ２５人 

※ 平成21年５月１日現在                      （出典：人事課）             

 

（データ３－33）情報工学部技術部細則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/DC0F2B31B98AAE214925741E000521AE?OpenDocument&Dsp=1 

（データ３－34）生命体工学研究科技術室細則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/2971F3A393D3BBB2492574DC00187D65?OpenDocument&Dsp=1 
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（データ３－35）技術職員の配置状況                           （単位：人） 

地区 所属 学科等 
技 術 

専門員 

技  術 

専門職員 

技術 

職員 

技能 

職員 
総 計 

機械知能工学科 ─ 17 1 ─ 18

建設社会工学科 ─ 1 2 ─ 3

電気電子工学科 ─ 6 4 ─ 10

応用化学科 ─ 5 ─ 1 6

ﾏﾃﾘｱﾙ工学科 ─ 3 2 ─ 5

工学部 

総合ｼｽﾃﾑ工学科 ─ 1 ─ ─ 1

情報科学ｾﾝﾀｰ なし ─ 1 ─ ─ 1

機器分析ｾﾝﾀｰ なし ─ 3 ─ ─ 3

戸畑ｷｬﾝﾊﾟｽ 

計 ─ 37 9 1 47

情報工学部 技術部 1 15 13 ─ 29

情報科学ｾﾝﾀｰ なし ─ 1 1 ─ 2飯塚ｷｬﾝﾊﾟｽ 

計 1 16 14 ─ 31

生命体工学研究科 技術室 ─ ─ 4 ─ 4
若松ｷｬﾝﾊﾟｽ 

計 ─ ─ 4 ─ 4

総 計 1 53 27 1 82

※ 平成21年５月１日現在                              （出典：人事課） 

 

（データ３－36）ティーチング・アシスタント（TA）実施要項（第１～４条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目的） 

第１条 この要項は，国立大学法人九州工業大学パートタイム職員雇用規程（平成１６年九工大規程第１ 

 ９号。以下「パートタイム職員雇用規程」という。）第７条の規定に基づき，国立大学法人九州工業大 

 学（以下「本学」という。）における優秀な大学院生に，教育的配慮の下に学生に対する教育補助業務 

 を行わせる場合の取扱いについて，必要な事項を定めることを目的とする。 

（名称） 

第２条 第１条の教育補助的業務を行う大学院生の名称は，ティーチング・アシスタント（以下「ＴＡ」 

 という。）とする。 

（資格） 

第３条 ＴＡとなることのできる者は，本学大学院に在学する学生とする。 

（職務） 

第４条 ＴＡは，学部又は大学院博士前期課程における実験，実習，演習等の授業において，学生に対す 

 るきめこまかい指導等，授業担当教員の教育補助業務を行う。 
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（データ３－37）TAの採用人数一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：人事課） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

教育課程を運営するために必要な事務職員については、学務部教育支援課及び各部局毎に事務部を配置してお

り、技術職員については、各部局において、学科又は学科から独立して設置された技術部（技術室）に所属させ、

教育課程の授業を支援している。 

また、TAについては、実験、実習等の授業科目において、学生の実験・演習の補助に従事しており、配置する

授業科目、人数等については各部局の教務委員会等において検討の上、配置している。 

以上のことから、教育支援者として必要な事務職員、技術職員を適切に配置するとともに、TAの積極的な活用

を図っている。 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

○ 教育組織・研究組織の改編等や教育職員の適正配置、適切な役割分担・連携体制をより組織的に構築するた

め、大学院・学部改組を平成20年度に実施した。 

○ 学長のリーダーシップの下に、平成17年度より研究、外部資金獲得及び産学連携のいずれかで顕著な業績を

あげた若手教育職員の昇格を推進するため、「人材登用活性化制度」を設けている。 

○ 平成18年度に、教員情報データベースを活用して教育職員を対象とした教育等に関する教育職員評価を実施

し、評価結果を教育研究活動の改善のための資料として活用している。 

 

【改善を要する点】 

特になし 
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（３）基準３の自己評価の概要 

教育・研究の目的を達成するため、組織編制方針に基づき、教員組織が編成されている。学士課程、大学院課

程とも大学等設置基準に定める教員数を十分に満たしており、各教員は授業科目の内容にそれぞれの研究成果を

反映させている。教員の採用に当たっては、学長のリーダーシップの下、顕著な業績をあげた教員を昇任させる

「人材登用活性化制度」を導入しており、また、教員の選考基準を明確にし、教育職員選考委員会において審議

された結果を踏まえ教育研究評議会及び役員会において審議、決定している。 

教育職員評価については、その結果が個々に周知されるとともに、改善を要すると判断された教員には改善計

画書を部局長に提出させている。 

教育課程を遂行するに当たっては、教育課程の運営を支援する組織として、教育支援課、各部局の学務係等が

置かれ、技術職員については各部局の学科又は技術部（技術室）に所属させ、更に、実験・実習等の科目に TA

を重点的に配置し、教育課程の運営を補助している。 
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基準４ 学生の受入 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点４－１－①： 教育の目的に沿って，求める学生像及び入学者選抜の基本方針などの入学者受入方針（ア

ドミッション・ポリシー）が明確に定められ，公表，周知されているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学の教育理念に基づき、学部、大学院とも教育の目的及び人材養成についての目標を学則（データ４－１）

に定めており、各部局はこれらの学習・教育目標を達成するための学位授与基準（資料４－１－①－１）と教育

方針（資料４－１－①－２）を立て、教育課程に適した人材の募集をアドミッション・ポリシーに明確に定めて

入学者選抜要項（資料４－１－①－３）、学生募集要項（資料４－１－①－４）、ウェブサイト（データ４－２、

３）に掲載し、公表している。 

特に学部学生の募集活動に当たっては、入学者選抜要項、学生募集要項及び大学案内を、各要項等の公表時に

高校、予備校等へ送付するとともに（データ４－４）、オープンキャンパス（データ４－５）、高校生・保護者を

対象とした進学説明会、高校の進路指導教員を対象とする入試説明会、高校訪問等（データ４－６）で大学案内

等の資料を配付し、アドミッション・ポリシーの周知に努めている。大学院学生のアドミッション・ポリシーに

ついても同様に定められ、それぞれの大学案内等に公表されており、部局毎の説明会など、募集活動において説

明している。 

 

（データ４－１）学則（第２、39条） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/62B8716AA316E98E4925741E000522CD?OpenDocument&Dsp=1 

（資料４－１－①－１）学位授与基準 

（資料４－１－①－２）教育方針 

（資料４－１－①－３）平成21年度入学者選抜要項（P19、20） 

（資料４－１－①－４）平成21年度学生募集要項（P23～25） 

（データ４－２）アドミッション・ポリシーのウェブサイトへの掲載（学部） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/ukeire.html（一般学生、編入学生） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/expense/pdf/h21invi.pdf（外国人留学生（募集要項 P22～25）） 

（データ４－３）アドミッション・ポリシーのウェブサイトへの掲載（大学院） 

（一般学生、外国人留学生及び社会人学生共通） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/ukeire2.html（工学府） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/ukeire3.html（情報工学府） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/ukeire4.html（生命体工学研究科） 
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（データ４－４）平成21年度入学者選抜要項、学生募集要項及び大学案内の発行部数と主な配布先 

項目 発行部数（部） 主な配布先 

入学者選抜要項 11,000部 

一般選抜学生募集要項 12,000部 
高校、予備校等（西日本地区郵送2,600校）

大学案内（平成22年度） 24,000部 高校、予備校、オープンキャンパス 

（出典：学務部） 

 

（データ４－５）オープンキャンパス【再掲】（前出・データ１－８、P６） 

（データ４－６）平成20年度進学説明会等実施状況【再掲】（前出・データ１－９、P７） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学の教育・人材養成目標に合致したアドミッション・ポリシーを定め、入学者選抜要項、学生募集要項、大

学案内、ウェブサイトで公表している。特に、学部学生の募集活動については、オープンキャンパスのほか九州

地区に限らず、中国・四国地区等においても進学説明会、高校訪問等の入試広報を広範に、かつ積極的に展開し、

アドミッション・ポリシーの周知に努めており、大学院においても同様に実施している。 

以上のことから、入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）を明確に定め、公表、周知している。 

 

 

観点４－２－①： 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って適切な学生の受入方法が採用され

ており，実質的に機能しているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学のアドミッション・ポリシー（データ４－７、８）に基づき、学部・大学院入学者選抜を次のとおり実施

している（データ４－９、資料４－２－①－１～６）。 

＜学部入学者選抜＞ 

(1)一般選抜（前期日程、後期日程） 

 大学入試センター試験を前期日程では５教科７科目、後期日程では４教科６科目（工学部）及び３教科５科目

（情報工学部）、個別学力試験で数学、理科（物理、化学）を課している。 

 前期日程では総合的に学力の優れた学生を、後期日程では修学で必要な基礎学力を備え、特定の科目に優れた

学生を選抜している。 

(2)推薦入学試験 

 大学入試センター試験を免除し、出願書類及び面接（数学、理科等に関する基礎的問題についての口頭試問を

含む）により、修学に必要な基礎学力を備え、科学及び技術に対する強い興味や意欲を持つ学生を選抜している。 

(3)帰国子女特別選抜 

 大学入試センター試験を免除し、出願書類及び面接（数学、理科等に関する基礎的問題についての口頭試問を

含む）により、修学に必要な基礎学力を備え、科学及び技術に対する強い興味や意欲を持つ学生を選抜している。 

 

 以上のように、アドミッション・ポリシーに沿って選抜した入学者を学士課程において教育した結果、学部卒

業生の約60％が大学院に進学し、就職希望者の約80％は製造業、情報通信業など、本学の学習・教育目標に合致
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した業績の優れた企業に就職している（データ４－10）。 

 

＜大学院入学者選抜（４月、10月入学）＞ 

(1)一般選抜（博士前期・後期課程） 

 提出書類、基礎科目、専門科目及び外国語の筆記試験、面接（専門科目、基礎学力、研究業績、研究計画等に

ついての口述試験を含む）により選抜している。 

 また、工学府及び情報工学府の前期課程においては、飛び入学制度（資料４－２－①－７）を導入しており、

出願時に学部３年次に在学中の成績優秀者で、事前審査に合格することで出願資格を得ることができる。 

(2)推薦選抜（工学府及び生命体工学研究科の博士前期課程） 

 提出書類の審査及び面接試験の結果を総合的に判断して選抜している。 

 

以上のように、アドミッション・ポリシーに沿って選抜した入学者を大学院課程において教育した結果、大学

院修了生の就職希望者の殆どは製造業、情報通信業など、本学の学習・教育目標に合致した業績の優れた企業に

就職している（データ４－10）。 

 

（データ４－７）アドミッション・ポリシーのウェブサイトへの掲載（学部）【再掲】（前出・データ４－２） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/ukeire.html（一般学生、編入学生） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/expense/pdf/h21invi.pdf（外国人留学生（募集要項 P22～25）） 

（データ４－８）アドミッション・ポリシーのウェブサイトへの掲載（大学院）【再掲】（前出・データ４－３） 

（一般学生、外国人留学生及び社会人学生共通） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/ukeire2.html（工学府） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/ukeire3.html（情報工学府） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/ukeire4.html（生命体工学研究科） 
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（データ４－９）平成21年度入学試験（個別学力検査）実施状況（区分、選抜方法） 

区分 選抜方法（入試科目） 備考 

＜学部＞ 

一般選抜   前期日程 数学、理科（物理、化学） 資料４－２－①－１ 

同    後期日程 数学、理科（物理、化学）（１科目選択） 資料４－２－①－１ 

推薦入学 
大学入試センター試験を免除し、出願書類及び面接（数学、

理科等に関する基礎的問題についての口頭試問を含む。） 
資料４－２－①－２ 

帰国子女特別選抜 
大学入試センター試験を免除し、出願書類及び面接（数学、

理科等に関する基礎的問題についての口頭試問を含む。） 
資料４－２－①－３ 

＜大学院＞ 

（４月、10月入学） 

一般選抜 

（前期課程） 

基礎科目、専門科目及び外国語の筆記試験、面接（専門科目、

基礎学力、研究業績、研究計画等についての口述試験を含む。） 

資料４－２－①－４ 

  

  

  

（後期課程） 

基礎科目、専門科目及び外国語の筆記試験、面接（専門科目、

基礎学力、研究業績、研究計画等についての口述試験を含む。） 

資料４－２－①－５ 

推薦選抜 

（工学府及び生命体工学研究科

の博士前期課程） 

提出書類の審査及び面接試験の結果を総合的に判断 資料４－２－①－６ 

 

（資料４－２－①－１）平成21年度学生募集要項（抜粋） 

（資料４－２－①－２）平成21年度推薦入学学生募集要項（抜粋） 

（資料４－２－①－３）平成21年度帰国子女特別選抜募集要項（抜粋） 

（資料４－２－①－４）平成21年度博士前期課程学生募集要項（抜粋） 

（資料４－２－①－５）平成21年度博士後期課程学生募集要項（抜粋） 

（資料４－２－①－６）平成21年度博士前期課程学生募集要項（推薦選抜）（抜粋） 
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（データ４－10）進学率・業種別就職先（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成18年度＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学部学生の就職希望者のうち、製造業及び情報通信業への就職率       

＝（製造業＋情報通信業）/（卒業者数－大学院進学者数－その他）*100  

＝（185 + 150）/（1014 – 569 - 31）* 100             

＝80.9％                         

 

＜平成19年度＞ 

 

 

 

 

 

 

   

   

 

学部学生の就職希望者のうち、製造業及び情報通信業への就職率       

＝（184 + 110）/（1014 – 583 - 40）* 100             

＝75.2％ 
 

＜平成20年度＞ 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

学部学生の就職希望者のうち、製造業及び情報通信業への就職率       

＝（215 + 112）/（1008 – 575 - 18）* 100             

＝78.8％ 
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（資料４－２－①－７）飛び入学制度（工学府・情報工学府博士前期課程学生募集要項 出願資格（７）より）  

 

【分析結果とその根拠理由】 

学部の一般選抜においては、大学入試センター試験結果を利用するとともに個別学力試験を実施し、アドミッ

ション・ポリシーに示した技術者の素養を持つ人材を、理系科目に重点を置いた入試科目と配点を課すことによ

り選抜している。 

前期日程では総合的に優れた学生を選抜し、後期日程では基礎学力を備え特定の科目に優れた学生を選抜して

いる。 

特別選抜における学部推薦選抜や帰国子女選抜においては、出願書類及び口頭試問を含む面接により、科学及

び技術に対する強い興味や意欲を持つ学生を選抜している。 

アドミッション・ポリシーに沿って選抜した入学者を学士課程において教育した結果として、両学部の学士課

程を卒業した学生の約60％が、より高度な教育課程をもつ大学院に進学し、就職希望者の殆どは製造業、情報通

信業など、本学の学習・教育目標に合致した業績の優れた企業に就職していることから、アドミッション・ポリ

シーに沿って適正な人材が選抜され、実質的に機能している。 

大学院においては、各学府、研究科のアドミッション・ポリシーに沿った入学者選抜が実施され、博士前期課

程又は博士後期課程に応じた基礎学力を有し、問題解決能力等を持つ学生を選抜しているほか、成績優秀者の飛

び入学制度を導入している。更に、就職希望者の殆どは製造業、情報通信業など、本学の学習・教育目標に合致

した業績の優れた企業に就職していることから、アドミッション・ポリシーに沿って適正な人材が選抜されてい

る。 

以上のことから、アドミッション・ポリシーに沿って適切な学生の受入方法が採用されており、実質的に機能

している。 

 

 

観点４－２－②： 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）において，留学生，社会人，編入学生の受

入等に関する基本方針を示している場合には，これに応じた適切な対応が講じられているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学の入学者受入れ方針及び教育方針は、外国人留学生、社会人、編入学生の受入れも包括して示しており（デ

ータ４－11、12）、これらに関しては、適宜、募集要項（資料４－２－②－１）、ウェブサイト等に記載している。 

外国人留学生、社会人、編入学生の入学者選抜については、次のとおり実施している（データ４－13、資料４

－２－②－２～８）。 

○外国人留学生 

(1)私費外国人留学生特別選抜（学部） 

大学入試センター試験を免除し、出願書類、日本留学試験及び英語能力検定試験の成績、小論文、面接（数

学、理科に関する基礎的問題についての口頭試問を含む。）により選抜している。 

(2)外国人留学生特別選抜（博士前期課程・後期課程） 

  出願書類、基礎科目、専門科目及び外国語の筆記又は口述試験、面接により選抜している。 

(3)フランス・ロレーヌ国立工科大学との共同学位プログラム（博士前期課程）（４月、10月入学） 

平成19年度から大学院博士前期課程において、推薦書等の提出書類及び面接（基礎学力、専門に関する口

頭試験を含む。）により選抜している。 
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○社会人 

社会人特別選抜（博士前期課程・後期課程）（４月、10月入学） 

出願書類及び面接（専門科目、英語・外国語、研究業績、研究計画等についての口述試験を含む。）により

選抜している。 

○編入学生 

３年次編入学試験（一般選抜、推薦選抜） 

学部において、高等専門学校卒業（見込み）者、短期大学卒業（見込み）者等を対象に、３年次編入学選抜

を実施しており、一般選抜、推薦選抜ともに、調査書、自己申告書、面接（基礎学力、専門に関する口頭試問

を含む。）により、高度技術者への強い指向を持つ学生を選抜している。 

 

（データ４－11）アドミッション・ポリシーのウェブサイトへの掲載【再掲】（前出・データ４－２） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/ukeire.html（一般学生、編入学生） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/expense/pdf/h21invi.pdf（外国人留学生（募集要項 P22～25）） 

（データ４－12）アドミッション・ポリシーのウェブサイトへの掲載（大学院）【再掲】（前出・データ４－３） 

（一般学生、外国人留学生及び社会人学生共通） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/ukeire2.html（工学府） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/ukeire3.html（情報工学府） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/ukeire4.html（生命体工学研究科） 

（資料４－２－②－１）平成21年度私費外国人留学生募集要項（P22～25） 

（データ４－13）平成21年度私費外国人留学生、社会人及び編入学生の選抜状況 

区分 選抜方法（入試科目） 備考 

＜外国人留学生＞     

私費外国人留学生特別選抜

（学部） 

 

大学入試センター試験を免除し、日本留学試験及び英

語能力検定試験の成績、小論文、数学、理科に関する

基礎的問題についての口頭試問を実施。 

資料４－２－②－２

外国人留学生特別選抜 

（博士前期課程・後期課程） 

出願書類、基礎科目、専門科目及び外国語の筆記又は口

述試験、面接 

資料 

４－２－②－３、４

＜共同学位プログラム＞ 

フランス・ロレーヌ国立工科

大学との共同学位プログラ

ム入学者選抜 

  

推薦書等の提出書類及び面接（基礎学力、専門に関する

口頭試験を含む。） 
資料４－２－②－５

＜社会人＞ 

（４月、10月入学） 

社会人特別選抜 

（博士前期課程・後期課程） 

  

出願書類及び面接（専門科目、外国語、研究業績、研究

計画等についての口述試験を含む。） 

資料 

４－２－②－６、７

＜編入学生＞（一般、推薦）     

３年次編入学 
出願書類及び面接（基礎学力、専門に関する適正等につ

いての口頭試問を含む。） 
資料４－２－②－８

 

（資料４－２－②－２）平成21年度私費外国人留学生募集要項（抜粋） 

（資料４－２－②－３）平成21年度博士前期課程学生募集要項（外国人留学生特別選抜）（抜粋） 

（資料４－２－②－４）平成21年度博士後期課程学生募集要項（外国人留学生特別選抜）（抜粋） 
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（資料４－２－②－５）フランス・ロレーヌ国立工科大学との共同学位プログラム入学者選抜について（抜粋） 

（資料４－２－②－６）平成21年度博士前期課程学生募集要項（社会人特別選抜）（抜粋） 

（資料４－２－②－７）平成21年度博士後期課程学生募集要項（社会人特別選抜）（抜粋） 

（資料４－２－②－８）平成21年度編入学学生募集要項（抜粋） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学のアドミッション・ポリシーは、外国人留学生、社会人、編入学生の受入れも含めて示しており、このア

ドミッション・ポリシーに従って適切に入学者選抜を実施している。 

学部の私費外国人留学生特別選抜では、日本留学試験、出願書類、小論文、口頭試問を含む面接により、科学

技術に対する強い興味や意欲を持つ学生を選抜している。また、大学院（４月、10月入学）の外国人留学生特別

選抜においては、提出書類、基礎科目、専門科目及び外国語の筆記又は口述試験を含む面接により、博士前期課

程又は博士後期課程に必要な基礎学力を有し、問題解決能力等を持つ学生を選抜している。 

また、フランス・ロレーヌ国立工科大学との共同学位プログラム入学者選抜（４月、10 月入学）においては、

先方大学の推薦書等の出願書類及び口述試験を含む面接により、基礎学力を有し、問題解決能力等を持つ学生を

選抜している。 

社会人特別選抜（４月、10月入学）では、博士前期課程・後期課程において、提出書類及び口述試験を含む面

接により、それぞれの課程に応じた基礎学力を有し、問題解決能力等を持つ学生を選抜している。 

３年次編入学試験では、一般選抜、推薦選抜とも、出願書類及び口頭試問を含む面接により、高度技術者への

強い指向を持つ学生を選抜している。 

このことから、留学生、社会人、編入学生の受入れ方針に応じた適切な対応が講じられている。 

 

 

観点４－２－③： 実際の入学者選抜が適切な実施体制により，公正に実施されているか。 

 

【観点に係る状況】 

学部、大学院の入試組織として、教育・学生担当副学長を委員長とする全学の入学試験委員会を設置し（デー

タ４－14）、入学者選抜に関する審議・決定を行っている。 

学部の一般選抜に当たっては、全学の入学試験委員会の下に学部入学試験出題・採点等専門部会（資料４－２

－③－１）を置き、問題作成委員、問題点検委員、答案採点委員及び解答点検委員を置いている。なお、機密性

確保と出題・採点ミスを防止する観点から、それらの委員に関しては責任の所在を明らかにするため、学長から

人事異動通知書により委員委嘱を行っている。また、入試当日の実施体制（データ４－15）については、学長を

試験実施本部長に、教育・学生担当副学長を試験実施副本部長に、学部長を試験場本部長とする実施組織を置き、

試験実施本部長の統括の下、それぞれの責任を明確にし、公正、公平性を確保した入学者選抜を実施している。

試験実施後、試験問題は一般公開し、要請により個人試験成績の開示を行っており、出題・採点・選抜の公正、

公平性を確保している。 

なお、学部の推薦選抜、編入学試験の実施に当たっては、学部入学試験委員会（資料４－２－③－２、３）を

置き、学部長の統括の下、入試実施組織を置き、それぞれの責任を明確にし、全学の入学試験委員会で合否判定

を実施するとともに、選抜実施全般及び成績等の開示を含めて、公正、公平性を確保している。 

大学院の入学者選抜に当たっては、全学の入学試験委員会の下に大学院入学試験専門部会（資料４－２－③－

４）を置くとともに、各学府・研究科に入学試験委員会（資料４－２－③－５～７）等を置き、各学府長又は研
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究科長の責任下で入試実施体制を組織し、それぞれの組織の責任を明確にしたうえで公正、公平性を確保してい

る。 

 

（データ４－14）入学試験委員会規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/864CA5BA4DA9B44F4925741E0005214A?OpenDocument&Dsp=1 

（資料４－２－③－１）学部入学試験出題・採点等専門部会要項 

（データ４－15）入試当日の実施体制（後期日程） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料４－２－③－２）工学部入学試験委員会内規 

（資料４－２－③－３）情報工学部入学試験委員会内規 

（資料４－２－③－４）大学院入学試験専門部会要項 

（資料４－２－③－５）工学府入学試験委員会内規 

（資料４－２－③－６）情報工学府大学院委員会内規【再掲】（前出・資料２－２－②－９） 

（資料４－２－③－７）生命体工学研究科教授会に置く専門部会等に関する要項（第５条（入試専門部会）） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

全学的な入学者選抜（一般選抜）の実施体制については、学長を試験実施本部長とし、学部長等を各部局の責

任者とした組織を整備し、実施しており、推薦選抜、編入学試験、大学院入学者選抜に当たっては、各部局長の

統括下で入試組織を整備し、実施している。 

入試問題出題、点検及び採点においては責任の所在を明らかにした実施体制と委嘱を確実にし、機密性の確保

と出題・採点ミスの防止に努めており、問題作成のチェック、答案採点のチェック、合否判定資料のチェック体

制についても複数の人数により確認するなど、細心の注意を払い、公正、公平性を確保している。また、試験問

題は一般公開し、要請により個人試験成績の開示を行っており、出題・採点・選抜の公正、公平性を確保してい

る。 

このことから、実際の入学者選抜が適切な実施体制により、公正に実施されている。 
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観点４－２－④： 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿った学生の受入が実際に行われている

かどうかを検証するための取組が行われており，その結果を入学者選抜の改善に役立ててい

るか。 

 

【観点に係る状況】 

本学では、全学の入学試験委員会（データ４－16）の下に、学部入学者選抜方法研究専門部会（資料４－２－

④－１）を設置し、入学者選抜方法の改善に取り組んでいる。従来から、学部学科毎に選抜方法や試験に課す科

目と内容、配点、入試区分毎の募集定員等について、入学者の成績追跡と分析等を行いながら改善策を検討し、

実施している。例えば、複数志望制の導入、推薦選抜の重視（入学定員比 20％）、一般選抜後期日程の重視（入

学定員比32％、一般選抜比率前期６：後期４）等が特徴としてあげられる。また、高校の教諭、予備校等の意見

も聴取して、現在、センター入試及び個別入試科目の点数配分見直しや推薦定員の変更等の検討を行っている。 

しかしながら、学部学科毎の取り組みに差異があったため、学部入学者選抜方法研究専門部会において全学的

取り組みを始めたところであり、平成19年度から全学部学科がGPAによる成績評価（データ４－17）に移行した

ことを受けて、入試情報データと入学後の成績データの相関を追跡できるデータベース（資料４－２－④－２）

を学部毎に作成し、入試区分毎の選抜方法がアドミッション・ポリシーに沿った学生を受入れているか等につい

ての相関を調査し、選抜方法の改善を進めている。なお、大学院においても、大学院入学試験専門部会等で、選

抜方法の改善を進めている。 

また、新入生アンケート調査（資料４－２－④－３）を実施しており、本学を受験した動機、オープンキャン

パス参加の有無など、統計的なデータからアドミッション・ポリシーとの相関性等の分析を行い、学生募集の参

考としている。 

 

（データ４－16）入学試験委員会規則【再掲】（前出・データ４－14） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/864CA5BA4DA9B44F4925741E0005214A?OpenDocument&Dsp=1 

（資料４－２－④－１）学部入学者選抜方法研究専門部会要項 

（データ４－17） 

①工学部学修細則（第20条）（GPAによる総合成績の評価関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/036EFEA1FBE376804925741E00052283?OpenDocument&Dsp=1 

 ②情報工学部学修細則（第22条）（GPAによる総合成績の評価関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/CD4237381E866BFB4925741E000521AF?OpenDocument&Dsp=1 

（資料４－２－④－２）入試情報データと入学後の成績データの相関の調査結果 

（資料４－２－④－３）新入生アンケート結果（工学部機械知能工学科の例） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

入学者選抜方法の改善については、全学の入試委員会、その下部組織である学部入学者選抜方法研究専門部会

及び各学部等において検討されており、複数志望制の導入など、入学者の成績追跡と分析を行い改善策を検討し、

実施している。 

また、入試情報データと入学後の成績データの相関を学部毎に作成するとともに、入試区分毎の選抜方法がア 
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ドミッション・ポリシーに沿った学生を受入れているか等について相関を調査し、入学者選抜方法の改善を進め

ている。 

このことから、入試区分毎にアドミッション・ポリシーに沿った学生を受入れているかの検証を行う取り組み

を実施しており、入学者選抜の改善に役立てている。 

 

 

観点４－３－①： 実入学者数が，入学定員を大幅に超える，又は大幅に下回る状況になっていないか。また，

その場合には，これを改善するための取組が行われるなど，入学定員と実入学者数との関係の

適正化が図られているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学の入学状況については、学部入学者数は例年、平均して 110％未満の適正な水準を保ち、大学院博士前期

課程入学者数は入学定員を十分満たしているが、大学院博士後期課程入学者数は入学定員を十分満たしていると

は言えない（資料４－３－①－１）。 

 このため、平成20年度には、大学院・学部の改組に合わせて大学院の博士前期課程・後期課程の収容定員を見

直し、博士前期課程については、定員超過の是正を図る観点から入学定員を増加し、博士後期課程については、

実入学者が入学定員を下回っていたため、入学定員を減じる措置を講じた（資料４－３－①－２）。 

 このほか、大学院博士後期課程の学生を確保する観点から、経済的に支援するRAの実施、社会人のための長期

履修制度等を実施しており、創立100周年記念事業においては、博士後期課程の社会人学生奨学事業及び私費外

国人留学生奨学事業（データ４－18）を平成21年度から実施しており、入学定員確保に努めている。 

 

（資料４－３－①－１）平均入学定員充足率計算表 

（資料４－３－①－２）大学院・学部改組計画について【再掲】（前出・資料２－１－①－１） 
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（データ４－18）博士後期課程の社会人学生奨学事業及び私費外国人留学生奨学事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

学部入学者数については、入学辞退者数を予測、勘案して実入学者数が入学定員に則するように全学入学試験

委員会で合格者を決定している。大学院博士前期課程・後期課程については、現状を踏まえ、大学院・学部の改

組に併せて、平成20年度から博士前期課程の入学定員を増加するとともに、博士後期課程の入学定員を減じた。

同時に博士後期課程入学者を増加させるため、日本人学生及び外国人留学生の確保のため経済的支援や長期履修

制度を実施している。 

このことから、入学定員と実入学者数との関係の適正化が図られている。 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

○ 少子化、理科離れ、志願者の中央都市志向に伴い、オープンキャンパス及び入試説明会の開催、進学説明会
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への参加、出前講義の実施のほか、中国・四国・九州地区の高校訪問を積極的に行うなど、入試広報活動の強

化を図り、志願者の確保に努めている。 

○ 博士前期課程の定員超過の是正及び博士後期課程の志願者減に伴い、平成20年度に博士前期課程及び後期課

程の入学定員の適正化を図った。 

○ 博士後期課程の志願者確保の一環として、創立100周年事業により、博士後期課程の社会人学生及び私費外

国人留学生等の奨学事業等を実施している。 

 

【改善を要する点】 

 博士後期課程の入学者数は、博士前期課程の入学者数が十分であるにも拘わらず、博士後期課程への進学に

つながっていない。そのため、社会人学生及び私費外国人留学生奨学事業等を実施しつつ、入学定員を確保す

る必要がある。 

 

 

（３）基準４の自己評価の概要 

本学の基本理念、各学部・大学院の学習・教育目標を踏まえてアドミッション・ポリシーを明確に定めており、

これらのアドミッション・ポリシーは大学案内、学生募集要項等に明示するとともに、ウェブサイトに掲載し、

広く周知している。 

入学者の選抜に当たっては、各部局のアドミッション・ポリシーに沿って一般選抜のほか推薦入試等の特別選

抜を実施しており、それぞれの選抜に応じて受験生の能力、適正等を評価している。また、外国人留学生、社会

人、編入学生についてもアドミッション・ポリシーに沿って選抜している。 

入学者選抜の実施体制については、全学入試委員会の下に各部局の入試委員会が組織され、学長及び部局長に

おいて入試実施組織を整備し、それぞれの責任を明確にして、厳正、公正な入学者選抜を実施している。 

アドミッション・ポリシーに沿った学生の受入れを検証するため組織として、全学入試委員会の下に学部入学

者選抜方法研究専門部会を置き、入試成績、入学後の成績追跡を行うなど、入学者選抜方法の改善に努めている。 

このアドミッション・ポリシーに沿った入学者選抜により、学部卒業生の約60％が大学院に進学し、就職希望

者の約80％は製造業、情報通信業など、本学の学習・教育目標に合致した業績の優れた企業に就職している。 

入学者数については、学部、大学院博士前期課程にあっては入学定員を適切に満たしているが、博士後期課程

において入学定員を下回っていたため、平成20年度改組により博士前期課程、後期課程の入学定員の適正化を図

り、博士後期課程の入学者の確保に努めている。 
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基準５ 教育内容及び方法 

 

（１）観点ごとの分析 

 

＜学士課程＞ 

 

観点５－１－①： 教育の目的や授与される学位に照らして，授業科目が適切に配置され，教育課程が体系的

に編成されており，授業科目の内容が，全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっ

ているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学は創立以来の「技術に堪能（かんのう）なる士君子」の養成という基本理念に基づき、「工学に係る専門の

学芸を教授研究するとともに、幅広く深い教養及び総合的な判断力並びに豊かな人間性を涵養し、科学・技術に

精通した有為な人材の養成を通じて、文化の向上及び社会の発展に寄与すること」を目的とし、各学部毎の人材

養成の目的と学習・教育目標を学則に定めている（データ５－１）。これらの人材養成の目的と学習・教育目標に

沿って、各学部において専門学科毎に「学習・教育目標」が定められ、それぞれの目標を達成するための教養教

育（人間科学科目、自然科学科目）及び専門教育の授業科目が適切に配置されたカリキュラム構成となっており、

「授業科目配置一覧」（データ５－２）のように科目群を配置している。 

卒業要件単位は学部、学科により異なるが、127～133単位以上としており、その内、教養教育（人間科学科目、

工学基礎科目（必修）、自然科学科目）の卒業要件単位数は45～57単位以上となっている（データ５－３）。教養

教育では、英語、保健・体育（健康科学）を必修、新修外国語等の語学系科目を選択必修、数学、物理、化学等

の自然科学系科目（工学基礎、情報基礎を含む）を必修又は選択必修とし、人文社会系科目を選択必修として配

置している（データ５－４）。 

カリキュラム体系において、幅広い教養及び豊かな人間性を涵養するための教養教育を主として低学年時に受

講させ、工学に係る学芸を教授する専門科目も低学年時から徐々に受講科目を増やすくさび型の課程編成として

おり、低学年時に人間科学科目や工学基礎・情報基礎科目を学びつつ、徐々に専門科目へと移行する教育課程を

編成している。なお、教養教育、専門教育及びこれらの卒業要件単位数の内訳は「卒業要件単位数」（データ５－

３）のとおりであり、教養教育及び専門教育の科目が適切に配置されている。また、専門科目については、学部、

学科・コース毎に授業科目系統図により授業体系を明確にしている（データ５－５）。 

なお、情報工学部では、平成18年５月に全学科のカリキュラムにおいてJABEEの認証を取得しており 

（データ５－６）、「学習成果自己評価シート」（データ５－７）により学生一人一人が学習・教育目標の達成度

を確認できるようになっている。また、工学部については当該認証を意識したカリキュラム編成を行っている

（データ５－８）。 

 

（データ５－１）学則（第１、２条）【再掲】（前出・データ１－１） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/62B8716AA316E98E4925741E000522CD?OpenDocument&Dsp=1 
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（データ５－２）授業科目配置一覧 

学部 科目群・細科目・系 授業科目（科目数） 受講時期 

人文社会系 哲学、倫理学 等(26) 

外国語系 英語、独語、中国語(12) 
１～２年次 人間科学基礎

科目 
保健体育系 保健体育A･B(2) １年次 

上級科目 人社系(14)、語学系(23)、体育系(3) ２～４年次 

人間科学科目 

副専門人間 

科学科目 総合科目 リレーセミナー 等(4) １～４年次 

工業系総合科目 工学倫理・安全工学 等(10) 

－ 
数学、物理、化学、工学基礎 等(16

～23) 

１～３年次 

工学基礎科目 

情報系科目 情報リテラシー 等(4) １～２年次 

 

 

工 

学 

部 

 

 

専門科目 

 

工学専門科目 － 各学科の専門科目(39～80) １～４年次 

入門科目 日本語学入門 等(11) １年次 

講義科目 社会学 等(36) ２～３年次 人文社会系 

人間情報科目 言語分析法 等(13) ３年次 

英語 英語Ⅰ 等(42) １～３年次 

言語と文化 言葉と文化 等(4) １年次 

新修外国語 独語、仏語、中国語(10) 
言語系 

日本語表現技法 日本語表現技法A･B(2) 
２～３年次 

人間科学科目 

健康・スポーツ科学系 運動科学 等(5) １～２年次 

総合科目 総合科目Ⅰ～Ⅶ(7) 適時 

情報科目 情報職業論 等(4) ３年次 

自然科学科目 数学、物理、基礎実験(11～18) １～２年次 

情報基礎科目 プログラミング 等(5～8) １～２年次 
情報科目 

情報専門科目 データベース 等（8～20) 原則２年次以降 

 

 

 

情 

報 

工 

学 

部 

 

 

 

 

 

対象分野科目 各学科の専門科目(31～38) １～４年次 

（出典：学務部） 
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（データ５－３）卒業要件単位数（平成20年度） 

（工学部） 

人間科学科目 

人間科学基礎科目 

学   科 人
文
社
会
系 

外
国
語
系 

保
健
体
育
系 

副専門

人間科

学科目

工
学
系
総
合
科
目 

工
学
基
礎
科
目 

工
学
専
門
科
目 

合
計
総
単
位
数 

－ 84(27～31) 
機械知能工学科 10 9 2 

22 
127 

－ 86(35) 
建設社会工学科 10 9 2 

26 
133 

－ 90(24) 
電気電子工学科 10 9 2 

18 
129 

－ 85(34) 
応用化学科 10 9 2 

24 
130 

－ 85(24) 
マテリアル工学科 10 9 2 

24 
130 

－ 90(36) 
総合システム工学科 10 9 2 

19 
130 

※ 工学基礎科目、工学専門科目欄の（ ）書きは、工学基礎科目の必修単位数を内数で示す。 

 

（情報工学部） 

人間科学科目 

学   科 人
文
社
会
系 

言
語
系 

健
康
科
学
系 

自
然
科
学
科
目 

情
報
科
目 

対
象
分
野
科
目 

合
計
総
単
位
数 

22 35 27 
知能情報工学科 14 10 4 

15 
127 

24 17 33 
電子情報工学科 14 10 4 

25 
127 

22 39 37 
システム創成情報工学科 14 10 4 

1 
127 

23 19 41 
機械情報工学科 14 10 4 

16 
127 

18 24 43～44
生命情報工学科 14 10 4 

13～14 
127 

（出典：学務部） 
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（データ５－４）教養教育関連科目の配置（工学部の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 授業時数とは、週当たりの授業時数 

（出典：工学部学修細則第４条「別表第１（抜粋）」） （出典：工学部学修細則第４条「別表第３（抜粋）」） 
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（データ５－５）授業科目系統図（情報工学部・知能情報工学科の例）（平成20年度） 
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（データ５－６）JABEE認定証（情報工学部） 
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（データ５－７）学習成果自己評価シート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ５－８）JABEEを意識したカリキュラム編成（工学部・応用化学科の例） 

http://www.che.kyutech.ac.jp/jabee.html 
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【分析結果とその根拠理由】 

本学の学則に明記した人材養成の目的と学習・教育目標に沿って、各学部において専門学科毎に「学習・教育

目標」が定められ、それぞれの目標を達成するための教養教育（人間科学科目、自然科学科目）及び専門教育の

授業科目が適切に配置されたカリキュラム構成となっている。また、必修・選択必修の区分については、人間科

学科目の語学系科目、体育系科目では学部共通科目として指定し、自然科学科目及び専門科目では、それぞれの

専門性に合わせて学科毎に科目を指定している。特に、専門科目については、学部・学科・コース毎に授業科目

系統図を示して、学習系統や教育課程編成を明らかにしている。 

これらの授業科目の配置は、JABEE 基準を満たすように編成され、情報工学部では、既に全学科が JABEE 教育

プログラムとして認定を受けており、加えて「学習成果自己評価シート」により、学生一人一人が学習・教育目

標の達成度を確認できるようになっている。また、工学部でもJABEEを意識したカリキュラム構成となっている。 

以上のことから、教育の目的や授与される学位に照らして、授業科目が適切に配置され、教育課程が体系的に

編成されており、授業科目の内容が全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっている。 

 

 

観点５－１－②： 教育課程の編成又は授業科目の内容において，学生の多様なニーズ，研究成果の反映，学

術の発展動向，社会からの要請等に配慮しているか。 

 

【観点に係る状況】 

教育課程の編成に当たっては、世界を含めた社会の動向を把握し、在学生、卒業生、企業、地域社会からの意

見等を調査し、教育への反映に取り組んでいる。具体的な取り組みは以下のとおり。 

○ 情報工学部では平成18年に５学科揃ってJABEEに認定され、工学部ではJABEEを意識したカリキュラムを編

成し、認定審査への準備を進めている。 

○ 平成18～19年度に大学教育の国際化推進プログラム（海外先進教育実践支援）の採択を受け、欧米の大学（ラ

フバラ大学、ワシントン大学、カーネギーメロン大学、ニューヨーク市立大学ほか）における先進的な教育取

り組みを調査し、PBL、インターンシップ、キャリア形成等の知見を本学の教育活動に反映させている。 

○ 在学生の授業アンケートを全科目において実施し、その結果を授業担当者にフィードバックするなど、教育

方法等に反映させている。 

○ 従来から卒業生と就職先企業に対してアンケート調査を実施しており、意見を本学の教育に反映させている。

一例として、実践的英語能力の向上のためTOEIC受験の推奨・単位認定化（工学部）、受験の義務化（情報工学

学部）、受験料の半額補助を行っている。また、近年の産業界の求める人材、能力等に配慮して平成20年度に

工学部の改組を行い、総合システム工学科を新設し、４学科８コースを６学科12コースのカリキュラムに再編

成した（資料５－１－②－１）。 

○ 他学部、他学科の授業科目の履修を認めているほか、４工業系大学・14高等専門学校の教育連携を行い、遠

隔教育による単位互換、福岡教育大学との単位互換を認めている（データ５－９）。 

○ ２週間程度の学外実習、インターンシップについて単位化（１単位）を実施しており（データ５－10）、長期

インターンシップの推進事業を九州経済産業局から受託し、実施している。 

○ 成績優秀な３年次あるいは４年次学生に限り、大学院入門科目の履修を６単位まで認め（データ５－11）、大

学院進学後に既修得単位として認める学部・大学院連携授業を実施している（資料５－１－②－２）。 

○ 高専等からの編入学生については、高専等での履修科目を精査し、内容に応じて既修得単位として認定して

いる（データ５－12）。 
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○ 高校での履修状況に配慮し、工学基礎科目や自然科学科目の数学、物理等の科目においては、基礎的な内容

を含めた授業としている。また、推薦入学者に対するリメディアル教育を合宿又は通信教育で実施し、基礎学

力の補強が必要な１年生に対しては一部、補習教育を実施している（データ５－13、14）。 

○ 工業系技術者として不可欠な技術者倫理、情報倫理、知的財産に係る授業科目を配置している（資料５－１

－②－３）。 

○ 教員免許及び電気主任技術者等の各種資格を取得可能とする教育課程を編成している（資料５－１－②－４）。 

 

（資料５－１－②－１）大学院・学部改組計画について【再掲】（前出・資料２－１－①－１） 

（データ５－９）学則（第12、13条）（他の学部、他の大学等における授業科目の履修関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/62B8716AA316E98E4925741E000522CD?OpenDocument&Dsp=1 

（データ５－10）学外実習、インターンシップの単位化 

学 部 名 学   科   名 授 業 科 目 単位数 

機械知能工学科 学外工場実習、総合連携実習 

建設社会工学科 学外実習、総合連携実習 

電気電子工学科 学外工場実習見学、総合連携実習 

応用化学科 見学実習、総合連携実習 

マテリアル工学科 見学実習、総合連携実習 

工 学 部 

総合システム工学科 総合連携実習 

知能情報工学科 インターンシップ 

電子情報工学科 インターンシップ 

システム創成情報工学科 インターンシップ 

機械情報工学科 インターンシップ 

情報工学部 

生命情報工学科 インターンシップ 

各1 

（出典：学務部） 

 

（データ５－11）工学部学修細則（第９条）（大学院入門科目の履修関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/036EFEA1FBE376804925741E00052283?OpenDocument&Dsp=1 

（資料５－１－②－２）学部・大学院連携授業（学生便覧 P65 より） 

（データ５－12）学則（第13、14条）（大学以外の教育施設等における学修、入学前の既修得単位等の認定関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/62B8716AA316E98E4925741E000522CD?OpenDocument&Dsp=1 
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（データ５－13）リメディアル教育 

＜工学部＞                     ＜情報工学部＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：平成18年度教育ブレティン（P80、85）） 
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（データ５－14）数学、物理の補講（平成19年度「多様な授業科目（代表例）」より） 

学科 入門科目 補習授業科目
演習付き講義科目 

(TA配置) 
ＰＢＬ教育科目 

知能情報

工学科 

計算機リテラシーA 

知能情報工学基礎演習 

人工知能プログラミング・ 

演習 

オブジェクト指向プログラ 

ミング・演習 

知能情報工学実験演習III 

 

電子情報

工学科 

電子情報工学入門 電磁気学Ⅰ・同演習 

データ構造とアルゴリズム 

電子情報セミナーⅡ 

システム

創成情報

工学科 

システム創成入門 システム制御演習 

シミュレーション演習 

物作りプロジェクト 

システム創成プロジェクト

機械情報

工学科 

計算機リテラシーM 電気回路M・同演習 

基礎物理学A・同演習 

固体力学演習 

機械情報プロジェクト 

生命情報

工学科 

生命情報工学入門 

解析基礎補習 

線形代数補習 

初等物理補習 

生化数学・演習 

解析・基礎演習 

物理学入門・演習 

ライフサイエンス実験 

バイオテクノロジー実験 

 

（資料５－１－②－３）技術者倫理、情報倫理及び知的財産関係の授業科目について（学生便覧 P96 より） 

（資料５－１－②－４）各種資格の取得について（学生便覧 P74、154 より） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

教育課程の編成に当たっては、グローバル社会の動向、学術・研究の傾向、企業・産業界の変化、卒業生のニー

ズ、在学生からの意見と傾向等を配慮して教育へ反映させた取り組みを進めている。例えば、国際基準に合致し

た教育制度としてJABEE基準教育を実施しており、また、大学教育の国際化推進プログラム（海外先進教育実践

支援）を受託して、欧米の大学の先進的な実情を調査し、PBL教育に反映させた。 

産業界の現場を実際に経験させて大学における学習を充実させるインターンシップを実施しており、より発展

させた長期インターンシップ事業を九州経済産業局から受託し、実施している。 

卒業生と就職先企業にアンケートを実施し、その結果から英語教育の充実の必要性が認識され、TOEIC を推奨

又は義務化し、単位認定及び受験料の半額補助を実施している。 

全科目に実施している在学生の授業アンケートの結果は授業担当者にフィードバックしており、教育方法と内

容に反映させている。 

必要に応じて学部改組等によるカリキュラム編成の見直しを行っている。また、高校での履修状況に配慮した

数学や物理等の授業、技術者養成に欠かせない技術者倫理や情報倫理、知的財産にかかる授業科目の配置、単位

互換、インターンシップの単位化等を実施しているほか、教員免許や各種国家資格試験に対応したカリキュラム

を編成している。近年では、大学院入門科目を高学年次に履修させ、大学院進学へのモチベーションを高める学

部・大学院連携授業を開始している。 

以上のことから、教育課程の編成又は授業科目の内容において、学生の多様なニーズ、学術の発展動向、社会 
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からの要請等に配慮したものとなっている。 

 

 

観点５－１－③： 単位の実質化への配慮がなされているか。 

 

【観点に係る状況】 

JABEE基準においては単位の実質化は必須であり、認定を受けている情報工学部、JABEEを意識した工学部では

既に満たされている。また、授業時間数を確保しつつ年間の修得単位数をキャップ制により制限（工学部：年間

46単位、GPA値により60単位まで可、情報工学部：年間48単位）（データ５－15）している。更に、シラバスに

授業計画、学習到達度、参考書、オフィスアワー等を明示し、学生の自主的学習を促す予習・復習、随時のレポー

ト、小テスト、学期末試験により単位の実質化を図っている（データ５－16）。 

全学的にGPAによる学修自己評価を実施しており（データ５－17）、学生自身が自分の学業を自主管理するポー

トフォリオを用いた「学修自己評価システム」（観点６－１－①に記載）による意識改革（資料５－１－③－１）

を図っているとともに、学年担当教員を学科に置き、指導教員と連携して履修指導、教育指導に当たっている。 

 このほか、自学自習の支援策として、図書館、教室等の時間外開放、e-ラーニング事業推進室と情報科学セン

ターの連携により、e-ラーニング教材（資料５－１－③－２）、英語の自主的学習環境としてALCネットアカデミー

（データ５－18）やVOD（ビデオオンデマンド）（資料５－１－③－３）を整備している。 

 

（データ５－15） 

①工学部学修細則（第７条第２項）（履修登録関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/036EFEA1FBE376804925741E00052283?OpenDocument&Dsp=1 

②情報工学部学修細則（第11条第２項）（履修申告の制限関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/CD4237381E866BFB4925741E000521AF?OpenDocument&Dsp=1 

（データ５－16）シラバス 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/kyoumu/kyoumu_keiji/2-2-2_syllabus.htm（工学部） 

http://www.iizuka.kyutech.ac.jp/syllabus/frame.html（情報工学部） 

（データ５－17） 

①工学部学修細則（第20条）（GPAによる総合成績の評価関係）【再掲】（前出・データ４－17） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/036EFEA1FBE376804925741E00052283?OpenDocument&Dsp=1 

 ②情報工学部学修細則（第22条）（GPAによる総合成績の評価関係）【再掲】（前出・データ４－17） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/CD4237381E866BFB4925741E000521AF?OpenDocument&Dsp=1 

（資料５－１－③－１）学生自身の達成度評価による学修意識改革 

（資料５－１－③－２）e－ラーニング教材整備授業科目一覧 
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（データ５－18）ALCネットアカデミーの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料５－１－③－３）VOD（ビデオオンデマンド）の整備状況 

 

【分析結果とその根拠理由】 

JABEE 認定を受けている情報工学部及びJABEE を意識した工学部では単位の実質化を既に行っている。また、

年間の修得単位数をキャップ制により制限しており、予習・復習、随時のレポート、小テスト、学期末試験によ

り学生の自主的学習を促す単位の実質化を図っている。更に、全学的にGPAによる学修自己評価や、学生自身が

自分の学業を自主管理するポートフォリオを用いた「学修自己評価システム」（観点６－１－①に記載）による意

識改革を図っているとともに、学年担当教員を学科に置き、指導教員と連携して履修指導、教育指導に当たって

いる。このほか、自学自習の支援策として、図書館、教室等の時間外開放、e-ラーニング事業推進室と情報科学

センターの連携により、e-ラーニング教材、英語の自主的学習環境として ALC ネットアカデミーや VOD（ビデオ

オンデマンド）を整備している。 

以上のことから、単位の実質化への配慮がなされている。 

 

 

観点５－２－①： 教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切

であり，それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。 

 

【観点に係る状況】 

各専門分野の学習・教育目標を達成するべくカリキュラム体系が構築され、教養教育科目及び専門教育科目

ともに講義、演習、実験、実習が必要に応じて適切に配置されている（データ５－19）。特に、専門教育科目

の授業形態は、授業科目の特性に応じて、講義と演習が組み合わされ、実験、実習ともに必修科目として指定

している。また、演習、実験、実習では、少人数グループ制を採用し、TAを重点的に配置して教育効果を高め

るよう配慮し（データ５－20）、英語についても少人数教育を実施し、習熟度別クラス編成を行っている（資

料５－２－①－１）。更に、工学系総合科目や専門教育科目においては、課題解決能力の育成を図る PBL 科目

（データ５－21）や社会と連携したフィールド型の授業科目（資料５－２－①－２）を配置するとともに、一

部の科目については、短期集中型教育効果を狙ったクォーター制を試みている。また、実学を重視するという

工学教育目的から、企業実習やインターンシップを実施し、プレゼンテーション能力を付与するため、日本語

ALC利用状況
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表現技法や専門英語教育等を実施している。 

 

（データ５－19）講義、演習、実験、実習の配置一覧（工学部） 

  講義 演習 実験 実習（実技） 

人間科学科目 48 32 0 4 

工学系総合 6 2 0 2 

機械知能工学科 84 9 8 8 

建設社会工学科 64 10 5 5 

電気電子工学科 84 2 11 1 

応用化学工学科 56 1 7 4 

マテリアル工学科 59 2 5 3 

総合システム工学科 63 7 3 3 

合計科目数 464 65 39 30 

※ 平成20年度                         （出典：学務部） 

 

（データ５－20）TAの採用人数一覧【再掲】（前出・データ３－37、P35） 

（資料５－２－①－１）少人数教育の実施について 

（データ５－21）PBL科目の実施（工学部） 

単位 週当たりの授業時数 

１年次 ２年次 ３年次 ４年次 
授業科目 単

位 
○
選
択
必
修 

◎
必 

 

修 

前
期 

後
期 

前
期 

後
期 

前
期 

後
期 

前
期 

後
期 

備考 

リレーセミナー 2  
    ※(2)  ※(2)   ※(2)   

サイエンス工房 2       2        

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ統合ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 1        2       

総合連携実習 1             適時 

情報ＰＢＬ 2 ◎  2           

設計製図Ⅱ 1     3        

設計製図Ⅲ 1      3       

知能制御実験 1 

コースによる 

       3     

総合ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ設計及び演習 3 ○   4          

ｼｽﾃﾑｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ実験 2      4       

ｴﾈﾙｷﾞｰ・ﾃﾞﾊﾞｲｽ実験 2 コースによる      6       

マテリアルデザイン工学 2 ○     2        

フロンティア工学実習 1 ◎   3          

マテリアル基礎実験 1 ◎     3        

ものづくり実習 1 ◎      3      

見学実習 1 ◎     3年次開講      

総合ｼｽﾃﾑ工学入門PBL 2 ◎ 4            

実践プログラミングPBL 2 ◎   4          

計算数理工学PBL 2 ◎    4         

総合システム工学PBL 2 ◎     3 3       

※ （ ）については、各年次開講                          （出典：学務部） 
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（資料５－２－①－２）フィールド型の授業科目について（現代GPの概要より） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

各専門分野の学習・教育目標に沿ってカリキュラム体系が構築され、その上で学習・教育目標及び各科目・分

野の特性に応じて、講義、演習、実験、実習を適切に配置している。また、教育効果を高めるための方策として、

各科目の特性に応じて習熟度別クラス編成、少人数科目等を配置するとともに、実践的技術者能力を涵養するた

めの方策として、課題解決能力を養うPBL科目や、実社会から実際に学ぶフィールド型の授業科目やインターン

シップ科目を配置している。更に、学習効果を高める短期集中型講義形態をとったクォータ制科目を一部試みて

いる。 

これらのことから、教育の目的に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切

であり、それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされている。 

 

 

観点５－２－②： 教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され，活用されているか。 

 

【観点に係る状況】 

それぞれの専門分野において設定された学習・教育目標を達成するカリキュラム編成において、各科目の位置

付けを明確化し、履修者に対しては、履修計画の上で科目の選択を容易とし、有効に活用させるため、全授業科

目についてシラバスを設定している。シラバスには授業科目、履修対象・時期、単位数、授業概要、授業の目的、

授業の位置付け、キーワード、達成目標、授業計画、評価方法・基準、履修上の注意事項、教科書・参考書、オ

フィスアワー等の内容について、部局毎に統一的な様式で記載しており（データ５－22）、学生は教務情報システ

ムで自由に閲覧でき、印刷して保存することもできる。また、教員は、初回授業においてシラバスの内容を学生

に確認させ、授業計画や履修上の留意事項等を学生に説明し、学期終了時には当該授業がシラバスの記載どおり

に実施されたかどうかを授業アンケートで調査している。 

 更に、シラバスは、学内の学生向けには教務情報システム及び冊子等で、学外向けにはウェブサイトで公開し

（データ５－22）、履修登録や履修計画に活用されている。 

 

（データ５－22）シラバス【再掲】（前出・データ５－16） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/kyoumu/kyoumu_keiji/2-2-2_syllabus.htm（工学部） 

http://www.iizuka.kyutech.ac.jp/syllabus/frame.html（情報工学部） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

シラバスは講義担当者にとっても学習・教育目標を達成するためのカリキュラム体系において重要であり、教

育内容を適切に定義している。また、履修者にとっては履修計画上、その科目の位置付けと講義内容を正しく理

解するために必要であり、講義担当者は、教育課程の編成の趣旨に則って講義を実施するため、講義の初めに履

修者との間で互いに内容を確認し、講義の終わりにアンケートでチェックすることにより万全を期している。更

に、社会に対する責任を明確にするため、ウェブサイト等で公開しており、書式は部局毎に統一された様式に則

り、教育体系上の授業の位置付けなど、必要な項目が掲載されており、学生はウェブサイト等によりいつでも内

容を確認でき、履修登録や履修計画に活用している。 

以上のことから、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されている。 
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観点５－２－③： 自主学習への配慮，基礎学力不足の学生への配慮等が組織的に行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

全学部において学年担当教員及び複数の指導教員（学生10名程度指導）の下、ポートフォリオを用いた学生自

身による「学修自己評価システム」（観点６－１－①に記載）による学修の自己管理意識改革を進めている（資料

５－２－③－１）。シラバスには、自学自習を促すように授業計画、随時のレポート提出、オフィスアワー、参考

書等の内容を記載するとともに（データ５－23）、自学自習の支援策として、図書館、教室等の時間外開放、e-

ラーニング事業推進室と情報科学センターの連携により、e-ラーニング教材（資料５－２－③－２）、英語の自主

的学習環境としてALCネットアカデミー（データ５－24）やVOD（ビデオオンデマンド）（資料５－２－③－３）

を整備している。 

また、数学や物理等の自然科学科目や工学基礎科目では基礎学力不足の学生に対応するため、高校での履修に

配慮した基礎的な授業内容から始めており、情報工学部では、数学、物理の補講を実施するとともに（データ５

－25）、両学部の推薦入学合格者に対し、入学前の合宿研修あるいは通信教育によりリメディアル教育を実施して

いる（データ５－26）。このほか、国際的に通用する技術者を育成する目的のため、全学生にTOEICのスコアアッ

プを勧め、受験を推奨しており、TOEIC受験の義務化や単位の認定化及び受験料の半額を大学が負担している。 

 

（資料５－２－③－１）学生自身の達成度評価による学修意識改革【再掲】（前出・資料５－１－③－１） 

（データ５－23）シラバス【再掲】（前出・データ５－16） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/kyoumu/kyoumu_keiji/2-2-2_syllabus.htm（工学部） 

http://www.iizuka.kyutech.ac.jp/syllabus/frame.html（情報工学部） 

（資料５－２－③－２）e-ラーニング教材整備授業科目一覧【再掲】（前出・資料５－１－③－２） 

（データ５－24）ALCネットアカデミーの利用状況【再掲】（前出・データ５－18、P62） 

（資料５－２－③－３）VOD（ビデオオンデマンド）の整備状況【再掲】（前出・資料５－１－③－３） 

（データ５－25）数学、物理の補講（平成19年度「多様な授業科目（代表例）」より）【再掲】 

（前出・データ５－14、P60） 

（データ５－26）リメディアル教育【再掲】（前出・データ５－13、P59） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

学生には自律的に学修を自己管理する意識と習慣を持たせるため、ポートフォリオを用いた学生自身による「学

修成果自己評価システム」を全学部において実施している。また、指導教員が学生との面談により学生の自主管

理情況を把握し、必要に応じて指導するとともに、学年担当教員が全状況を把握している。更に、シラバスには

予習・復習等の自学自習を可能とするため、授業計画内容が設定され、参考書等が記載されている。 

各授業では自学能力をつけさせるため課題演習を与えており、自学自習を促す環境としてオフィスアワー、図

書館、教室等の時間外開放、eーラーニング教材の整備等を実施している。また、多様な能力をもつ学生を入学さ

せることから推薦入学者に対して、合宿あるいは通信教育による事前リメディアル教育を行っている。更に、入

学後、部分的に学力不足の学生に対して、数学、物理等の工学基礎科目等で、必要に応じた補講や個別指導を組

織的に実施するとともに、英語については、国際的に通用する技術者を育成する目的のため、全学生にTOEICの

スコアアップを勧め、受験を推奨又は義務化し、単位の認定化や受験料の半額を大学が負担することなどにより、

自主的な向上を支援している。 

以上のことから、自主学習への配慮、基礎学力不足の学生への配慮等が組織的に行われている。 
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観点５－２－④： 夜間において授業を実施している課程（夜間学部や昼夜開講制（夜間主コース））を置いて

いる場合には，その課程に在籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされ，適切な

指導が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

 観点５－２－⑤： 通信教育を行う課程を置いている場合には，印刷教材等による授業（添削等による指導を

含む。），放送授業，面接授業（スクーリングを含む。）若しくはメディアを利用して行う授業の

実施方法が整備され，適切な指導が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

観点５－３－①： 教育の目的に応じた成績評価基準や卒業認定基準が組織として策定され，学生に周知され

ており，これらの基準に従って，成績評価，単位認定，卒業認定が適切に実施されているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学では、学則に単位の認定及び卒業要件に関する基本的事項を定め（データ５－27）、学部学修細則に単位数、

単位の認定、成績評価及び卒業認定基準の詳細を定めている（データ５－28）。また、個々の授業科目の成績評価

方法、基準をシラバスに記載し、それらを学生便覧やウェブサイトを通じて学生に周知するとともに（データ５

－29）、入学時のオリエンテーションや個別指導においても説明し、周知させている（資料５－３－①－１）。更

に、学修細則に定めた成績評価基準に従って最終的な合否と単位を各学部の教務委員会等及び教授会で認定して

おり、採点された答案や成績書類は一定期間（５年間）保存されている。 

学生は教務情報システムから履修科目の合否を含むクラス成績点数の統計分布と、分布上における自分の位置

を確認することができ、採点等に疑義があった場合は、異議申し立てをすることができる。なお、卒業認定を含

めて本学で行われている成績評価基準はJABEE基準に則して対応している。 

 

（データ５－27）学則（第10、30条）（単位、卒業の要件関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/62B8716AA316E98E4925741E000522CD?OpenDocument&Dsp=1 

（データ５－28）工学部学修細則（第４、６、11 及び 17 条）（科目の種類及び単位数、卒業要件、単位の授与、

成績評価関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/036EFEA1FBE376804925741E00052283?OpenDocument&Dsp=1 
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（データ５－29）シラバス【再掲】（前出・データ５－16） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/kyoumu/kyoumu_keiji/2-2-2_syllabus.htm（工学部） 

http://www.iizuka.kyutech.ac.jp/syllabus/frame.html（情報工学部） 

（資料５－３－①－１）平成21年度新入生オリエンテーションスケジュール【再掲】（前出・資料１－２－①－２） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

成績評価や卒業認定基準等は学則及び学部学修細則に定められており、個々の授業科目の成績評価方法、基準

についてはシラバスに記載し、それらは学生便覧やウェブサイト、入学時のオリエンテーション、個別指導を通

じて学生に周知している。また、科目担当教員によって審査された成績は各学部の教務委員会等で判定され、最

終的に教授会で認定されるとともに、学生は教務情報システムにより、合否を含む履修科目の成績点数の統計分

布と自分の位置を確認でき、成績評価が適切であるかどうか判断できる。なお、エビデンスとしての成績資料は

５年間保管され、本学の成績評価の基準はJABEEに則して対応しており、厳格に実施されている。  

これらのことから、教育の目的に応じた成績評価基準や卒業認定基準が組織として策定され、学生に周知され

ており、これらの基準に従って、成績評価、単位認定、卒業認定が適切に実施されている。 

 

 

観点５－３－②： 成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学では、学部学修細則に成績評価異議申立制度を定めており（データ５－30）、成績評価に利用した試験問題、

解答例、配点、答案、レポート課題、提出レポート等は、成績評価の妥当性を検証するための基礎資料として５

年間保存している（データ５－31）。また、シラバスに成績評価基準が明記され、ウェブサイト等により公開され

ていることから（データ５－32）、評価に疑問がある履修者は異議申し立てをすることができる。 

 

（データ５－30）工学部学修細則（第17条第３項）（異議申し立て関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/036EFEA1FBE376804925741E00052283?OpenDocument&Dsp=1 
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（データ５－31）試験問題等の保管（情報工学部・生命情報工学科の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ５－32）シラバス【再掲】（前出・データ５－16） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/kyoumu/kyoumu_keiji/2-2-2_syllabus.htm（工学部） 

http://www.iizuka.kyutech.ac.jp/syllabus/frame.html（情報工学部） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

成績評価基準を各授業科目においてシラバスに明記し、公表しており、成績評価については異議申立制度を実

施している。なお、JABEE 基準に則って、成績評価の妥当性を検証するための基礎資料については、各部局で保

存する制度を設定し、授業担当者に保存を義務付けており、成績評価に疑義が生じた場合は、遡って検証するこ

とが可能である。 

これらのことから、成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられている。 

 

 

＜大学院課程＞ 

 

観点５－４－①： 教育の目的や授与される学位に照らして，教育課程が体系的に編成されており，授業科目

の内容が，全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学大学院においては、「技術に堪能（かんのう）なる士君子」の養成という基本理念に基づき、その目的を、

「学術の理論及び応用を教授研究するとともに、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越
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した能力を培い、もって、わが国の産業の発展と科学技術の進歩に寄与すること」とし、各学府・研究科の人材

養成の目標を学則に定めている（データ５－33）。 

この目標を達成するため、各学府・研究科において学習・教育目標を設定し、これを達成するため、各専攻の

教育課程を体系的に編成し、共通科目、専門科目の授業科目を開講しており、授業科目の配置状況は「授業科目

配置一覧」（データ５－34）のとおりである。また、これらの授業科目は教育学習系統図によって明確にしている

（データ５－35）。 

なお、工学府博士前期課程については、従来の専門分野に関する深い学識の涵養と研究能力を養うコースワー

クと修士論文作成を主体とする「課程 A」のほかに、学識の涵養に加え、関連分野の幅広い学識を養うために、

コースワークを主体とし、修了プロジェクトを課す「課程B」のカリキュラムを平成20年度から編成している（資

料５－４－①－１）。 

また、各学府・研究科では、大学院GP等の支援を受けながら、情報工学府では「コース・モジュール制」の導

入等の新しいカリキュラム体系づくり、生命体工学研究科では他研究室に出向いて異分野の知識や技術を身に付

ける「出稽古修行型の分野横断研鑽システム」、英語漬けPBLプログラムや海外大学へ学生を派遣（１か月）し、

国際的な感覚を養わせる「グローバル研究マインド強化教育プログラム」など、分野横断型の研究指導等に取り

組んでいる（データ５－36～38）。 

修了要件単位数は、博士前期課程が30単位以上（工学府課程Bは44単位以上）、博士後期課程が学府・研究科

により異なるが７～12 単位以上としており（データ５－39）、各学府・研究科の学習・教育目標に応じて、配置

科目群の必要単位数を定めている。 

 

（データ５－33）学則（第38、39条）【再掲】（前出・データ１－３） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/62B8716AA316E98E4925741E000522CD?OpenDocument&Dsp=1 
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（データ５－34）授業科目配置一覧 

共通科目（科目数） 専門科目（科目数） 
学府等・専攻 

実践科目 外国語科目 専攻内共通科目 専門科目１ 専門科目２ 

機械知能工学 弾性力学特論 等(11) 材料強度学特論等 (38) 適応材料特論等 (10)

建設社会工学 道路交通環境 等(7) 社会ｼｽﾃﾑ特論 等(25) ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 等(6) 

電気電子工学 電力工学基礎特論 等(12) 電気物性特論 等(43) ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 等(6) 

物質工学 

英語(4) 

独語(2) 

日本語(2) 

（留学生） 有機化学概論 等(7) 有機合成化学特論 等(48) ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 等(6) 

先端機能システ

ム工学 

MOT特論  

等(12) 

 

 

 

 

 経営管理論 等(9) 非線形解析学特論 (40) ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 等(6) 

 

工 

学 

府 

備考 専門科目２は社会人学生用カリキュラムを示す。 

専攻内共通科目の大部分は入門科目である。 

 

 

研究科 専攻 共通科目 ｲﾐｸﾞﾗﾝﾄﾞ科目 専門科目 特別講義 演習・特別講究 

生体機能 生体力学基礎 等(6) 生体力学 等(44) 生体機能特論1･2(2) 生体機能講究 等(5) 生命体工学

研究科 脳情報 

実践英語１ 

 等(8) 情報基礎１ 等(8) 認知神経科学等（48） 脳情報工学特論1･2(2) 脳情報工学講究 等(4) 

（出典：学務部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学府共通（科目数） 専門科目（科目数） 
学府等・専攻 

ｲﾐｸﾞﾗﾝﾄﾞ科目 基礎科目 情報科目 対象分野科目 講究、特別実験、演習 

情報科学 自然言語処理特論Ⅱ 等(39) 情報科学講究Ⅰ等(10) 

情報システム 

情報数学特論 

等(20) 

ﾓﾙﾌｫﾛｼﾞｰ特論 

等（54） 半導体工学特論 等(38) 情報科学講究Ⅰ等(7) 

情

報

工 

学 

府 

情報創成工学 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ 等

(4) 
認知科学 等

(9) 

－ ﾐﾄﾞﾙｳｪｱ 等(39)  
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（データ５－35）教育学習系統図（生命体工学研究科）（平成20年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料５－４－①－１）「課程B」のカリキュラムについて 

（データ５－36）平成19年度大学院教育改革支援プログラム（モジュール積み上げ方式の分野横断型コース） 

http://www.jsps.go.jp/j-daigakuin/data/07_sinsa/B039.pdf 

（データ５－37）平成18年度「魅力ある大学院教育」イニシアティブ（出稽古修行型の分野横断研鑽システム） 

http://www.brain.kyutech.ac.jp/gp06/ 
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（データ５－38）平成19年度大学院教育改革支援プログラム（グローバル研究マインド強化教育プログラム） 

http://www.life.kyutech.ac.jp/gp07/ 

（データ５－39）工学府学修細則（別表１ 工学府博士課程履修基準表） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/fb4ad207f582355f4925706e00050e41/d79294446f12a0344925741e00052284/$FILE/09_03_24_bp1,by.doc 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学大学院課程の目的と各学府・研究科の人材養成目標に基づき、各専門分野において学習・教育目標を定め、

体系的にカリキュラムを編成した授業科目を配置している。また、授業科目の系統図が明示されており、シラバ

スに掲載した授業内容が教育課程に照らして絶えずチェックされており、継続的に改善が行われている。 

各学府、研究科において先進的で優れた大学院GP等の取り組みが進められており、工学府では博士前期課程に

おけるプロジェクト研究型「課程 B」、情報工学府では分野横断的な「コース・モジュール制」、生命体工学研究

科では他研究室に出向いて異分野の知識や技術を身に付ける「出稽古修行型の分野横断研鑽システム」、国際的な

感覚を養わせる「グローバル研究マインド強化教育プログラム」など、工学における高い専門性を持たせるため

の教育が実施されている。 

以上のことから、教育の目的や授与される学位に照らして教育課程が体系的に編成されており、授業科目の内

容が全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっている。 

 

 

観点５－４－②： 教育課程の編成又は授業科目の内容において，学生の多様なニーズ，研究成果の反映，学

術の発展動向，社会からの要請等に配慮しているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学大学院では、学生のニーズや社会からの要請等に配慮した制度として、フランスのロレーヌ国立工科大学

との間のダブルディグリー（資料５－４－②－１）、社会人博士後期課程学生のための長期履修制度や工学府にお

ける高度で専門的な人材養成を目的として、修士論文に代えてプロジェクト研究を課す修士の新しい「課程 B」

を導入している（資料５－４－②－２）。また、他研究分野を学んで入学した学生が専門コースワークへ移行し易

いよう設定されているイミグラント科目、ベンチャービジネスや企業経営に関する起業特論等のMOT科目、国際

的コミュニケーション能力育成のための外国語科目を開講しており（データ５－40）、他大学との単位互換（デー

タ５－41、42、資料５－４－②－３、４）、インターンシップの単位化（データ５－43）も実施している。 

大学院GP等に採択されたカリキュラムとして、情報工学府では、キャリアパスの形成を支援する「モジュール

積み上げ方式の分野横断型コース（平成19年度）」（データ５－44）、先導的ITスペシャリスト育成推進プログラ

ム「次世代情報化社会を牽引するICTアーキテクト育成プログラム（平成18年度）」（データ５－42）、生命体工

学科では、他研究室に出向いて異分野の知識や技術を身に付ける「出稽古修行型の分野横断研鑽システム（平成

18 年度）」（データ５－45）、英語漬け PBL プログラムや海外大学へ学生を派遣（１か月）し、国際的な感覚を養

わせる「グローバル研究マインド強化教育プログラム（平成19年度）」（データ５－46）を実施している。 

また、九州歯科大学大学院と連携し、歯学と工学を融合した学際的教育研究分野の教育研究を展開するための

連携歯工学分野の授業科目を平成21年度から開講している（データ５－47）。更に、生命体工学研究科における

北九州市立大学大学院、早稲田大学大学院との戦略的大学連携支援事業に採択された「北九州学術研究都市連携

大学院によるカーエレクトロニクス高度専門人材育成拠点の形成」事業の共同プログラム（授業科目の開設・単 
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○生命体工学研究科生体機能専攻 

イミグラント科目     

博士前期課程 博士後期課程
科  目  名 単位区分 単位 

開講年次 開講年次 

生 体 力 学 基 礎 選択 1 1  

生 体 工 学 基 礎 実 験  選択 1 1  

生体エレクトロニクス基礎  選択 1 1  

生体エレクトロニクス基礎実験 選択 1 1  

生 物 化 学 基 礎 選択 1 1  

生 物 化 学 基 礎 実 験  選択 1 1  

共通科目（MOT科目及び外国語科目）     

博士前期課程 博士後期課程
科  目  名 単位区分 単位 

開講年次 開講年次 

実 践 英 語 １  選択必修 2 1  

実 践 英 語 ２  選択必修 2 1  

企 業 経 営 論 １ 選択必修 2 1  

企 業 経 営 論 ２ 選択必修 2 1  

社 会 技 術 論 １ 選択必修 2 1  

社 会 技 術 論 ２ 選択必修 2 1  

生 体 機 能 概 論 選択必修 2 1  

脳 情 報 工 学 概 論  選択必修 2 1  

ビ ジ ネ ス プ ラ ン １  選 択 2 1～2 1～3 

ビ ジ ネ ス プ ラ ン ２  選 択 2 1～2 1～3 

位互換）（資料５－４－②－３）を平成20年度から実施している。 

 

（資料５－４－②－１）ダブルディグリー協定書 

（資料５－４－②－２）「課程B」のカリキュラムについて【再掲】（前出・資料５－４－①－１） 

（データ５－40）イミグラント科目、MOT科目及び外国語科目の開講 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：学務部） 

 

（データ５－41）学則（第55条）（他の大学院等における授業科目の履修及び研究指導関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/62B8716AA316E98E4925741E000522CD?OpenDocument&Dsp=1 

（データ５－42）平成18年度先導的ITスペシャリスト育成推進プログラム（次世代情報化社会を牽引するICT

アーキテクト育成プログラム） 

http://www.ict.kyutech.ac.jp/ict-arch-j.html 

（資料５－４－②－３）「北九州学術研究都市連携大学院によるカーエレクトロニクス高度専門人材育成拠点の

形成」事業 

（資料５－４－②－４）遠隔教育による単位互換に関する協定書 
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（データ５－43）インターンシップの単位化 

学 府 等 名 専   攻   名 授 業 科 目 単位数

制御工学インターンシップⅠ ２ 

制御工学インターンシップⅡ ２ 

制御工学インターンシップⅢ ２ 

機械工学学外実習 最大２

機械知能工学専攻 

機械工学学外演習 最大２

学外実習 最大２

工学府 

建設社会工学専攻 

電気電子工学専攻 

物質工学専攻 

先端機能システム工学専攻 
学外演習 最大２

企業演習Ⅰ １ 

企業演習Ⅱ ２ 

企業演習Ⅲ ２ 
情報工学府 

情報科学専攻 

情報システム専攻 

情報創成工学専攻 
企業演習Ⅳ ２ 

生体機能専攻 生体機能演習 ２ 
生命体工学研究科 

脳情報専攻 脳情報工学演習 ２ 

（出典：学務部） 

 

（データ５－44）平成19年度大学院教育支援プログラム（モジュール積み上げ方式の分野横断型コース） 

【再掲】（前出・データ５－36） 

http://www.jsps.go.jp/j-daigakuin/data/07_sinsa/B039.pdf 

（データ５－45）平成18年度「魅力ある大学院教育」イニシアティブ（出稽古修行型の分野横断研鑽システム） 

【再掲】（前出・データ５－37） 

http://www.brain.kyutech.ac.jp/gp06/ 

（データ５－46）平成19年度大学院教育改革支援プログラム（グローバル研究マインド強化教育プログラム） 

【再掲】（前出・データ５－38） 

http://www.life.kyutech.ac.jp/gp07/ 
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（データ５－47）歯工連携大学院協定（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

大学院課程では、フランスのロレーヌ国立工科大学との間にダブルディグリー、社会人博士後期課程学生のた

めに長期履修制度、工学府における高度で専門的な人材養成を目的として博士前期課程にプロジェクト研究型の

「課程B」が設定されている。 

教育課程の編成においては、学生のニーズや社会の要請等に配慮し、他分野からの入学者を支援するイミグラ

ント科目、社会での起業のための知識を得させるMOT科目、外国語科目を開講しているほか、産業界からの要望

の強い ICT やカー・エレクトロニクス等の分野で他大学との大学院連携教育における単位互換を行う共同カリ

キュラムを実施するとともに、歯工学分野における大学院連携教育を実施している。また、インターンシップを

単位化し、経済産業省と地域の産業界からの支援を受けて、全学的に長期インターンシップを開始した。 

更に、大学院GPプロジェクト「モジュール積み上げ方式の分野横断型コース」のカリキュラム、「出稽古修行

型の分野横断研鑽システム」、「グローバル研究マインド強化教育プログラム」等を実施している。 

以上のことから、学生の多様なニーズ、研究成果の反映、学術の発展動向、社会からの要請等に配慮した教育

課程の編成及び授業科目の内容となっている。 
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観点５－４－③： 単位の実質化への配慮がなされているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学大学院においての具体的な取り組みは以下のとおり。 

○ 自立性を図るため全学的にGPAを導入し（データ５－48）、学業成果の自己認識をさせ、GPAの結果を奨学金 

返還免除候補の選定等にも利用している。 

○ 授業においてはシラバスに示した成績評価基準に基づき（データ５－49）、随時のレポート、学期末試験の実 

施により単位の実質化を図っている。 

○ シラバスに授業計画、参考書等を明示し（データ５－49）、学生の予習復習を促すとともに、一部の科目で 

前期・後期をそれぞれ２分割し、週２回授業を行うクォーター制を導入することにより、短期集中化による学

習効果の向上を図っている（データ５－50）。 

○ 工学系教育における実践的技術力を賦与するための方策として、産業界との連携によるインターンシップ

（データ５－51）の単位化やコース・モジュール制、PBL教育等により単位の実質化に努めている。 

                     

（データ５－48） 

①工学府学修細則（第８条の２）（GPAによる総合成績の評価関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/D79294446F12A0344925741E00052284?OpenDocument&Dsp=1 

 ②情報工学府学修細則（第７条の２）（GPAによる総合成績の評価関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/0AFBF72644E75E7B4925741E000521B4?OpenDocument&Dsp=1 

 ③生命体工学研究科学修細則（第７条の２）（GPAによる総合成績の評価関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/CBA134E7F7BAB37D4925741E000521B5?OpenDocument&Dsp=1 

（データ５－49）シラバス 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/kyoumu/daigakuin_home/sub6.htm（工学府） 

http://www.iizuka.kyutech.ac.jp/syllabus/frame.html（情報工学府） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/wakamatsu/index.html（生命体工学研究科） 
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（データ５－50）クォーター制の科目一覧（生命体工学研究科） 

区分 科目名 

脳情報工学概論 
共通科目 

生体機能概論 

計算バイオメカニクス演習 

バイオインフォマティクス演習 

生体機能システム設計解析演習 

生体適応解析 

生体機能専攻 

運動生理システム 

認知神経科学 

神経情報システム 

数学基礎１ 

コミュニケーション 

工学基礎１ 

情報基礎１ 

神経科学基礎１ 

脳型信号検出 

行動発現機構 

脳型集積回路工学１ 

数学基礎２ 

脳型パターン認識 

工学基礎２ 

情報基礎２ 

神経科学基礎２ 

脳型計算理論 

視覚認識機構 

脳型集積回路工学２ 

脳型信号処理 

脳型学習システム 

脳型制御システム１ 

数理神経工学 

行動認知心理学 

神経回路情報処理 

思考・推論 

脳型計算機システム 

情報統合 

脳情報専攻 

脳型制御システム２ 

合計 35科目 

（出典：学務部） 
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（データ５－51）産業界との連携によるインターンシップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学大学院では、全学的にGPAを導入することにより学生に自立的な学修自己管理を促しており、シラバスの

活用等による自学自習の促進、クォーター制による授業の短期集中化等による学習効果の向上を図っている。ま

た、実践的技術力をつけるインターンシップやPBL教育等により単位の実質化に努めている。 

以上のことから、単位の実質化を図っている。 

 

 

観点５－５－①： 教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切

であり，それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。 

 

【観点に係る状況】 

大学院課程の人材養成目標に沿って、各専門分野の学習・教育目標が立てられ、これを達成するべくカリキュ

ラム体系が構築されている。その中で設定されている各学府・研究科の授業科目は、基礎的素養を涵養するため、

学府・研究科毎の共通科目（外国語含む）、各専攻内の共通科目及び専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力

を修得させるための専門科目群で構成されている（データ５－52）。また、授業形態は講義を中心に編成している

が、各学府・研究科の学習・教育目標及び授業科目・分野の特性や技術者としての実践力を培う科目について、

演習、実験、実習を適切に配置している（資料５－５－①－１）。更に、講義・演習は両者の組み合わせ効果を図っ

てクォーター制で実施している科目も多く、課題探求を中心に行うPBLやセミナー、広い工学知識を得させる講

究等も実施するとともに、実習型科目の中には実践的効果の高いインターンシップ科目が含まれている。また、

多くの授業を少人数で実施しており、対話・討論型の形態が採られている科目も多数開講している。 
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前述のように、情報工学府では、分野横断的カリキュラムを選択的に履修する大学院教育 GP プログラム「モ

ジュール積み上げ方式の分野横断型コース」を実施しており、他学府等にも展開の検討を始めている。 

大学院課程で、専門分野が多様に異なる学生のそれぞれが必要とするカリキュラム選択に関して、指導教員が

履修する科目の選択について適切な指導を行っている。 

 

（データ５－52）授業科目配置一覧【再掲】（前出・データ５－34、P70） 

（資料５－５－①－１）講義、演習、実験、実習科目の配置一覧（生命体工学研究科生体機能専攻の例） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

大学院課程の高度な研究を遂行するために必要な授業科目は、それぞれの専門の人材養成目標に沿って設定さ

れた学習・教育目標を達成するカリキュラム体系の上で配置されており、構成科目の授業形態は、教育目的、分

野の特性に応じて、各専門分野のそれぞれの特性に適した科目が配置され、講義、演習、実験、実習、セミナー、

講究等の形態をとっている。また、社会実践的効果の高いインターンシップ科目も配置されており、産業界から

の支援を得ている。更に、多くの授業が少人数、講義、対話・討論型の授業形態で適切に配置されている。 

新たな授業形態として、分野横断的カリキュラムを選択的に履修する、「モジュール積み上げ方式の分野横断型

コース」が実施されており、学生は多様な専門モジュールを選んで自分の専門的なキャリアを形成することがで

き、学生の科目選択は、研究の専門性に沿った指導教員の適切な指導の上に実施されている。 

以上のことから、教育の目的に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切で

あり、それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫を行っている。 

 

 

観点５－５－②： 教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され，活用されているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学の基本理念に基づき、各学府・研究科毎の人材養成の目的と学習・教育目標を学則に定めている（デー５

－53）。これらの人材養成の目的と学習・教育目標に沿って、各専攻毎に学習・教育目標が定められ、それぞれの

目標を達成するためのカリキュラムが体系的に構築されている。また、カリキュラム体系の中における各構成科

目のシラバスを全科目について部局毎に統一的な様式で記載しており（データ５－54）、授業概要、学習・教育目

標に関する授業の目的、カリキュラム体系の中での位置付け、授業の達成目標、授業計画、評価方法・基準等が

明記されている。その他に、履修上の注意事項、教科書・参考書、キーワード、オフィスアワー等も掲載されて

いる。更にシラバスは、冊子やウェブサイトで公開されており（データ５－54）、学生の履修登録及び学習計画等

に活用されている。なお、履修において、履修者と大学及び担当者の間に誤解が生じないよう、原則として授業

の初めに読み合わせて相互確認している。 

 

（データ５－53）学則（第39条） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/62B8716AA316E98E4925741E000522CD?OpenDocument&Dsp=1 

（データ５－54）シラバス【再掲】（前出・データ５－49） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/kyoumu/daigakuin_home/sub6.htm（工学府） 

http://www.iizuka.kyutech.ac.jp/syllabus/frame.html（情報工学府） 
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http://www.kyutech.ac.jp/top/wakamatsu/index.html（生命体工学研究科） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学大学院課程の編成は、大学の基本理念に基づく各学府・研究科毎の人材養成の目的、これを受けた学習・

教育目標という階層構造をもっており、具体的な形としてカリキュラム体系で構築している。また、カリキュラ

ムを構成する全授業科目についてシラバスを作成し、教務情報システム及びウェブサイトに掲載し、公開してい

る。なお、シラバスは統一された様式に則り、教育課程の編成における当該科目の位置付けやその他必要な項目

を掲載しており、学生は冊子やウェブサイトによりいつでも内容を確認でき、履修登録や履修計画に活用してい

るのみならず、当該科目の履修において大学と履修者との間の契約となっており、授業の初めに相互確認を行っ

ている。 

以上のことから、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されている。 

 

 

観点５－５－③： 夜間において授業を実施している課程（夜間大学院や教育方法の特例）を置いている場合

には，その課程に在籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされ，適切な指導が行

われているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

 観点５－５－④： 通信教育を行う課程を置いている場合には，印刷教材等による授業（添削等による指導を

含む。），放送授業，面接授業（スクーリングを含む。）若しくはメディアを利用して行う授業の

実施方法が整備され，適切な指導が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

観点５－６－①： 教育課程の趣旨に沿った研究指導，学位論文（特定課題研究の成果を含む。）に係る指導の

体制が整備され，適切な計画に基づいて行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

高度の専門技術分野において広い視野をもった優れた実践的技術力を学生に習得させるという学習・教育目標

から、複数の指導教員による研究指導体制を全学的に実施している。また、指導体制については、学生の所属す

る専攻の教授である主指導教員のほかに、同専攻あるいは他専攻の教授、准教授による副指導教員（又はグルー

プ）を置いている（データ５－55）。更に、学生が主体的に策定した研究・開発計画書（データ５－56）を入学時

に提出させ、主指導教員、副指導教員が、講義科目の履修や研究・開発に関するアドバイスを行うとともに、専
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攻では状況を把握するため、主指導教員には年間あるいは半期毎に教育・研究指導状況の報告を求め（データ５

－57）、学生には研究状況の報告書を提出させ、定期的に指導計画及び進行状況をチェックする体制を整えている

（データ５－58）。 

 

（データ５－55）工学府学修細則（第４条）（指導教員関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/D79294446F12A0344925741E00052284?OpenDocument&Dsp=1 

（データ５－56）研究・開発計画書（入学時用） 
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（データ５－57）教育・研究活動報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ５－58）研究・開発計画書（各学期用） ※指導計画及び進行状況をチェックする体制 
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【分析結果とその根拠理由】 

専門分野の学習・教育目標から、高度の専門技術分野において広い視野をもった優れた実践的技術力を学生に

習得させるため、複数指導教員制を全学的に実施している。なお、専任された主指導教員及び副指導教員（ある

いはグループ）により、個々の学生自身が立てた研究・開発計画書を提出させ、それに対するコースワークと個

別研究についてのきめ細かな指導が行われている。また、専攻は主指導教員からの報告を定期的に受け、指導状

況を把握していることから、教育課程の趣旨に沿った研究指導、学位論文に係る指導の体制を整備し、適切な計

画に基づいて行っている。 

 

 

観点５－６－②： 研究指導，学位論文に係る指導に対する適切な取組が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

研究計画及び教育研究の指導体制については「観点５－６－①」に記載したとおりである。学位論文の指導に

当たっては、中間発表によりその到達度を評価しつつ、最終審査に向けての指導を適切に実施している。基本的

には主指導教員、副指導教員と学生との間で定期的な研究打ち合せ会を行い、適正な指導が行われている。なお、

一部の部局において、進捗状況が思わしくなく、進展が滞っている学生は一人で悩むのではなく、同様な学生同

士で会合をもち、困難を乗り切る取り組みがなされている。 

また、博士前期課程学生（一部後期課程学生を含む）については、教育補助業務に携わらせることにより指導

者としてのトレーニングを積むため、TA として雇用し（データ５－59、60）、博士後期課程学生については、若

手研究者としての研究能力育成のためRAとして雇用している（データ５－61、62）。更に、大学院学生の研究及

び成果を、学生自らが国内外の学会の場において発表することを奨励するため、経済的支援措置として「博士後

期課程学生のための研究支援経費」を設定し、競争的申請制度として一人につき50万円を限度として支援した。

このほか、明専会（同窓会）の協力を得て、大学院学生の研究成果を学会等で発表することを推奨しており、そ

の一環として旅費の一部を支給している（データ５－63）。また、海外の学術交流協定校への短期留学については、

本学後援会から旅費を支給している（データ５－64）。 

 

（データ５－59）ティーチング・アシスタント（TA）実施要項（第１～４条）【再掲】（前出・データ３－36、P34） 

（データ５－60）TAの採用人数一覧【再掲】（前出・データ３－37、P35） 

（データ５－61）リサーチ・アシスタント（RA）実施要項（第１～４条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目的） 
第１条 この要項は，国立大学法人九州工業大学パートタイム職員雇用規程（平成１６年九工大規程第１ 
 ９号。以下「パートタイム職員雇用規程」という。)第７条の規定に基づき，国立大学法人九州工業大 
 学(以下「本学」という。)における学術研究の一層の推進に資する研究支援体制の充実・強化並びに若 
 手研究者の養成・確保を促進するため，本学が行う研究プロジェクト等に，優れた大学院博士後期課程 
 の在学者を研究補助者として参画させる場合の取扱いについて，必要な事項を定めることを目的とする。 
（名称） 
第２条 第１条の研究補助者として研究プロジェクトに参画する大学院学生をリサーチ・アシスタント 
 （以下「ＲＡ」という。)と称する。 
（資格） 
第３条 ＲＡとなることができる者は，本学大学院博士後期課程に在籍する者で，研究者となる意欲と優 
 れた能力を有するものとする。 
（職務） 
第４条 ＲＡは，本学が行う研究プロジェクト等を効果的に推進するため，研究補助者として従事し，当 
 該研究活動に必要な補助業務を行う。 
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（データ５－62）RAの採用人数一覧                    （単位：人） 

  平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

工学府 10 22 25 27 

情報工学府 14 27 24 23 

生命体工学研究科 18 80 74 71 

（出典：学務部） 

 

（データ５－63）学会発表支援実績 

年度 件数 金額（円） 

平成16 年度 85 4,944,444 

平成17 年度 75 4,531,600 

平成18年度 69 3,670,000 

平成19年度 66 3,680,000 

平成20年度 96 5,170,000 

合  計 391 21,996,044 

（出典：明専会） 

 

（データ５－64）短期留学支援実績 

年度 留学先大学等 援助額（円） 

平成17年度 プトラ大学 他 232,765 

平成18年度 シドニー工科大学 他 179,470 

平成19年度 サリー大学  145,000 

平成20年度 ロレーヌ国立工科大学 147,000 

平成21年度 釜山大学 66,890 

合計 ─ 771,125 

（出典：学務部） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

大学院課程の教育目的において「高い能力をもつ人材を組織的に養成する」と定めていることから、主指導教

員及び副指導教員からなる複数教員による指導体制を実施して広い視野から学生を指導している。また、研究進

捗状況が遅滞している学生に対する効果的でユニークな方策として、一部の部局において学生同士のミーティン

グを持たせることにより、精神的な側面から支援している。 

更に、自主・自立性を持たせるため及び教育的観点からTA、RAの積極的活用を実施し、主体的な業務の執行を

経験させるとともに、優れた研究者・技術者として高く広い見識を持たせるため、特に外国での開催を含む学会

発表等を奨励し、旅費支援など、研究指導、学位論文に係る適切な取り組みを実施している。 
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観点５－７－①： 教育の目的に応じた成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され，学生に周知され

ており，これらの基準に従って，成績評価，単位認定，修了認定が適切に実施されているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学では、学則で単位の認定及び修了要件に関する基本的事項を定め（データ５－65）、各学府・研究科の学修

細則に単位数、単位の認定、成績評価及び修了認定基準の詳細を定めている（データ５－66）。また、個々の授業

科目の評価方法、基準についてはシラバスに記載し、学生便覧やウェブサイトを通じて学生に周知しており（デー

タ５－67）、更に、入学時のオリエンテーションや個別指導においても説明し、周知している（資料５－７－①－

１）。なお、規則に定めた成績評価基準に従って最終的な合否と単位を各専門分野の大学院委員会等で査定し、学

府教授会等で認定している。 

 

（データ５－65）学則（第49、69、70条）（単位、修了の要件関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/62B8716AA316E98E4925741E000522CD?OpenDocument&Dsp=1 

（データ５－66）工学府学修細則（第２、３、８条）（履修基準、授業科目及び単位数、成績の評価及び単位の授与関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/D79294446F12A0344925741E00052284?OpenDocument&Dsp=1 

（データ５－67）シラバス【再掲】（前出・データ５－49） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/kyoumu/daigakuin_home/sub6.htm（工学府） 

http://www.iizuka.kyutech.ac.jp/syllabus/frame.html（情報工学府） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/wakamatsu/index.html（生命体工学研究科） 

（資料５－７－①－１）平成21年度新入生オリエンテーションスケジュール【再掲】（前出・資料１－２－①－２） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

成績評価及び修了認定基準は学則及び各学府・研究科の学修細則に定めており、個々の授業科目の評価方法、

基準についてはシラバスに記載し、学生便覧やウェブサイト、入学時のオリエンテーション、個別指導を通じて

学生に周知しており、成績評価と単位認定及び修了査定は各部局の大学院委員会等で査定し、学府教授会等で認

定している。 

以上のことから、教育の目的に応じた成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されて

おり、これらの基準に従って、成績評価、単位認定、修了認定が適切に実施されている。 

 

 

観点５－７－②： 学位論文に係る評価基準が組織として策定され，学生に周知されており，適切な審査体制

が整備されているか。 

 

【観点に係る状況】 

学位論文の審査については、学位規則（データ５－68）及び各学府・研究科の学位審査に関する取扱内規（資

料５－７－②－１）により適切な審査体制が整備されており、学位論文に係る評価基準を各学府・研究科が定め、

ウェブサイトで公開している（データ５－69）。具体的には、修士論文は３～５名の論文査読委員による論文調査

が行われ、口頭発表と試問による成績評価の後、専門分野における査定と専攻における判定会議により最終的な 
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合否の決定が下される。また、博士論文においては、３～５名の論文調査委員会が組織され、その中には他分野

の教員を入れるとともに、外部の有識者を加えることを奨励している。なお、論文調査委員会では口頭説明と試

問が行われ、続いて一般に公開された論文公聴会の後、調査結果が学府等に提出され、論文審査委員会において

最終審査が行われる。 

 

（データ５－68）学位規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/FC470C4C9346023F4925741E00052196?OpenDocument&Dsp=1 

（資料５－７－②－１）工学府の博士の学位審査に関する取扱内規 

（データ５－69）学位論文に係る評価基準（ウェブサイト） 

 ＜工学府＞                 ＜情報工学府＞ 

 

＜生命体工学研究科＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

学位論文の評価基準については各学府・研究科の「学位審査に関する取扱内規」に定めており、論文調査委員

会、論文公聴会、審査委員会からなる審査体制により審査を行っている。なお、論文に係る評価基準はウェブサ

イトで公開・周知され、適切な審査体制により審査されている。 

特に、狭い専門範囲の中だけでの論文調査と審査に陥ることを避けるため、調査には必ず他分野の教員を含み、

外部有識者を加えることを奨励している。また、論文公聴会は外部の一般社会人に対しても公開されている。 

以上のことから、学位論文に係る評価基準が組織として策定され、学生に周知されており、適切な審査体制が

整備されている。 
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観点５－７－③： 成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか。 

 

【観点に係る状況】 

授業科目の成績評価については、シラバスに成績評価の基準が明記され、ウェブサイト等により公開されてい

る。なお、学生へは学期毎に成績を周知しており、教務情報システムにより随時自分の成績を確認することがで

きるとともに、評価に疑義がある場合は指導教員あるいは授業担当教員に異議申し立て（データ５－70）を行う

よう周知している。 

また、学位論文の審査に関しては、論文公聴会を公開で開催するとともに（資料５－７－③－１）、複数の審査

委員（博士論文の場合は必ず他専攻の教員を含む）による審査を実施しており、可能な限り外部の有識者を審査

委員等に加えて審査している（データ５－71）。 

 

（データ５－70）工学府学修細則（第８条第５項）（異議申し立て関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/D79294446F12A0344925741E00052284?OpenDocument&Dsp=1 

（資料５－７－③－１）工学府の博士の学位審査に関する取扱内規（第９条） 

（データ５－71）論文審査の委員について                        （単位：人） 

  （出典：学務部） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

授業科目の成績評価の基準をシラバスに明記し、履修者に周知させ、ウェブサイト等により公開している。ま

た、評価に疑義がある場合には、成績評価の異議申し立てを認め、成績の正確さを担保している。更に、学位審

査については他専攻の教員や外部の有識者を含めた論文調査委員会が実働しており、社会に開いた論文公聴会を

開催し、専攻全体で行う論文審査委員会により厳正に審査している。 

以上のことから、成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられている。 

 

 

＜専門職学位課程＞ 

 

観点５－８－①： 教育の目的や授与される学位に照らして，教育課程が体系的に編成されており，授業科目

の内容が，全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

 

年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

延べ人数 187 288 312 255 238論文審査等の

委員 うち外部からの委員 ４ 13 19 13 ９

学位授与者数 44 72 77 62 58
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観点５－８－②： 教育課程の編成又は授業科目の内容において，学生の多様なニーズ，研究成果の反映，学

術の発展動向，社会からの要請等に配慮しているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

観点５－８－③： 単位の実質化への配慮がなされているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

観点５－９－①： 教育課程や教育内容の水準が，当該職業分野の期待にこたえるものになっているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

観点５－10－①： 教育の目的に照らして，講義，演習，実験，実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切

であり，それぞれの教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

観点５－10－②： 教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され，活用されているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 
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観点５－10－③： 夜間において授業を実施している課程（夜間大学院や教育方法の特例）を置いている場合

には，その課程に在籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされ，適切な指導が行

われているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

観点５－10－④： 通信教育を行う課程を置いている場合には，印刷教材等による授業（添削等による指導を

含む。），放送授業，面接授業（スクーリングを含む。）若しくはメディアを利用して行う授業

の実施方法が整備され，適切な指導が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

観点５－11－①： 教育の目的に応じた成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され，学生に周知され

ており，これらの基準に従って，成績評価，単位認定，修了認定が適切に実施されているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

観点５－11－②： 成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

＜学士課程＞ 

○ カリキュラム体系において、幅広い教養及び豊かな人間性を涵養するための教養教育を主として低学年時に

受講させ、工学に係る学芸を教授する専門科目も低学年時から徐々に受講科目を増やすくさび型の課程編成と

しており、低学年時に人間科学科目や工学基礎・情報基礎科目を学びつつ、徐々に専門科目へと移行する教育
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課程を編成している。 

○ 近年の産業界の求める人材、能力等に配慮して平成20年度に工学部の改組を行い、総合システム工学科を新

設し、４学科８コースを６学科12コースのカリキュラムに再編成している。 

○ 成績優秀な３年次あるいは４年次学生に限り、大学院入門科目の履修を６単位まで認め、大学院進学後に修

得単位として認める学部・大学院連携授業を実施している。 

○ 情報工学部では、平成18年５月に全学科のカリキュラムにおいてJABEEの認証を取得しており、また、工学

部では、当該認証を意識したカリキュラム編成を行っている。 

○ 実践的技術者能力を涵養するための方策として、質の高い大学教育推進プログラム（教育GP）に採択された

「PBL を基軸とする工学教育プログラム」及び大学教育の国際化推進プログラム（海外先進教育実践支援）に

採択された「国際汎用性と通用性のある情報技術者教育」により、課題解決能力を養うPBL教育等を実施してい

る。 

 

＜大学院課程＞ 

○ 修了後の出口に配慮した「モジュール積み上げ方式の分野横断型コース」、他研究室に出向いて異分野の知識

や技術を身に付ける「出稽古修行型の分野横断研鑽システム」、英語漬けPBLプログラムや海外大学へ学生を派

遣（１か月）し、国際的な感覚を養わせる「グローバル研究マインド強化教育プログラム」が大学院GPの採択

を受け、実施するとともに、修士論文に代えてプロジェクト研究を課す新しい教育課程「課程B」を実施している。 

○ 九州歯科大学大学院と連携し、歯学と工学を融合した学際的教育研究分野の教育研究を展開するための連携

歯工学分野の授業科目を開講しており、更に、生命体工学研究科では、北九州市立大学大学院、早稲田大学大

学院との戦略的大学連携支援事業に採択された「北九州学術研究都市連携大学院によるカーエレクトロニクス

高度専門人材育成拠点の形成」事業の共同プログラム（授業科目の開設・単位互換）を実施している。 

○ 学習効果を高める短期集中型講義形態をとるクォーター制科目を運用している。 

○ 明専会（同窓会）の協力を得て、大学院学生の研究成果を学会等で発表することを推奨しており、その一環

として旅費の一部を支給するとともに、海外の学術交流協定校への短期留学については、本学後援会から旅費

を支給している。 

 

【改善を要する点】 

 特になし 

 

 

（３）基準５の自己評価の概要 

＜学士課程＞ 

本学は、「技術に堪能（かんのう）なる士君子」の養成という開学以来の基本理念に基づき、幅広い教養を持ち、

創造性豊かな高度専門技術者の養成を目的として教育研究を行っている。この基本理念に基づき、各学部・学科

の学習・教育目標が定められ、教養教育を学びつつ、高学年次に向けて徐々に専門科目を学ぶくさび型教育体系

を採っている。 

教養科目では、英語を必修、独語、中国語、仏語等の新修外国語を選択必修とし、自然科学系科目、工学基礎

科目の主要科目を必修、あるいは選択必修とし、専門科目では各学部・学科・コースの学習・教育目標に沿った

講義、演習、実験、実習が配置され、主要科目を必修あるいは選択必修として指定しており、教養教育と専門教

育の卒業要件単位数のバランスも適切なものとなっている。これらのカリキュラムは、情報工学部ではJABEE認
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証を取得し、工学部ではその基準を意識して編成されており、専門科目については学習系統を理解させるため、

各学部・学科・コースの授業科目系統図を明示している。 

教育課程については、学生のニーズや学術の発展動向、社会の要請等に配慮する努力を継続して行っており、

平成20年度の工学部改組に伴う教育課程の再編、単位互換、インターンシップの単位認定化、教員免許等の資格

取得を可能とするカリキュラムを編成しており、高専等からの３年次編入学も実施している。また、演習、実験、

実習におけるTAの重点的配置、少人数教育、PBL科目、フィールド型科目の配置など、教育効果を高めるよう工

夫している。 

シラバスについては、授業概要、授業計画、評価方法、オフィスアワー等を明記し、履修計画、自学自習に活

用できるように配慮するとともに、図書館、教室等の時間外開放、ｅ-ラーニング教材の整備など、自学自習を促

している。 

成績評価や卒業認定基準もシラバスやウェブサイト等を通じて周知するとともに、答案等の評価資料について

も評価の公正さを担保するため保管し、評価の疑義に対しては異議申し立てを制度化している。 

 

＜大学院課程＞ 

本学の基本理念に基づき、各学府・研究科の学習・教育目標を定めており、これらの目標に沿って共通科目、

専門科目が配置されており、授業科目の系統図が明示されている。 

教育課程については、学生のニーズや社会等からの要請に応じて、他研究分野を学んで入学した学生に配慮し

たイミグラント科目、ベンチャービジネスや企業経営に関連するMOT科目、国際コミュニケーション能力を背景

とした外国語科目を配置し、他大学との単位互換、インターンシップの単位化を実施している。 

多くの授業を少人数で実施しており、大学院GPを活用し、修了後の出口に配慮した「モジュール積み上げ方式

の分野横断型コース」、他研究室に出向いて異分野の知識や技術を身に付ける「出稽古修行型の分野横断研鑽シス

テム」、国際的な感覚を養わせる「グローバル研究マインド強化教育プログラム」、修士論文に代えてプロジェク

ト研究を課す新しい教育課程等を各学府・研究科の実情に応じて実施している。また、歯学と工学融合した学際

的教育研究分野の連携歯工学教育プログラム、戦略的大学連携支援事業に採択されたカーエレクトロニクス教育

プログラムの大学院連携教育を実施している。更に、学習効果を高める短期集中型講義形態をとるクォーター制

科目を運用している。 

シラバスについては、学士課程に準じて作成されており、研究指導については、個々の学生の志望、能力等に

応じて研究計画の下に、主指導教員及び副指導教員（又はグループ）によりきめ細かな研究指導が行われ、中間

発表を経て、学位論文の作成が行われている。また、指導者としての教育訓練を積むためTAに、若手研究者とし

ての研究能力を育成するためRAとして積極的に雇用し、その能力を育成するとともに、国内外の学会発表を推奨

し、その旅費を支援している。 

学位論文審査基準は、各学府・研究科の学位審査に関する内規により適切な審査体制が整備され、学位論文の

評価基準はウェブサイト等で周知して、厳正な審査を実施している。また、論文審査委員会等への学外有識者の

参加を奨励し、公平性を確保するよう努めている。 
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基準６ 教育の成果 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点６－１－①： 学生が身に付ける学力，資質・能力や養成しようとする人材像等に照らして，その達成状

況を検証・評価するための適切な取組が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

学士課程においては、学則に設定した人材養成目標を達成するための学習・教育目標（データ６－１、２）に

対照した自分の学習達成度を認識して自己評価させるため、全学生に各自のポートフォリオ（学習成果自己評価

シート）により、単位修得状況、科目系統の達成度、学習・教育目標の達成度など、成績指標や次期履修への改

善目標及び計画等を記入させ（データ６－３）、各期毎に指導教員との面談を義務付け、学修に関する自己管理能

力を育成している。これらのことはJABEE基準の観点であり、情報工学部は全学科揃ってJABEE認定を受けてお

り、工学部もJABEE受審に向けて同様に行っている。また、ポートフォリオに書き込む単位修得科目、成績、GPA

等の履修データは、学生に学習達成度を確認させるための教務情報システム（データ６－４）からいつでも入手

できるようにしており、学生の総合的な成績を数値的に把握でき、この学習達成度の自己評価システムは、「学生

自身の達成度評価による学修意識改革」として平成19年度特色GPに採択され（データ６－５）、従来の手書きか

ら電子化ポートフォリオ・システムに移行中であり、情報工学部では既に運用を開始し、工学部では平成21年度

中にシステム化する予定である。 

 また、卒業要件、3 年次及び 4 年次への進級要件（データ６－６、７）については、科目系列毎の修得単位数

を学部･学科毎に定め、学科会議、学部教育委員会等、教授会において卒業・進級査定を行い、達成度等を評価･

検証している。 

 大学院においても学則に人材養成目標を定めており、これを満たす修了要件の達成度を検証するため、教務委

員会等が修得単位数の把握、研究・開発計画書に基づく中間発表や研究計画の進捗状況の把握、学位論文審査に

より達成度を評価・検証している（データ６－８）。 

 この他、卒業生、修了生、卒業生・修了生の就職先企業を対象に、教育成果等に係るアンケート（資料６－１

－①－１）を実施しており、その結果、学生の英語力の向上の必要性が明らかとなり、TOEIC 受験の推奨・単位

の認定化（工学部）、受験の義務化（情報工学部）及びそれに伴うTOEIC受験料の半額補助など、教育課程編成の

見直し等に活用している（資料６－１－①－２～４）。 

 

（データ６－１）学科毎の学習・教育目標（工学部） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/kyoumu/kyoumu_keiji/2-2-3_mokuhyou.htm 

（データ６－２）学科毎の学習・教育目標（情報工学部） 

http://edocweb.iizuka.kyutech.ac.jp/www/jho-gakumuhp.nsf/page9-hennyu-5?OpenPage 

（データ６－３）学習成果自己評価シート【再掲】（前出・データ５－７、P56） 
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（データ６－４）教務情報システム（情報工学部の例） 

 ＜出欠情報の例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜成績集計の例＞ 
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（データ６－５）平成19年度特色GP「学生自身の達成度評価による学修意識改革」 

http://www.tgp.kyutech.ac.jp/ 

（データ６－６）工学部学修細則（第６条、14条第１項、14条第２項）（卒業要件、履修進行の基準関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/036EFEA1FBE376804925741E00052283?OpenDocument&Dsp=1 

（データ６－７）工学部学修細則（別表第４（卒業要件（第６条関係）、P45、46）、別表第７（４年次進級要件（第

14条第２項関係）、P47～49）） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/0/036efea1fbe376804925741e00052283/$FILE/09_04_01_bp.pdf 

（データ６－８）研究・開発計画書【再掲】（前出・データ５－56、58、P81、82） 

（資料６－１－①－１）教育成果等に係るアンケート項目（①就職先企業対象、②卒業・修了生対象） 

（資料６－１－①－２）TOEIC受験の推奨・単位認定化（工学部）【再掲】（前出・資料２－１－②－７） 

（資料６－１－①－３）TOEIC受験の義務化（情報工学部）【再掲】（前出・資料２－１－②－８） 

（資料６－１－①－４）TOEIC受験料の補助【再掲】（前出・資料２－１－②－９） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

学部・大学院において、各専門分野の人材養成目的及び目標を定めており、これらの基盤の上にそれぞれの学

習・教育目標を立て、これを満たすカリキュラムが編成されている。なお、学部において全学生に義務化してい

る学習成果自己評価シートは、自分の学習成果が学習・教育目標をどこまで達成したかが一目瞭然となる表示に

より、学生本人及び指導教員が、目標の達成度を検証・評価することができるシステムとなっており、全学的に

実施されている。また、卒業判定、３年次及び４年次への進級については、卒業要件及び進級要件に基づき、学

科会議、学部教育委員会等、教授会で査定し、達成度を適切に評価･検証している。更に、大学院においては、修

得単位数、研究・開発計画書に基づく中間発表や研究計画の進捗状況、学位規則に基づく学位論文審査により達

成度等を適切に評価･検証している。 

 学生の卒業・修了時に教育成果等に係るアンケートを実施し、教育目標の達成状況を評価している。また、卒

業生・修了生の就職先企業等に対して実施しているアンケートにより、実際の技術社会で卒業生・修了生がどう

評価されているか、即ち、本学における人材養成教育の結果を測る取り組みを実施しており、その結果、学生の

英語力の向上の必要性が明らかとなり、本学の人材育成目標に掲げる国際的通用性を高めるため、TOEIC 受験の

推奨など、教育に反映させている。 

 これらのことから、学生が身に付ける学力、資質・能力や養成しようとする人材像等に照らして、その達成状

況を検証・評価するための適切な取り組みが行われている。 

 

 

観点６－１－②： 各学年や卒業（修了）時等において学生が身に付ける学力や資質・能力について，単位修

得，進級，卒業（修了）の状況，資格取得の状況等から，あるいは卒業（学位）論文等の内

容・水準から判断して，教育の成果や効果が上がっているか。 

 

【観点に係る状況】 

学部入学者の最低修業年限４年で卒業した比率は学部により異なるが、平成 20 年度卒業生で79％（データ６

－９）で、徐々に増加しており、最低修業年限を超える留年者及び退学者の比率は減少傾向にある（データ６－ 
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10）。また、大学院博士前期課程の最低修了年限で修了した比率は、平成20年度修了生で約95％（データ６－11）

と、徐々に増加している。 

これらの結果と、教育GP等を含めて実施している多種多様な教育改善の取り組みとの直接的な相関関係を特定

するのは難しいが、それらの取り組みが総合的によい結果を生み出しているものと評価することができる。 

 

（データ６－９）ストレート卒業率（学部学生） 

卒業 

年度 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

H13入学者 569 H14入学者 570 H15入学者 564 H16入学者 566 H17入学者 562

H16卒業者 362 H17卒業者 406 H18卒業者 394 H19卒業者 415 H20卒業者 442
工
学
部 

卒業率 63.6% 卒業率 71.2% 卒業率 69.9% 卒業率 73.3% 卒業率 78.6%

H13入学者 444 H14入学者 429 H15入学者 428 H16入学者 425 H17入学者 434

H16卒業者 334 H17卒業者 332 H18卒業者 360 H19卒業者 344 H20卒業者 345

情
報
工
学
部 

卒業率 75.2% 卒業率 77.4% 卒業率 84.1% 卒業率 80.9% 卒業率 79.5%

H13入学者 1013 H14入学者 999 H15入学者 992 H16入学者 991 H17入学者 996

H16卒業者 696 H17卒業者 738 H18卒業者 754 H19卒業者 759 H20卒業者 787
合 

計 

卒業率 68.7% 卒業率 73.9% 卒業率 76.0% 卒業率 76.6% 卒業率 79.0%

※編入学生、工学部夜間主コースは除く。                       （出典：学務部）

※早期卒業者は、その者の入学年度の卒業者として算入する。 
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（データ６－10）留年者及び退学者の状況 

平成１6年度 平成１７年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

  事項 

人数 比率 人数 比率 人数 比率 人数 比率 人数 比率 

男 212 9.17% 男 209 8.96% 男 193 8.39% 男 174 7.62% 男 161 7.06%

女 9 4.89% 女 10 5.95% 女 6 4.08% 女 5 2.89% 女 1 0.55%留  年 

計 221 8.85% 計 219 8.76% 計 199 8.13% 計 179 7.29% 計 162 6.58%

男 58 2.51% 男 64 2.74% 男 62 2.69% 男 48 2.10% 男 45 1.97%

女 6 3.26% 女 6 3.57% 女 4 2.72% 女 4 2.31% 女 0 0.00%

工
学
部 

退  学 

計 64 2.56% 計 70 2.80% 計 66 2.70% 計 52 2.12% 計 45 1.83%

男 110 6.61% 男 85 5.16% 男 90 5.42% 男 76 4.54% 男 85 5.00%

女 9 4.07% 女 7 3.27% 女 2 0.92% 女 2 0.99% 女 0 0.00%留  年 

計 119 6.31% 計 92 4.94% 計 92 4.90% 計 78 4.16% 計 85 4.45%

男 49 2.94% 男 30 1.82% 男 24 1.45% 男 20 1.20% 男 30 1.77%

女 3 1.36% 女 4 1.87% 女 1 0.46% 女 3 1.48% 女 7 3.33%

情
報
工
学
部 

退  学 

計 52 2.76% 計 34 1.83% 計 25 1.33% 計 23 1.23% 計 37 1.94%

男 322 8.10% 男 294 7.39% 男 283 7.15% 男 250 6.32% 男 246 6.18%

女 18 4.44% 女 17 4.45% 女 8 2.19% 女 7 1.86% 女 1 0.26%留  年 

計 340 7.76% 計 311 7.13% 計 291 6.73% 計 257 5.93% 計 247 5.65%

男 107 2.69% 男 94 2.36% 男 86 2.17% 男 68 1.72% 男 75 1.88%

女 9 2.22% 女 10 2.62% 女 5 1.37% 女 7 1.86% 女 7 1.79%

合 
 

計 

退  学 

計 116 2.65% 計 104 2.38% 計 91 2.10% 計 75 1.73% 計 82 1.88%

（出典：学務部） 

※ 留年者数は、学校基本調査（様式第８号：最低在学年限超過学生数（編入学者は除く。））の人数を記載。 

※ 退学者数は、「九州地区国立大学・高等学校連絡協議会」用資料の人数を記載。 

※ 比率算出の学生数は、学校基本調査の人数（編入学生を含む。）を記載。 
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（データ６－11）ストレート修了率（大学院博士前期課程学生） 

修了 

年度 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

H15.04入学者 309 H16.04入学者 306 H17.04入学者 313 H18.04入学者 346 H19.04入学者 320

H17.03修了者 299 H18.03修了者 289 H19.03修了者 293 H20.03修了者 329 H21.03修了者 309
工
学
府 

修了率 96.8% 修了率 94.4% 修了率 93.6% 修了率 95.1% 修了率 96.6%

H15.04入学者 203 H16.04入学者 261 H17.04入学者 254 H18.04入学者 230 H19.04入学者 184

H17.03修了者 187 H18.03修了者 245 H19.03修了者 236 H20.03修了者 220 H21.03修了者 175

情
報
工
学
府 

修了率 92.1% 修了率 93.9% 修了率 92.9% 修了率 95.7% 修了率 95.1%

H15.04入学者 164 H16.04入学者 154 H17.04入学者 137 H18.04入学者 138 H19.04入学者 136

H17.03修了者 143 H18.03修了者 136 H19.03修了者 121 H20.03修了者 131 H21.03修了者 128

生
命
体
工
学
研
究
科 修了率 87.2% 修了率 88.3% 修了率 88.3% 修了率 94.9% 修了率 94.1%

H15.04入学者 676 H16.04入学者 721 H17.04入学者 704 H18.04入学者 714 H19.04入学者 640

H17.03修了者 629 H18.03修了者 670 H19.03修了者 650 H20.03修了者 680 H21.03修了者 612
合
計 

修了率 93.0% 修了率 92.9% 修了率 92.3% 修了率 95.2% 修了率 95.6%

※ 10月入学者も含む。                                （出典：学務部） 

※ 短縮修了者は、その者の入学年度の修了者として算入する。 

 

【分析結果とその根拠理由】 

学部・大学院のストレート卒業率・修了率の上昇、留年率・退学率の減少傾向が見られることから、自主的学

修管理制度、GPA 制度、FD 活動の成果、少人数教育、PBL の実施など、種々の新しい取り組みによる教育方法の

改善、JABEE 認証取得等の教育効果が徐々に現れてきており、このことは学生の学習に対する意識の向上、留年

率・退学率の低下及びストレート卒業率・修了率の向上につながったと判断できる。 

以上のことから、学生が身に付ける学力や資質・能力について教育の成果や効果が上がっている。 

 

 

観点６－１－③： 授業評価等，学生からの意見聴取の結果から判断して，教育の成果や効果が上がっている

か。 

 

【観点に係る状況】 

各部局での従前からの授業アンケートによる評価は、教育内容、方法、理解度、教育環境等に対する学生から

の評価と意見を段階評価と自由記述により実施している。その結果は、集計、分析され、授業改善のため必ず授

業担当者にフィードバックされると同時に教育組織に報告され、改善の推進力となっている。また、各部局では

その授業評価の結果を公表し、表彰する制度や模範授業の公開、「より良い授業をするためのヒント集」の作成、
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ピア評価など、積極的な教育改善を進めている。更に、情報工学部の授業アンケート結果によれば、授業に対す

る学生の満足度が年を追って上昇してきていることが確認でき（データ６－12）、また、留年率が傾向的に低下す

るとともに、退学率も低下していることが認められる（データ６－13）。 

各学府・研究科においても学部で実施しているFD活動に準じた授業アンケートによる評価を実施している。例

えば、生命体工学研究科の授業アンケート結果によれば、「講義内容はシラバスに沿っていた」の項目に対して、

「そう思う」が90％以上、「講義は有益であった」の項目に対して、「そう思う」が80％以上となっており、教育

の成果や効果が上がっていることが認められる（データ６－14）。 

 

（データ６－12）授業アンケートの結果（情報工学部の例）【再掲】（前出・データ３－25、P30） 

（データ６－13）留年者及び退学者の状況【再掲】（前出・データ６－10、P96） 

（データ６－14）授業アンケートによる評価（生命体工学研究科） 

＜項目①：講義内容はシラバスに沿っていた＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜項目②：講義は有益であった＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成18年度からは「３：どちらともいえない」を除いた５段階評価で実施 
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【分析結果とその根拠理由】 

学部・大学院学生を対象とした授業アンケートによる評価を行い、教育内容、方法、理解度、教育環境等に対

する履修者からの評価と意見を段階評価と自由記述により実施している。その結果は、集計、分析され、授業改

善のため、必ず授業担当者にフィードバックするとともに、全学で全教員に授業公開を義務付け、ピア評価によ

り相互改善を行う方向へと発展している。なお、教育の方法や制度において授業評価の結果とフィードバックは

着実に教育の改善に繋がっている。また、授業に対する学生の満足度は経年的に上昇しており、留年率・退学率

も経年的に低下していることが認められる。 

これらのことから、授業評価等、学生からの意見聴取の結果から判断して、教育の成果や効果が上がっている。 

 

 

観点６－１－④： 教育の目的で意図している養成しようとする人材像等について，就職や進学といった卒業

（修了）後の進路の状況等の実績や成果について定量的な面も含めて判断して，教育の成果

や効果が上がっているか。 

 

【観点に係る状況】 

「観点２－１－①」に記した学部の人材養成目標を達成するために実施している教育の成果として、卒業生の

進路の状況は、学部卒業生の約60％がより高度の教育と研究を目指して大学院へ進学し、学部卒就職希望者の約

80％が、人材養成目標に謳う「ものづくり」社会の製造業又は情報社会の先進的な情報通信業に就職しており（デ

ータ６－15、16）、就職率（有職者を除く）も約 98％と全国大学の中でも高い水準を維持し、工学系大学である

本学の卒業生・修了生の総合的な就職実績に関して、大学ランキングの特集を扱った雑誌記事は、上位ランクに

あげて高く評価している（データ６－17）。 

 大学院については、人材養成目標が「観点２－１－③」に記されており、基本的には学部と同じ方向性を持つ

創造力の涵養を目指し、それぞれの専門性において高度で優れた能力を得させることを目標としており、結果と

して修了生の就職希望者の殆どが製造業又は情報通信業に就職している（データ６－15、16）。 

  

（データ６－15）進学率・業種別就職先【再掲】（前出・データ４－10、P41） 
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（データ６－16）卒業生・修了生の就職者数上位企業（全学（学部・大学院）の就職者数合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

順位 会  社  名 
就職 

者数 
女子

1 ㈱日立製作所 22 1 

2 マツダ㈱ 15 1 

3 日本電気㈱ 14  

 三菱電機㈱ 14  

5 ｿﾆｰｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ九州㈱ 12 1 

6 三菱重工業㈱ 11  

7 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 10 1 

8 ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ㈱ 9 1 

 ｿﾆｰ LSI ﾃﾞｻﾞｲﾝ㈱ 9 1 

 ㈱デンソー 9 1 

 東芝㈱ 9  

 松下電器産業㈱ 9 1 

 三菱自動車工業㈱ 9 1 

順位 会  社  名 
就職

者数
女子

1 九州日本電気ｿﾌﾄｳｪｱ㈱ 17 3 

2 ㈱日立製作所 15 1 

 三菱重工業㈱ 15  

 三菱電機㈱ 15 1 

5 ｿﾆｰｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ九州㈱ 14  

6 ㈱東芝 13 1 

 マツダ㈱ 13 1 

8 富士通㈱ 12 1 

 安川情報ｼｽﾃﾑ㈱ 12 1 

10 新日鉄ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 9  

 トヨタ自動車九州㈱ 9  

順位 会  社  名 
就職 

者数 
女子

1 三菱重工業㈱ 29 2 

2 ㈱日立製作所 15 2 

 九州日本電気ｿﾌﾄｳｪｱ㈱ 15 3 

4 三菱電機㈱ 14 1 

5 日本電気通信ｼｽﾃﾑ㈱ 12 1 

 富士通㈱ 12 1 

 松下電器産業㈱ 12  

8 マツダ㈱ 11  

9 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 10 1 

10 大日本印刷㈱ 9  

 ㈱デンソー 9  

 ㈱東芝 9  

 日本電気㈱ 9 1 

 本田技研工業㈱ 9 1 

 ㈱安川電機 9  

順位 会  社  名 
就職 

者数 
女子

1 三菱重工業㈱ 26 1 

2 ㈱日立製作所 23 1 

3 ㈱東芝 14 1 

 三菱電機㈱ 14  

5 トヨタ自動車九州㈱ 11  

 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 11  

 ㈱安川電機 11  

8 九州電力㈱ 10  

 ㈱デンソー 10 1 

 トヨタ自動車㈱ 10 1 

＜平成18年度＞ 

＜平成19年度＞ 

＜平成17年度＞ 

＜平成20年度＞ 
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（データ６－17）就職率（平成21年度大学案内  P64より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

学部卒業生の進路先のうち、大学院進学が約60％を占めることは、学部教育の結果として、学生により高度の

教育・研究への価値観を持たせることができたことを意味する。また、本学の卒業生・修了生の就職先業種の大

多数が大学の学習・教育目標とする製造業や情報通信業と一致している結果は、本学の人材養成目標に沿った教

育の成果であるとともに、それらの就職先企業の質及び規模から就職状況は優れていると判断できる。更に、ビ

ジネス誌やジャーナルが掲載する就職に関する大学ランキングで、本学を上位ランクにあげて高く評価している。

これらは教育の成果や効果を高く顕わすものである。 

 これらのことから工学系・情報工学系の高度技術者養成という学習・教育目標に照らし、教育の成果や効果が

上がっている。 
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観点６－１－⑤： 卒業（修了）生や，就職先等の関係者からの意見聴取の結果から判断して，教育の成果や

効果が上がっているか。 

 

【観点に係る状況】 

各部局で調査内容は異なるが、卒業生・修了生や卒業生・修了生の就職先企業の関係者にアンケート調査を実

施しており、例えば、工学部・工学研究科（現工学府）において実施した教育成果等に係るアンケート結果（デ

ータ６－18）では、専門教育で学生が身につけた学力や資質・能力について「効果がある」としたものが80％以

上あり、学生の満足度が高い。また、社会からの評価として、卒業生・修了生の就職先企業を対象としたアンケ

ート結果（データ６－19）によると、専門教育については、「優れている」又は「やや優れている」が 80％以上

に上昇しており、「劣っている」は僅少という評価を受けている。 

 

（データ６－18）教育成果等に係るアンケート結果（卒業生・修了生対象） 

＜大学教育が自己形成に及ぼした効果（専門科目の例）＞ 

【卒業生】                   【修了生】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ６－19）教育成果等に係るアンケート結果（就職先企業対象） 

＜教育のレベルの評価（専門教育の例） 

【卒業生】                        【修了生】 
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【分析結果とその根拠理由】 

卒業生・修了生や卒業生・修了生の就職先企業の関係者を対象に、学生が在学中に身につけた学力や資質・能

力等についてアンケート調査を実施しており、その結果、双方から高い評価を得られていることから判断して、

教育の成果や効果が上がっている。 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

○ 学士課程においては、人材養成目標を達成するための学科毎の学習・教育目標に対照した自分の学習達成度

を認識して自己評価させるため、全学生に各自のポートフォリオ（学習成果自己評価シート）を持たせ、単位

修得状況、科目系統の達成度、学習・教育目標の達成度、成績指標や次期履修への改善目標及び計画等を記入

させ、各期毎に指導教員との面談を義務付け、学修に関する自己管理能力を育成している。 

○ 卒業生・修了生、卒業生・修了生の就職先企業へのアンケート調査を継続して実施しており、企業等からの

評価も高い水準を維持している。 

 

【改善を要する点】 

特になし 

 

 

（３）基準６の自己評価の概要 

本学では、学部学生について、各学部・学科の学習・教育目標に対応した学生自身の学習達成度を認識して自

己評価に基づく学修意識の改革を進めているほか、卒業生・修了生や卒業生・修了生の就職先企業を対象にアン

ケート調査を継続して実施し、カリキュラム編成の見直しの参考としている。 

 学部卒業生の約60％が大学院へ進学し、卒業生の就職希望者の約80％、修了生の就職希望者の殆どが製造業又

は情報通信業へ就職し、就職率も約98％と高く、就職先企業等から就職状況は極めて良好である。また、卒業生・

修了生が対象の教育成果等に係るアンケート結果では、専門教育で身につけた学力・資質・能力について「教育

効果がある」としたものが80％以上と満足度が高い。更に、卒業生・修了生の就職先企業が対象のアンケート結

果では、本学出身者が「優れている」、「やや優れている」との評価が 80％以上に上昇しており、「劣っている」

は僅少との評価を受けている。これらを総合的に判断すると教育効果、成果が上がっており、高度技術者養成と

いう本学の学習・教育目標は達成されている。 
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基準７ 学生支援等 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点７－１－①： 授業科目や専門，専攻の選択の際のガイダンスが適切に実施されているか。 

 

【観点に係る状況】 

学部学生については、入学又は編入学時に新入生オリエンテーション（資料７－１－①－１）を実施し、カリキ

ュラムの詳細と履修及び修学全般、大学生活に必要な事項について、学生便覧（データ７－１）等により詳細に説

明している。また、工学部では「教育コース分け」に関してのガイダンスを行っており（資料７－１－①－２）、情

報工学部では、JABEE 認定されている履修システムについて説明している。また研究室配属の段階でガイダンスを

実施している（資料７－１－①－２）。 

更に、大学院学生についても、入学時に各学府・研究科、専攻毎にオリエンテーション（資料７－１－①－１）

を実施し、修学について説明し、その内、科目履修に関してシラバス（データ７－２）等により説明している。 

 

（資料７－１－①－１）平成21年度新入生オリエンテーションスケジュール【再掲】（前出・資料１－２－①－２） 

（データ７－１）学生便覧 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/kyoumu/soumu_home/binran.htm 

（資料７－１－①－２）教育コース分け、研究室配属のガイダンス 

（データ７－２）シラバス【再掲】（前出・データ５－49） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/kyoumu/daigakuin_home/sub6.htm（工学府） 

http://www.iizuka.kyutech.ac.jp/syllabus/frame.html（情報工学府） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/wakamatsu/index.html（生命体工学研究科） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

学部、大学院とも入学時のオリエンテーション等により、カリキュラムの履修、コースの選択、学位授与基準な

ど、修学上必要なガイダンスを適切に実施している。 

 

 

観点７－１－②： 学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されており，学習相談，助言，支援が適切に行

われているか。 

 

【観点に係る状況】 

 各学部でオフィスアワーを設定し、学生からの質問に対応するとともに（資料７－１－②－１）、学科・コース毎

に指導教員及び学年担当教員を設定し、学習成果自己評価シート（データ７−３）を用いた連携指導を実施し、学

修細則に指導教員（学生10人程度／人）及び学年担当教員の職務を規定しており（データ７－４）、指導教員は学

生自身が記入した学習成果自己評価シートについて年２回、担当学生と面談を行い学習情況と問題及び学習・教育

目標の達成度をチェックする。また、学生は指導教員と相談し、次学期の学習改善計画を立て、ポートフォリオに

記入する。更に、スクリーニングされた要注意者の学習問題については、指導教員と学年担当教員が学科内でその

後の対応について協議するとともに、大学生活問題やメンタル問題については、指導教員と学年担当教員だけでな
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く、学生相談員、保健センターの学校医、臨床心理士が連携して学生指導とカウンセリングに当たっている（資料

７－１－②－２）。この結果、学生の学習成果自己評価シートを用いた取り組みは高く評価されており、平成19年

度に特色GPに採択され（データ７－５）、現在、電子ポートフォリオによる自己管理システムの開発を進めている。 

 工学部では、必修科目を３回連続して欠席した学生に対して指導教員から連絡し、成績不振学生の早期対応を図

っており、また、学年の初めに全学生の保証人へ成績を郵送するとともに、学年後期には成績不振学生及び保証人

に対して成績不振の通知を行っている。  

 情報工学部では、教務情報システムと連動したICカードによる出席管理システムを構築し、学生及び教員がオン

ラインで随時閲覧することを可能とした（データ７－６）。これにより、必修科目を連続して欠席した不登校傾向に

ある学生を早期に発見し、保証人に連絡の上、学修状況を把握し、相談体制を整え、適切なケアを行っている。 

 大学院においては、人材養成目標に明記しているように、学生の自立性を持たせるため、基本的に自己管理を重

んじている。専門的な学習と研究面においては複数指導教員制をとっており、多面的な助言を受けられる指導がな

されている。また、情報工学府では、学位取得の遅滞問題など、博士後期課程学生が抱える問題を共有するため、

学生の自主的な懇談会を定期的に開催させている。 

その他、３年に一度、全学的に学生生活実態調査を実施し、学生の学習、生活、設備等あらゆる面において学生

のニーズを把握し、対応している（データ７－７）。また、学生代表グループとの懇談会を持ち、学生の意見、要望

を把握し、対応している。 

 

（資料７－１－②－１）オフィスアワーの実施（シラバスの作成要領より） 

（データ７－３）学習成果自己評価シート【再掲】（前出・データ５－７、P56） 

（データ７－４）情報工学部学修細則（第24条）（指導教員及び学年担当教員関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/CD4237381E866BFB4925741E000521AF?OpenDocument&Dsp=1 

（資料７－１－②－２）学生相談員に関する実施要項 

（データ７－５）平成19年度特色GP「学生自身の達成度評価による学修意識改革」【再掲】（前出・データ６－５） 

http://www.tgp.kyutech.ac.jp/ 

（データ７－６）教務情報システム（情報工学部の例）【再掲】（前出・データ６－４、P93） 
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（データ７－７）学生生活実態調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

 各部局でオフィスアワー及び指導教員制を実施し、ポートフォリオ（学習成果自己評価シート）を用いて年２回、

指導教員が学生と定期的に面談等を行い、学生の学習・生活全般について情況を把握しており、スクリーニングで

確認された要注意者の学習問題について、指導教員と学年担当教員が学科内でその後の対応について協議している。

また、大学生活問題やメンタル問題については、指導教員、学年担当教員だけでなく、学生相談員、保健センター

の学校医と臨床心理士が連携して学生指導とカウンセリングに当たっている。更に、ICカードによる出席管理シス

テムや連続欠席者への対応による成績不振者や不登校傾向にある学生の早期発見に努め、本人や保証人への連絡を

含むシステム対応を行っている。 

 大学院においては、学習と研究面において複数の指導教員による指導を行っており、学生は多面的な助言を受け

ることができる。また、情報工学府では、学位取得の遅滞問題など、博士後期課程学生が抱える問題を共有するた

め、学生の自主的な懇談会を定期的に開催させている。 

 その他、定期的に学生生活実態調査を実施し、学生の学習、生活、設備等あらゆる面において学生のニーズを把

握し、対応している。 

 以上のことから、学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されており、学習相談、助言、支援が適切に行わ

れている。 

 

 

観点７－１－③： 通信教育を行う課程を置いている場合には，そのための学習支援，教育相談が適切に行われ

ているか。 

 

【観点に係る状況】 該当なし 

 

大学が学生の要望に応えた改善項目例 
 

（工学部・研究科） 
・ 共通教育研究棟の大規模な改修による教育環境の大幅な改善 
・ 学生のための自由スペースなど機能的な教育環境を整備 
・ 昼食時の食堂の混雑解消のための学生食堂の拡張工事 
・ 学生のための情報学習プラザを新設 
・ ネットワークに接続されたPCを多数配置 
・ 自主学習設備の増強等を整備 
 
（情報工学部・研究科） 
・ 駐輪場の整備 
・ ロッカーや冷水機及び講義室のエアコンの設置等の改善 
・ 研究室を訪問するオフィスデー企画 
・ キャンパスアメニティ向上 
・ 飲酒運転チェック 
・ 生協食堂のテラス面積を２倍に拡張し、野外テーブルと椅子を増設 
 
（生命体工学研究科） 
・ 学生同士が就職やインターンシップに関する情報や意見を共有する情報共有型ポータルサイトを立ち上げた。
・ 北九州学術研究都市から、体育館及びグランドの共用や消耗品の貸与の便宜を受けた。 



九州工業大学 基準７ 

- 107 - 

【分析結果とその根拠理由】 該当なし 

 

 

観点７－１－④： 特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への学習支援を適切に行うことのできる状況

にあるか。また，必要に応じて学習支援が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

学部については、入試制度が多様化する中で、12月に決定した推薦合格者で、大学での学習に必要な科目が未履

修の学生を中心として、推薦入学者全員に対する学力の補強として、それぞれ通信教育や合宿教育により入学前リ

メディアル教育を実施している（データ７－８）。入学後においても、物理や数学の補講及び e-ラーニングにより

学習支援を受けることができる。また、大学院学生に対しては専門外の分野から入学した学生の修学を支援するた

め、イミグラント科目を設定している（データ７－９）。 

外国人留学生については、日本語教育カリキュラムを平成 19 年度から戸畑キャンパスと飯塚キャンパスで研究

生・大学院学生対象の日本語科目と学部学生対象の科目を統合して、新たにレベル別のカリキュラム（データ７－

10）として整備するとともに、このカリキュラムをサポートし、各キャンパスで日本語の補講を実施している（資

料７－１－④－１）。また、チューターを配置し、指導の内容と役割を明確化・統一化するため、「チューターのた

めのガイドブック」（データ７－11）を作成し、配付している。その中には外国人留学生のための言葉の指導や日本

社会に馴染むための生活習慣の説明、各種手続きの支援等も含まれている。なお、チューターから月例報告書（デ

ータ７－12）を提出させ、チューター、指導教員及び事務担当者が情報の共有を図っており、年度初めにチュータ

ー就任者と教育・学生担当副学長、留学生担当教員、学生支援課との懇談会（データ７－13）を開始し、指導体制

を強化した。 

社会人学生については、企業からの多様なニーズを反映し、高度な大学院教育、研究指導による再教育の場を提

供するとともに、円滑な学位授与の促進を行うことを目的として一部の科目の夜間開講、長期履修制度（データ７

－14）による履修形態の弾力化を図り、社会人プログラムを提供している。 

障害のある学生については、車椅子利用の学生が数名在籍しているが、ノートテイカーを必要とするなど、重度

の障害者は在籍していない。重度の障害者については、入学志願の段階から入学後の履修指導等の相談を行い、受

入れ体制及び修学支援に配慮することとしている（資料７－１－④－２）。  

 

（データ７－８）リメディアル教育【再掲】（前出・データ５－13、P59） 
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（データ７－９）イミグラント科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：学務部） 

 

（データ７－10）外国人留学生のための日本語教育カリキュラム（外国人留学生の人間科学科目履修の特例に関す

る細則より） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/19A00A6E482802264925741E000521AB?OpenDocument&Dsp=1 

（資料７－１－④－１）日本語の補講 

（データ７－11）チューターのためのガイドブック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○生命体工学研究科生体機能専攻 

イミグラント科目     

博士前期課 博士後期課 
科  目  名 単位区分 単位 

開講年次 開講年次 

生 体 力 学 基 礎 選択 1 1  

生 体 工 学 基 礎 実 験 選択 1 1  

生体エレクトロニクス基礎 選択 1 1  

生体エレクトロニクス基礎実験 選択 1 1  

生 物 化 学 基 礎 選択 1 1  

生 物 化 学 基 礎 実 験 選択 1 1  
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（データ７－12）チューター報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ７－13）チューターとの懇談会 
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（データ７－14）工学府における長期にわたる教育課程の履修に関する基準（第１～４条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料７－１－④－２）平成21年度入学者選抜要項（P15 Ⅶ．障害を有する入学志願者の事前相談について） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

推薦入学者の入学前リメディアル教育、物理・数学の補講及びe-ラーニングによる補助学習を実施している。ま

た、大学院では、専門外の分野から入学した学生のためのイミグラント科目を設定している。 

外国人留学生については、日本語カリキュラムを整備するとともに、履修、生活支援を行うため日本語の補講を

実施している。また、教育と学生生活を支援するためチューターを配置しており、チューターの活動状況の把握、

チューターの手引き、チューターの懇談会を開催するなど、外国人留学生の支援を実施している。 

社会人学生については、一部科目の夜間開講や長期履修制度の導入など、履修形態の弾力化を図っている。 

その他、身障者については、ノートテイカー等を要するような重度の障害者は在籍していないが、身障者の障害

に応じた修学支援は入学志願段階から配慮することとしている。 

以上のことから、特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への学習支援を適切に行うことのできる状況に

あり、また、必要に応じて学習支援が行われている。 

 

 

観点７－２－①： 自主的学習環境が十分に整備され，効果的に利用されているか。 

 

【観点に係る状況】 

 学生の自主的学習を支援する環境については、附属図書館の学術研究用図書のほか、情報科学センターが管理す

るLAN設備、情報学習プラザ（データ７－15）や各端末室、附属図書館OAコーナー（データ７－16）等にパソコン

を整備しており（データ７－17）、ソフト面では、附属図書館のVOD（ビデオオンデマンド）教材（資料７－２－①

（趣旨) 

第１条 この基準は，九州工業大学学則（平成１９年九工大学則第１号）第４５条第３項及び九州工業大学大学

院工学府学修細則第６条の２の規定に基づき，九州工業大学大学院工学府における長期にわたる教育課程の履

修（以下「長期履修」という。）について必要な事項を定める。 

（資格） 

第２条 長期履修の申請をすることができる者は，職業を有していることにより標準修業年限を超えて一定の期

間にわたり計画的に教育課程を履修し，課程を修了することを希望する者とする。 

（申請手続等） 

第３条 長期履修を希望する者は，原則として長期履修開始年次の１月前（入学予定者にあっては，別に定める

日）までに，次の各号に掲げる書類を添えて工学府長へ申請するものとする。 

 （１） 長期履修申請書(別記様式1) 

 （２） 在職証明書(別記様式2) 

 （３） その他必要と認められる書類 

（履修期間） 

第４条 長期履修の申請は１年単位とし，次の各号に掲げるとおりとする。 

 （１）入学年度から希望する者 

   博士前期課程にあっては４年以内，博士後期課程にあっては６年以内 

 （２）在学途中から希望する者 

   長期履修期間前の履修期間を含め、博士前期課程にあっては４年以内，博士後期課程にあっては６年以内
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－１）やｅラーニング事業推進室（データ７－18）が支援するALCネットアカデミー（データ７－19）、e-ラーニン

グ教材（資料７－２－①－２）を整備している。また、これらの利用を促進するため、「学習支援サービス利用の手

引き」（データ７－20）の作成・配付やe-ラーニング事業推進室が中心となって「e-ラーニングの活用理念と指針」

（資料７－２－①－３）を策定し、e-ラーニング教材の整備促進を図り、オフィスアワー（資料７－２－①－４）

を整備するとともに、自主学習スペースとして、学生は自由時間を上記のそれぞれ設備の整った附属図書館及び分

館、戸畑キャンパスの情報学習プラザ、飯塚キャンパスのオアシス等を利用することができる。 

 

（データ７－15）情報学習プラザ（オープン端末室） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ７－16）附属図書館OAコーナー 
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（データ７－17）学生が利用できるパソコンの設置状況 

（出典：学務部） 

 

（資料７－２－①－１）VOD（ビデオオンデマンド）の整備状況【再掲】（前出・資料５－１－③－３） 

（データ７－18）ｅ－ラーニング事業推進室規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/9E6CDED97404EC764925741E00052270?OpenDocument&Dsp=1 

（データ７－19）ALCネットアカデミーの利用状況【再掲】（前出・データ５－18、P62） 

（資料７－２－①－２）e-ラーニング教材整備授業科目一覧【再掲】（前出・資料５－１－③－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理部局 キャンパス 設置場所 設置数（台）

附属図書館１階 

教育支援課１階 

 ４０ 

 ７ 工学部 戸畑 

小計  ４７ 

分館図書館２階 

分館図書館３階 

生協（福利棟）１階 

学務係前ロビー１階 

学務係前ロビー２階 

 １０ 

 １５ 

  ６ 

 １６ 

 １１ 

情報工学部 飯塚 

小計  ５８ 

C-2B講義室 

C-2G講義室 

オープン端末室 

 ８２ 

１００ 

 ２８ 
戸畑 

小計 ２１０ 

AV講義室 

AV演習室 

端末講義室 

端末演習室1 

 ９０ 

 ２０ 

１１０ 

 ２０ 

飯塚 

小計 ２４０ 

情報科学センター 

合計 ４５０ 

総計 ５５５ 
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（データ７－20）学習支援サービス利用の手引き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料７－２－①－３）e-ラーニングの活用理念と指針 

（資料７－２－①－４）オフィスアワーの実施（シラバスの作成要領より）【再掲】（前出・資料７－１－②－１） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

学生の自主的学習支援として、附属図書館の学術研究図書、情報科学センターが管理するLAN設備やパソコン、

e-ラーニング事業推進室が支援するALCネットアカデミーやe-ラーニング教材、附属図書館のVOD教材、オフィス

アワーが整備されているとともに、自主学習施設として附属図書館、情報学習プラザ、オアシス等が整備されてお

り、学生は自由に利用している。 

以上のことから、自主的学習環境が十分に整備され、効果的に利用されている。 

 

 

観点７－２－②： 学生のサークル活動や自治活動等の課外活動が円滑に行われるよう支援が適切に行われてい

るか。 

 

【観点に係る状況】 

学生生活実態調査（データ７－21）を３年に１回実施し、生活実態とともに課外活動を含め学生のニーズを把握

している。 

また、学生の課外活動と組織的活動に対する支援は、全学学生委員会（データ７－22）、学生支援課、学部学務係
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が対応しており、大学に認定された文化・体育部又はサークルに対して、課外活動共用施設管理運営規則を定め（デ

ータ７－23）、活動施設を提供しており、厚生補導経費の他、責善会（学生自治会）、後援会から経費を支援すると

ともに、サークル施設、課外活動に係る要望については学生支援課が年１回又は必要に応じ聴取しながら対応して

おり、課外活動を含めた学生生活支援全般について、学生と教育・学生担当副学長との懇談会（データ７－24）を

実施している。なお、公認のサークル（データ７－25）には、顧問教員を配置し、課外活動に係るリーダーシップ

セミナー（データ７－26）、大学祭（データ７－27）等の行事を含めて支援している。更に、鳥人間コンテスト、学

生フォーミュラ、ロボットコンテスト等の技術系競技会への出場（データ７－28）や、エコプロジェクト、省エネ

プロジェクト、商店街活性プロジェクト、公民館連携プロジェクト等のものづくりや夢のある活動をするグループ

に対し、学生創造プロジェクト（夢プラン）推進経費（データ７－29）を予算化（１件当たり物件費100万円を限

度）し、更に100周年記念事業等からも旅費等を援助している。大学はこれらの活動場所と設備をキャンパス内に

確保し、グループは「ものつくり工房管理運営規則」（データ７－30）の下、申請の上、利用することができる。そ

のほか、課外活動を支援するための学外研修施設として、長陽山荘（データ７－31）を安価な費用で利用させてお

り、課外活動等で顕著な成績をあげた学生に対しては、学生表彰（データ７－32）や明専会（同窓会）による報奨

金（データ７－33）を授与している。 

 

（データ７－21）学生生活実態調査（質問表【抜粋】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



九州工業大学 基準７ 

- 115 - 

（データ７－22）学生委員会規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/E183452F1FB5EDA84925741E000522D7?OpenDocument&Dsp=1 

（データ７－23）課外活動共用施設管理運営規則（第１～５条）（施設利用関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/A90A279449AAB6F94925741E000521A6?OpenDocument&Dsp=1 

（データ７－24）学生と教育・学生担当副学長との懇談会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ７－25）公認サークル一覧 

http://www.kyutech.ac.jp/top/admission/activities/index.html 

（データ７－26）課外活動に係るリーダーシップセミナー（ウェブサイト） 
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（データ７－27）大学祭（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ７－28）技術系競技会出場のための支援（ウェブサイト） 
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（データ７－29）学生創造プロジェクト（夢プラン）（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

（データ７－30）ものつくり工房管理運営規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/4147E7EF926084B5492575850002DB98?OpenDocument&Dsp=1 

（データ７－31）長陽山荘の概要（ウェブサイト） 
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（データ７－32）学生表彰（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ７－33）明専会（同窓会）報奨金（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

サークル等の学生の課外活動に対しては、サークル施設や活動場所が確保されており、活動予算が厚生補導経費

のほか、責善会（学生自治会）の経費から支援されるとともに、各サークルに顧問教員を配置し、課外活動を指導

し、支援している。また、大学施設の利用に関して、学生の要望を聞く場を設けるとともに、学生創造プロジェク

ト（夢プラン）を審査・選定して大学及び100周年記念事業により、財政的な支援を行っている。更に、課外活動

等で顕著な成績をあげたグループや学生に対しては、学生表彰や、明専会（同窓会）による報奨金を授与している。 

 以上のことから、学生のサークル活動や自治活動等の課外活動が円滑に行われるよう支援が適切に行われている。 
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観点７－３－①： 生活支援等に関する学生のニーズが適切に把握されており，健康，生活，進路，各種ハラス

メント等に関する相談・助言体制が整備され，適切に行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

保健センターに常勤の学校医１名、臨床心理士１名及び保健師３名を配置し、教員・事務職員からなる学生相

談員（資料７－３－①－１）と共に３キャンパスにおいて学生相談に当たるとともに（データ７－34）、サポート

体制の充実を図るため、非常勤の学校医、臨床心理士も配置している（データ７－35）。この相談体制及び指導教

員の連携により、学生は学業、経済面における問題、生活、教員・学生・社会とのトラブル、健康、進路、ハラ

スメント等について相談でき、適切な助言を受けることができる。 

学生相談員に対しては、参考書として「学生相談員ガイドブック」（データ７－36）を配付するとともに、２～

３ヶ月毎に各キャンパスで臨床心理士と学生相談員間の報告検討会を実施し（資料７－３－①－２）、担当者間の

連携を密にして問題の共有化を図っている。 

学生に対しては、部局毎に「キャンパスライフサポート案内」（データ７－37）を配付し、カウンセリング体制

の周知を図っている。また、大学に適応して健康的な学生生活を送ることができるよう、新入生を対象にメンタ

ルヘルス等に関する説明を新入生オリエンテーション時に実施している（資料７－３－①－３）。 

保健センターにおいては、サマーキャンプを実施し（データ７－38）、心理劇やボディワークを用いたコミュニ

ケーション・スキルの涵養を図るなどの啓蒙活動を実施している。 

ハラスメントについては、キャンパス・ハラスメント防止委員会（データ７－39）及び相談員を設置し（資料

７－３－①－４）、ハラスメント防止と相談体制を整備している。また、学生に対しては、学生生活実態調査にお

いてアンケート項目（データ７－40）を含め、ハラスメントの動向を点検している。 

就職相談については、各学部・大学院に就職担当教員を配置し（データ７－41）、教室事務スタッフと共に、学

生の就職指導・支援を実施している。また、学生支援課においては、就職に関する学内合同企業説明会の充実を

図っており、平成20年度は３キャンパスで延べ７日間開催し、過去最多となる321社が参加した（データ７－42）。

そのほか、就職支援企業から講師を招いての講演会やOB・OGを招いての企業説明会など、各種就職セミナーを開

催している（データ７－43）。特に、飯塚キャンパスにはキャリアセンターを設置し、専任の教育職員とスタッフ

を配置して、キャリア教育の計画実施と就職支援に当たっている（データ７－44）。 

 

（資料７－３－①－１）学生相談員に関する実施要項【再掲】（前出・資料７－１－②－２） 
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（データ７－34）学生相談体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（データ７－35）学校医、学生相談員等配置一覧 

 戸畑キャンパス 飯塚キャンパス 若松キャンパス 

 常勤学校医 １人（戸畑 2日・飯塚 2日・若松 1日） 

 常勤臨床心理士 １人（戸畑 3日・飯塚 1日・若松 1日） 

 常勤保健師等 
     １人      ２人 

（うち安全衛生推進室１人）

     １人 

  非常勤学校医 
        １人 

（月３回） 

        １人 

  （週１回） 
――― 

  非常勤臨床心理士          １人         １人         １人 

常勤学校医 １人， 常勤臨床心理士 １人  

 

  学生相談員 

 

教育職員 ４人 

事務職員 ３人 

保健師  １人 

教育職員３人 

事務職員１人 

 

教育職員２人 

事務職員１人 

保健師 １人 

キャンパス・ハラスメン

ト相談員 

教育職員 ４人 

事務職員 ３人 

保健師  １人 

教育職員３人 

事務職員１人 

 

教育職員２人 

事務職員１人 

保健師 １人 

（出典：学務部） 

教育職員 

（保健センター分室）
 医師、臨床心理士、

保健師 

事務職員 

（保健センター） 
 医師、臨床心理士、 

保健師 

教育支援課、学生

支援課の事務職

員 

（保健センター分室） 
 医師、臨床心理士、 

保健師 

教育支援課の事
務職員 

学生支援課の事

務職員 

相談員会 

相談員連絡会 

教育職員 教育職員 

【若松キャンパス】 

：相談窓口 

相談員会 相談員会 

教育支援課、学生

支援課の事務職

員 

事務職員 

【戸畑キャンパス】 【飯塚キャンパス】 
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（データ７－36）学生相談員ガイドブック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料７－３－①－２）臨床心理士と学生相談員間の報告検討会 

（データ７－37）キャンパスライフサポート案内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料７－３－①－３）平成21年度新入生オリエンテーションスケジュール【再掲】（前出・資料１－２－①－２） 
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（データ７－38）サマーキャンプ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ７－39）キャンパス・ハラスメント防止委員会規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/4A05A5B1BCB9895B4925741E00052150?OpenDocument&Dsp=1 

（資料７－３－①－４）平成21年度キャンパス・ハラスメント相談員名簿 

（データ７－40）学生生活実態調査（質問票【抜粋】）【再掲】（前出・データ７－21、P114） 

（データ７－41）平成21年度就職担当教員一覧 

http://www.kyutech.ac.jp/top/employ/staff/index.html 

（データ７－42）学内合同企業説明会（ウェブサイト） 
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（データ７－43）就職セミナーの実施状況（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ７－44）キャリアセンター 

 

情報工学部キャリアセンター施設の利用について 
 
1 開放時間  

     ・開放日 ： 月曜日 ～ 金曜日 

     ・開放時間： 10:00 ～ 18:00  

     ・休室日 ： 土・日曜、祝日、大学の休日  

2. 利用設備  
      学生閲覧コーナー（閲覧用ＰＣ６台）／資料展示室（就職情報ファイル）  
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【分析結果とその根拠理由】 

保健センターに常勤の学校医、臨床心理士及び保健師を配置し、教員・事務職員からなる学生相談員と共に学生

相談に当たっており、指導教員の連携により、学生は学業、生活、ハラスメント等について相談でき、適切な助言

を受けることができる。 

学生相談員には「学生相談員ガイドブック」を配付するとともに、２～３ヶ月毎に各キャンパスで臨床心理士と

学生相談員間の報告検討会を実施し、問題の共有化を図っている。また、学生には、「キャンパスライフサポート案

内」を配付し、カウンセリング体制の周知を図っている。 

ハラスメントについては、キャンパス・ハラスメント防止委員会及び相談員を設置し、ハラスメント防止と相談

体制を整備しており、学生に対しては、学生実態調査においてアンケート項目を含め、ハラスメントの動向を点検

している。 

就職相談については、各学部・大学院に就職担当教員を配置し、学生の就職指導・支援を実施するとともに、学

生支援課において、学内合同企業説明会、OB・OGを招いての企業説明会など、各種就職セミナーを開催している。 

以上のことから、生活支援等に関する学生のニーズが適切に把握されており、健康、生活、進路、各種ハラスメ

ント等に関する相談・助言体制が整備され、適切に行われている。 

 

 

観点７－３－②： 特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への生活支援等を適切に行うことのできる状

況にあるか。また，必要に応じて生活支援等が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

外国人留学生については、渡日後１年間チューターを配置し（データ７－45）、学習支援、生活支援を行っており、

和英併記の「留学生のためのハンドブック」（データ７－46）を配付している。また、国際交流会館を戸畑キャンパ

ス、飯塚キャンパスに整備し、渡日後１年間は優先して入居させており（データ７－47、48）、若松キャンパスにつ

いては、北九州学術研究都市にある外国人留学生用宿舎に入居できるよう措置している。なお、本学の外国人留学

生の殆どが私費外国人留学生であることから、各種団体から奨学金が支給されており、私費外国人留学生の59％が

何らかの奨学金を受給している（データ７－49）。更に、外国人留学生の国民健康保険の自己負担金については、日

本学生支援機構の補助と北九州ゾンタクラブの補助により、実質的に自己負担なしで病院での診療が受けられるよ

うに支援している（データ７－50）。（なお、21年度から支援機構の援助が廃止され、ゾンタクラブによる自己負担

の半額補助のみ行われている。） 

このほか、職員有志による外国人留学生後援会が組織され、外国人留学生の支援事業（緊急時の貸付制度等）を

実施している（データ７－51）。 

なお、車椅子により通学している学生については、車いす・身障者用トイレ・エレベーター・スロープ・自動扉

を設置するとともに、避難訓練の際には、身障者の所属する研究室に対して、人力による非常時搬送訓練を実施し

ている。 
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（データ７－45）平成20年度チューターの配置状況 

部局名 チューターの数 外国人留学生の数 

工学部・工学府 34名 67名 

情報工学部・情報工学府 11名 41名 

生命体工学研究科 12名 38名 

合計 57名 146名 

※ 平成20年５月１日 現在             （出典：学務部） 

 

（データ７－46）留学生のためのハンドブック 
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（データ７－47）国際交流会館（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ７－48）国際交流会館管理運営規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/AC748EFDA6635C3E4925741E0005219F?OpenDocument&Dsp=1 

（データ７－49）平成20年度私費外国人留学生奨学金受給状況             （2008.12.1現在） 

  学部 博士前期課程 博士後期課程 合計 

私費外国人留学生数（正規生のみ） ※ 14名 35名 24名 73名

奨学金受給者数 5名 21名 17名 43名

受給率 36％ 60％ 71％ 59％

平均受給額 36,000円 42,380円 53,529円 46,046円

※私費外国人留学生数は、国費・マレーシア政府派遣・休学者を除く          （出典：学務部）
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（データ７－50）北九州ゾンタクラブ留学生医療費補助制度実施要項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ７－51）外国人留学生後援会による緊急時の貸付制度 
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【分析結果とその根拠理由】 

外国人留学生については、チューターの配置、国際交流会館等への入居、各種団体の奨学金斡旋、国民健康保険

の自己負担金の援助、緊急時の資金貸付制度など、適切な生活支援を実施している。 

また、障害のある学生については、車いす・身障者用トイレ等を設置するとともに、避難訓練の際には、身障者

の所属する研究室に対して、人力による非常時搬送訓練を実施している。 

以上のことから、特別な支援を行うことが必要と考えられる学生への生活支援等を適切に行うことのできる状況

にあり、必要に応じて生活支援等が行われている。 

 

 

観点７－３－③： 学生の経済面の援助が適切に行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

入学料、授業料及び寄宿料の免除に関する規程（データ７－52）を設け、経済的理由等を考慮し、入学料、授業

料に関しては全額又は半額を免除するとともに、徴収猶予の措置を行っている。また、寄宿料に関しては６ヶ月間

の範囲において全額を免除することとしている。   

平成20年度においては、入学料については半額56名、授業料については全額517名、半額282名を免除した（資

料７－３－③－１）。 

また、学部１～３年次までの学業成績が特に優秀な学生について、４年次の授業料の全額を免除する「授業料特

別免除に関する規程」（データ７－53）を定めており、平成20年度は20名を免除した。 

なお、奨学金は、大学の推薦を経て、日本学生支援機構等が選考の上貸与等をしており、平成20年度は、学部学

生2,488 名（学部学生の約57％）、大学院学生819名（大学院学生の約52％）が貸与等を受けている（データ７－

54）。 

その他、大学院学生に対しては、博士前期課程学生をTAに（データ７－55）、博士後期課程学生をRAに採用し（デ

ータ７－56）、経済的支援を行っている。 

  

（データ７－52）入学料、授業料及び寄宿料の免除等に関する規程 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/87936D98B1CF88634925741E000521A7?OpenDocument&Dsp=1 

（資料７－３－③－１）入学料及び授業料免除の実績 

（データ７－53）授業料特別免除に関する規程（優秀学生奨励賞） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/B5CF20D90B6A63E64925741E0005223B?OpenDocument&Dsp=1 
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（データ７－54）奨学金の実績 

＜学部学生＞                                  （単位：人） 

学部名 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

在学者数 2,717 2,588 2,546 2,491 

①第一種奨学金 402 387 423 424 

②第二種奨学金 796 886 826 929 
工 学 部 

③その他奨学金 60 62 44 44 

在学者数 1,861 1,877 1,876 1,901 

①第一種奨学金 276 297 298 313 

②第二種奨学金 573 657 643 749 
情報工学部 

③その他奨学金 57 56 46 29 

在学者数 4,578 4,465 4,422 4,392 

①第一種奨学金 678 684 721 737 

②第二種奨学金 1,369 1,543 1,469 1,678 

③その他奨学金 117 118 90 73 

全奨学金の合計 2,164 2,345 2,280 2,488 

合計 

在学生に対する％ 47.27% 52.52% 51.56% 56.65% 

 

＜大学院学生（博士前期課程・後期課程）＞                        （単位：人） 

学府・研究科名 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

在学者数 669 719 741 734

①日本学生支援機構奨学金 346 400 405 388工学府 

②その他奨学金 13 14 17 5

在学者数 610 561 479 439

①日本学生支援機構奨学金 266 278 245 233情報工学府 

②その他奨学金 7 5 8 3

在学者数 454 430 416 395

①日本学生支援機構奨学金 203 191 182 189生命体工学研究科 

②その他奨学金 10 6 8 1

在学者数 1,733 1,710 1,636 1,568

①日本学生支援機構奨学金 815 869 832 810

②その他奨学金 30 25 33 9

全奨学金の合計 845 894 865 819

合計 

在学生に対する％ 48.76% 52.28% 52.87% 52.23%

（出典：学務部） 
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（データ７－55）TAの採用人数一覧【再掲】（前出・データ３－37、P35） 

（データ７－56）RAの採用人数一覧【再掲】（前出・データ５－62、P83） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

入学料、授業料及び寄宿料の免除に関して規程を設け、家庭の経済的理由等により、全額又は半額を免除すると

ともに、学部１～３年次までの学業成績が特に優秀な学生に対して、「授業料特別免除に関する規程」により、４年

次の授業料の全額を免除している。 

また、日本学生支援機構等の奨学金については、2,488 名（学部学生の57％）、大学院学生819 名（大学院学生

の52％）が貸与等を受けている。その他、大学院学生については、TA・RAに採用し、経済的支援を行っている。 

以上のことから、学生の経済面の援助は適切に行われている。 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

○ 各部局でオフィスアワー及び指導教員制を実施し、学習成果自己評価シート（ポートフォリオ）を用いて各期

毎に指導教員が学生と年２回の面談等を行い、学生の学習・生活全般について状況を把握するとともに、スクリ

ーニングで確認された要注意者の学習問題については、学年担当教員と指導教員が学科内でその後の対応につい

て協議している。また、大学・生活問題やメンタル問題については、指導教員、学年担当教員だけでなく、学生

相談員、保健センターの学校医、臨床心理士が連携して学生指導とカウンセリングに当たっている。 

○ 鳥人間コンテスト、学生フォーミュラ、ロボットコンテスト等の技術系競技会への出場や、エコプロジェクト、

省エネプロジェクト、商店街活性プロジェクト、公民館連携プロジェクト等のものづくりや夢のある活動をする

グループに対し、学生創造プロジェクト（夢プラン）推進経費を予算化（１件当たり物件費100万円を限度）し、

更に100周年記念事業等からも旅費等を援助している。 

○ 職員有志による外国人留学生後援会が組織され、外国人留学生の支援事業（緊急時の貸付制度等）を実施して

いる。 

 

【改善を要する点】 

 特になし 

 

 

（３）基準７の自己評価の概要 

学部・大学院とも新入生オリエンテーションを実施し、修学、学生生活に必要な事項を学生便覧等により説明し

ており、学部学生については、コース分け等の段階でガイダンスを実施している。 

学部の学習支援体制については、オフィスアワーを実施するとともに、学年担当教員等と複数の指導教員を配置

し、学生の学習成果自己評価シートにより年２回の面談を行い、指導している。また、指導教員と、学年担当教員、

学生相談員、保健センターの学校医、臨床心理士が連携する指導体制を整備している。 

特別な支援を行う学生として、成績不振者、外国人留学生、社会人学生、身障者があげられる。成績不振学生に

ついては、出席情報からの早期発見体制、保証人への成績通知等により対応し、外国人留学生については、日本語

教育カリキュラムや日本語の補講により学習支援を行うとともに、チューターを配置して生活支援等を行っている。
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また、社会人学生については、一部科目の夜間開講や長期履修制度の導入など、履修形態の弾力化を図っている。

更に、障害のある学生については、車いす・身障者用トイレ等を設置するとともに、避難訓練の際には、身障者の

所属する研究室に対して、人力による非常時搬送訓練を実施している。 

自学自習環境については、図書館、情報学習プラザ、ｅ-ラーニング教材の整備等により支援している。 

学生の課外活動については、公認のサークルには顧問教員を置くとともに、学生支援課で要望を聴取している。

また、鳥人間コンテスト、学生フォーミュラ等の技術系競技会や地域と連携した環境プロジェクト等のものづくり

や夢のある活動に対し、必要な経費、施設を支援している。 

学生の相談体制については、保健センターの学校医、臨床心理士（常勤及び非常勤）、相談員、指導教員・学年担

当教員が連携をとる体制を整備し、進路相談については、就職指導教員、キャリアセンターがその任に当たってい

る。  

学生の経済面の支援については、入学料免除、授業料免除、日本学生支援機構等の奨学金の斡旋のほか、成績優

秀者の授業料特別免除、TA・RAにより、経済的支援を行っている。また、外国人留学生については、職員有志によ

る外国人留学生後援会が組織され、緊急時の貸付制度等の支援を実施している。 
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基準８ 施設・設備 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点８－１－①： 大学において編成された教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施設・設備

が整備され，有効に活用されているか。また，施設・設備のバリアフリー化への配慮がなさ

れているか。 

 

【観点に係る状況】 

本学の校舎面積(校地面積）は戸畑キャンパス 95,058 ㎡（260,037 ㎡）・飯塚キャンパス 62,338 ㎡（306,339

㎡）・若松キャンパス18,318㎡（10,000㎡）・北九州エコタウン410㎡（1,500㎡）であり、学生数に対し十分な

面積となっている（データ８－１）。 

３キャンパス等の代表的な教育研究用諸室数は講義室70室・研究室(教員室含む）1,151室・実験・実習室711

室等となっており（データ８－１）、各講義室には拡声装置・プロジェクタ－等教育支援機器やLAN設備が整備さ

れ、事前に資料の準備を行い、画像を提示させるなどの視聴覚に訴える講義が可能となり、講義室が教育研究に

有効に活用されている（データ８－２）。 

附属図書館については、本館（戸畑キャンパス）は面積5,491㎡、閲覧席503席を有し、分館（飯塚キャンパ

ス）は、面積2,470㎡、閲覧席258席を有している。また、本館・分館ともに授業期間中の平日は８時30分～20

時、土曜日は11時～19時まで開館しており、学期末試験期間中(試験開始前２週間を含む)の平日は22時まで延

長し、土曜、日曜・祝日は11時～19時まで開館している。なお、九工大ICカード（学生証、職員証等）に対応

した入退館管理システムによりセキュリティの向上を図るとともに（データ８－３）、利用状況の把握により利用

者サービスの向上を図っている。更に、自動貸出装置により（データ８－４）、カウンターでの手続きを経ること

なく貸出が可能となっており、有効に活用されている。 

附属図書館のパソコンについては、本館（戸畑キャンパス）に46台、分館（飯塚キャンパス）に31台設置し

ており、履修登録はもとより、レポートの作成や就職情報の閲覧、eラーニング、OPACやデータベースの検索、

電子ジャーナルの閲覧、データベース利用講習会等に活用されている。 

また、平成17年度より「九州工業大学における施設の有効活用に関する規程」（データ８－５）に基づき、教

育研究スペ－スの流動化や空室利用を促進し、有効活用することを目的として、スペ－ス管理システムを整備・

運用して、教育研究スペースの有効活用を図っている（資料８－１－①－１）。なお、生み出された原資は施設の

維持保全や改修整備に活用している。 

バリアフリー化（データ８－６）については、戸畑キャンパスでは平成14年度以降、耐震改修工事でトイレ、

スロープ、エレベーター、サイン等の整備を継続して行い、特に昭和40年代前後の古い建物のトイレを優先的に

整備している。飯塚キャンパスでは昭和62～平成13年度に、若松キャンパスでは平成13、14年度にキャンパス

整備を完了し、バリアフリー対策も整備済みであり、現在は維持保全を継続して実施している。また、北九州エ

コタウンについては、今後、研究等が活発化し、多方面からの見学者が予想されることから段差の解消、トイレ

の改善、4カ国語サイン整備など、施設のバリアフリ－化を計画している。 
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（データ８－１）校地・校舎面積及び教育・研究用諸室の整備状況 

事 項 摘 要 戸畑ｷｬﾝﾊﾟｽ 飯塚ｷｬﾝﾊﾟｽ 若松ｷｬﾝﾊﾟｽ 北九州ｴｺﾀｳﾝ （計） 
基準 

面積 

学生数 

(人） 

収容 

定員 
2,737 2,132 352 ─ 5,221   

233,507 283,892 ─ ─ 517,399校地面積(㎡） 

      ※注１ 260,037 306,339 10,000 1,500 577,876
39,040

78,604 50,298 ─ ─ 128,902校舎面積(㎡） 

      ※注１ 95,058 62,338 18,318 410 176,124
48,012

  
室

数 

面積

(㎡) 

室

数 

面積

(㎡) 

室

数

面積

(㎡) 

室

数

面積

(㎡) 
室数 

面積

(㎡) 

講義室 37 4,568 31 4,652 2 199 0 0 70 9,419

研究室 441 14,927 587 16,992 123 3,865 0 0 1,151 35,784

実験・ 

実習室 
348 18,896 213 9,482 144 5,668 6 285 711 34,331

演習室 22 1,207 39 1,713 5 208 0 0 66 3,128

教育・ 

研究用

諸室 

※注２ 

情報処理

学習室 
2 298 5 422 2 376 0 0 9 1,096

  

（出典：施設課）

※ 注１） 校地面積、校舎面積ともに設置基準上算入が可能な面積を上段に、算入が不可能な面積（寄宿舎等）を含めた面積 

      を下段に表記している。 

※ 注２） 教育・研究用諸室の研究室には教員室も含む。  
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（データ８－２）講義室の活用状況（予約システム）（工学部の例）（グループウェア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ８－３）入退館管理システム 
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（データ８－４）自動貸出装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ８－５）施設の有効活用に関する規程 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/7E9C18D535BA277C4925741E00052182?OpenDocument&Dsp=1 

（資料８－１－①－１）スペース管理システム 

（データ８―６）バリアフリーに対応している教育研究施設 

車椅子 車椅子 車椅子 
キャンパス名 

対応トイレ 対応スロープ 対応エレベーター 
自動ドア 通常エレベーター 

戸畑キャンパス 15棟 14棟 10棟 13棟 3棟

飯塚キャンパス 7棟 7棟 6棟 7棟 2棟

若松キャンパス 1棟 1棟 1棟 1棟 0棟

計 23棟 22棟 17棟 21棟 5棟

   （出典：施設課） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

校舎面積（校地面積）は、学生数に対して十分な面積であり、大学設置基準を満たしている。 

また、教育研究関連の諸室等には、多数の講義室等や、プロジェクター及びLAN等を設置するとともに、附属

図書館においては、入退館管理システムや自動貸出装置を導入するなど、利便性向上の取り組みを行い、有効に

活用されている。 

更に、教育研究スペースの有効利用を図るとともに、近年の耐震改修工事も含めて施設・設備の整備を順次進

め、バリアフリー化についても、整備、維持保全に取り組んでいる。 
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観点８－１－②： 大学において編成された教育課程の遂行に必要なＩＣＴ環境が整備され，有効に活用され

ているか。 

 

【観点に係る状況】 

３キャンパスを繋ぐ本学のネットワークシステムを平成12年度に導入し、以後、機器更新等の整備を行い現在

に至っており、情報科学センター（データ８－７）が運用管理を行っている。また、ネットワーク構成は、戸畑

キャンパスを中心に、飯塚、若松両キャンパスをダークファイバーにより 10Gbps でキャンパス間を接続し、各

キャンパス内は１～10Gbpsのネットワークで接続しており、無線LANアクセスポイント98か所（戸畑25、飯塚

36、若松 37）を設けている（データ８－８）。学外には、戸畑キャンパス内 SINET 室に設置された学術情報基盤

センターのSINETノードと１Gbpsで接続している。また、学外との接続にはファイヤーウォール、IDS/IDPを設

置し、ネットワークのセキュリティを確保している。 

 各キャンパスには、授業や演習に利用するため555台の端末を設置しており（データ８－９）、学生の自学自習

のため８時50分～21時45分まで利用できるようにしており、授業、自学自習等に有効に活用されている（デー

タ８－10）。なお、各端末の利用については、新入生のオリエンテーションや授業等で、利用の手引き等を配付し

（資料８－１－②－１）、ウェブサイトでも利用案内やオンライン登録等の情報を提供している（データ８－11）。

また、情報科学センターには情報に関する相談員が配置され、学生はコンピュータ・ネットワーク・システムに

関して相談することができる。 

 

（データ８－７）情報科学センター規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/046E370EB224E7014925741E000521BB?OpenDocument&Dsp=1 

（データ８－８）教育計算機システム・ネットワーク概要 
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（データ８－９）学生が利用できるパソコンの設置状況【再掲】（前出・データ７－17、P112） 

（データ８－10）教育システムの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：情報科学センター） 

 

（資料８－１－②－１）利用の手引き 

（データ８－11）ウェブサイトでの端末利用案内及びオンライン登録等の情報 

 

【分析結果とその根拠理由】 

授業用パソコン、自学自習用パソコンの確保、これらの夜間開放、無線LANなど、学生の自学自習を支援する

ネットワーク環境を整備しており、また、学生に対して、利用の手引きの配付や利用案内等の情報提供を行うな

ど、ICT環境が整備され、有効に活用されている。 

 

 

観点８－１－③： 施設・設備の運用に関する方針が明確に規定され，大学の構成員（教職員及び学生）に周

知されているか。 

 

【観点に係る状況】 

各施設の利用方法を明記した「学生生活案内」（資料８－１－③－１）、「図書館利用案内」（データ８－12）を

平成20年 
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配付・掲示するとともに、学内グループウェア及びウェブサイトに、学内施設利用規程（データ８－13）・利用案

内（学外研修施設等）（データ８－14）を掲載している。また、各施設等予約システム(会議室、公用車、講義室、

宿泊施設）を学内グループウェアに掲載し、運用するなど（データ８－15）、大学構成員に周知している。 

 

（資料８－１－③－１）学生生活案内（施設の利用方法） 

（データ８－12）図書館利用案内（抜粋）（冊子） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ８－13）学内施設利用規程（グループウェア） 
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（データ８－14）各施設の利用案内（ウェブサイト） 

＜学外研修施設＞                 ＜保健センター＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜情報科学センター＞              ＜附属図書館＞ 
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（データ８－15）各施設等予約システム（グループウェア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

各施設の利用規程を定めて、利用方法を明記した印刷物を配布・掲示するとともに、学内施設利用規程、利用

案内及び各施設等予約システムを学内グループウェア等に掲載していることから、施設・設備の運用に関する方

針を明確に規定し、構成員に周知している。 

 

 

観点８－２－①： 図書館が整備され，図書，学術雑誌，視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的

に収集，整理されており，有効に活用されているか。 

 

【観点に係る状況】  

附属図書館の図書、学術雑誌、視聴覚資料は、「附属図書館の図書数」等（データ８－16～18）のとおりである。

図書資料については、年度初めに附属図書館運営委員会（データ８－19）において学生用図書資料整備額配分案

を審議し、学部、外国人留学生、図書館の配分額を決定している。また、部局配分額は各部局の情報化推進委員

会（データ８－20）において承認され、各学科の情報化推進委員により、本学のシラバスに記載された授業用教

科書、参考書を考慮し選定している。更に、常時受付けている「利用者の声」（データ８－21）からのリクエスト

図書、選書ツアーやバーチャル選書への参加者による選書、図書館配分額からのベストセラー図書及び館員によ

る選定図書により、自然科学・工学分野と人文・社会科学系分野のバランスに配慮した選定を行っている（デー

タ８－22）。なお、別途、視聴覚資料整備費により毎年計画的に整備を図っており、DVD・ビデオ資料やTOEIC学

習図書、ビデオオンデマンド資料の導入によって特に語学学習用資料の充実を図るとともに（データ８－18）、ビ

デオオンデマンド資料をリレーセミナーの教材としたり、SAPL資料や英字オンライン新聞を教材とするなど、視

聴覚資料の授業への活用を図っている。 

また、本館(戸畑）・分館(飯塚)の所蔵資料の相互取寄せを受付けており、 所蔵資料の貸出・返却をどちらの図

書館でも可能とする運用体制としている（データ８－23）。更に、若松の生命体工学研究科からの貸出希望につい
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ては、本館、分館から迅速に配送する体制をとっている（データ８－23）。なお、雑誌論文の複写物や図書の現物

については、マイライブラリ（データ８－24）の導入により学内の他キャンパス及び他大学の図書館が所蔵する

資料の入手を電子的に申し込むことが可能になるなど、迅速な資料の提供に努めており、「学外文献複写及び図書

貸借件数」（データ８－25）のとおり、有効に活用されている。 

その他に、電子ジャーナル及びWeb of Science、INSPEC等の学術情報データベース（データ８－26）を導入・

提供するとともに、学術雑誌（電子ジャーナルを含む）及び学術情報データベースについては、利用実態を踏ま

え、全学共通経費化により、各研究室からネットワークで閲覧が可能となり、より有効に利用されるようになっ

たため、電子ジャーナルのダウンロード数及び学術情報データベースの利用件数は増加している（データ８－27）。    

また、本学で生産された教育・研究成果を広く発信するため、平成20年3月より九州工業大学学術機関リポジ

トリ"Kyutacar"（キューテイカー）の運用を開始するとともに（データ８－28）、現在までに学術雑誌掲載論文、

紀要論文、テクニカルレポート、学位論文、研究調査報告書など、約1,000件以上のコンテンツを公開し（デー

タ８－29）、広く利用されており（データ８－30）、今後、過去から現在までの研究成果を網羅的に収集し、発信

するため、紀要論文及び学位論文の遡及登録に取り組んでおり、更なるコンテンツ拡充を図ることとしている。 

 

（データ８－16）附属図書館の図書数                            （単位：冊） 

※ 平成21年3月31日現在                            （出典：附属図書館） 

 

区分 総記 哲学 歴史 
社会 

科学 

自然 

科学 
工学 産業 芸術 語学 文学 合  計

和 

書 
15,069 11,415 15,077 42,738 43,403 76,671 4,055 6,950 12,752 18,587 246,717

洋 

書 
2,299 5,381 1,993 7,608 64,394 55,662 327 884 9,074 10,899 158,521

本 

館 

（
戸 

畑
） 計 17,368 16,796 17,070 50,346 107,797 132,333 4,382 7,834 21,826 29,486 405,238

和 

書 
6,546 3,177 2,755 9,996 16,336 24,693 870 1,758 4,841 6,524 77,496

洋 

書 
355 886 708 1,569 13,367 14,200 75 236 2,927 1,294 35,617

分 

館 

（
飯 

塚
） 計 6,901 4,063 3,463 11,565 29,703 38,893 945 1,994 7,768 7,818 113,113

和 

書 
21,615 14,592 17,832 52,734 59,739 101,364 4,925 8,708 17,593 25,111 324,213

洋 

書 
2,654 6,267 2,701 9,177 77,761 69,862 402 1,120 12,001 12,193 194,138

合 
 
 

計 

計 24,269 20,859 20,533 61,911 137,500 171,226 5,327 9,828 29,594 37,304 518,351
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（データ８－17）附属図書館の学術雑誌数 

＜雑誌受入数＞                      （単位：タイトル） 

 和 洋 計 

購入 713 282 995

寄贈 3,678 105 3,783

総受入数 4,391 387 4,778

 

＜電子ジャーナル＞ 

 アクセス可能タイトル数 

国内 6

国外 4,705

 

（平成21年３月31日現在）                （出典：附属図書館） 

 

（データ８－18）附属図書館の視聴覚資料受入数 

事項 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 計 

TOEIC学習資料 61 90 216 203 101 671 

CD 107 36 16 156 12 327 

DVD 494 473 245 266 228 1,706 

CD-ROM・DVD-ROM 49 71 86 25 25 256 

ビデオテープ 20 20 80 5 0 125 

カセットテープ 5 2 18 0 1 26 

マイクロフィルム 0 15 0 0 0 15 

ビデオオン 

デマンド 
0 0 

26

※ (6) 

35

※ (15) 

32 

※ (11) 

93

※ (32) 

計 736 707 687 690 399 3,219 

※ ビデオオンデマンドの語学学習用資料数（内数）            （出典：附属図書館） 

 

（データ８－19）附属図書館運営委員会規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/8692CB5649B0EA5D4925741E00052151?OpenDocument&Dsp=1 
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（データ８－20）工学研究院情報化推進委員会内規（第１、２条） 

 

（データ８－21）利用者の声 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（目的） 

第１条 この内規は，九州工業大学大学院工学研究院における情報化を推進し，教育研究活動の効率化及 

 び管理運営の円滑化を図るため，九州工業大学大学院工学研究院情報化推進委員会（以下「委員会」と 

 いう。）を置き，その組織及び運営について定めるものとする。 

（審議事項） 

第２条 委員会は，次に掲げる事項を審議する。 

 (1) 情報化の推進に関すること。 

 (2) 情報化に係る施設設備に関すること。 

 (3) 図書資料の選定に関すること。 

 (4) 研究報告に関すること。 

 (5) 附属図書館に対する要望事項に関すること。 

 (6) その他工学研究院長の諮問する事項 
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（データ８－22）各分野のバランスに配慮した図書の選定（リクエスト図書等） 

冊数 
分野 

本館 分館 

本・読書 11 24

哲学・心理学 50 83

歴史 80 79

社会科学 150 96

就職・大学生活 190 126

自然科学 326 445

技術・工学 310 325

産業 16 11

芸術・スポーツ 37 18

語学 34 71

文学 130 390

計 1,334 1,668

（出典：附属図書館） 

 

（データ８－23）附属図書館本館、分館の相互取り寄せについて 
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（データ８－24）マイライブラリ（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ８－25）学外文献複写及び図書貸借件数                      （単位：件） 

事項 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

学外への依頼 2,838 3,314 2,708 2,336 1,832文献複写 

（学外） 学外からの依頼 1,830 1,528 1,087 924 634

学外からの借受 221 413 467 397 390
図書貸借 

学外への貸出 360 375 589 261 283

（出典：附属図書館） 

 

（データ８－26）電子ジャーナル及び学術情報データベースの提供（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



九州工業大学 基準８ 

- 146 - 

（データ８－27）附属図書館の利用状況 

事項 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

入館者数 384,810 421,503 384,208 380,192 377,104

館外貸出数 53,404 70,922 72,696 70,296 73,767

電子ジャーナルからの 

ダウンロード数 
68,636 94,091 155,689 173,280 210,729

学術情報データベース 

利用件数 
27,345 67,104 85,066 107,283 110,354

（出典：附属図書館） 

 

（データ８－28）九州工業大学学術機関リポジトリ"Kyutacar"（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ８－29）九州工業大学学術機関リポジトリの登録状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成21年３月31日現在）  （出典：附属図書館） 

資料種別 登録数（件） 

学術雑誌掲載論文 757

学位論文 45

学位論文（内容･審査の要旨） 259

紀要論文 66

テクニカルレポート 19

研究調査報告書 26

学会・会議発表論文 8

図書 1

その他 1

合計 1,182
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（データ８－30）九州工業大学学術機関リポジトリ"Kyutacar"へのアクセス状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：附属図書館） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

教育研究活動において必須となる図書資料、学術雑誌資料、視聴覚資料についてその必要性を認識し、利用度

を測りながら整備及び活用が図っていることから、教育研究上必要な資料を系統的に収集、整理し、有効に活用

している。 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

○ 視聴覚資料整備費により毎年計画的に語学学習資料の整備を図ってきており、DVD・ビデオ資料やTOEIC学

習図書が非常に充実しているとともに、近年はビデオオンデマンド資料の導入にも力を入れることにより、よ

り一層の語学学習用資料の充実に努めている。更に、ビデオオンデマンド資料をリレーセミナーの教材とした

り、SAPL 資料や英字オンライン新聞を教材とするよう働きかけるなど、視聴覚資料の授業への活用も図って

いる。 

○ 施設の有効活用を目的としてスペース・チャージ制度を平成17年度から運用しており、利用スペ－スにチャ

－ジを課すことにより不要なスペ－スが創出され、学内に利用公募して新たな教育研究スペ－スとして利用し、

生み出された原資は施設の維持保全や改修整備に活用している。 

 

【改善を要する点】 

特になし 

 

 

月 訪問者 訪問数 ページ 件数 バイト 

平成20年４月 142 838 3,756 5,674 146.96 Mｂ 

平成20年５月 139 855 5,047 7,459 157.58 Mｂ 

平成20年６月 207 796 6,407 9,907 204.46 Mｂ 

平成20年７月 155 788 3,008 4,648 87.44 Mｂ 

平成20年８月 754 1,543 8,602 12,533 1.48 Gｂ 

平成20年９月 1,608 2,593 12,706 20,213 2.72 Gｂ 

平成20年10月 2,313 3,543 13,563 22,403 4.30 Gｂ 

平成20年11月 2,364 3,457 16,981 25,967 4.16 Gｂ 

平成20年12月 2,569 3,861 11,821 20,893 5.13 Gｂ 

平成21年１月 3,051 4,689 22,593 36,760 6.60 Gｂ 

平成21年２月 3,036 4,560 24,539 37,459 6.46 Gｂ 

平成21年３月 3,348 5,190 31,360 48,674 5.98 Gｂ 

合計 19,680 32,713 160,383 252,590 37.43 Gｂ 
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（３）基準８の自己評価の概要 

施設の有効活用はスペ－ス管理システムを通じて教育研究スペ－スの有効利用と、それに伴い生み出される原

資を活用し、施設の維持や整備を実施している。 

また、バリアフリ－化については、耐震補強等大型の改修工事や年次計画よる学内営繕工事においてスロ－プ・ 

自動扉・トイレ・エレベ－タ－の整備・改修工事により継続的に実施している。 

ICT 環境については、授業用パソコン、自学自習用パソコンの確保、これらの夜間解放、無線LAN など、学生

の自学自習を支援するネットワーク環境も整備しており、また、学生に対して、利用の手引きの配付や利用案内

等の情報提供を行うなど、整備し、有効に活用されている。 

附属図書館の資料等は、図書、学術雑誌、視聴覚資料、電子ジャーナルのほかに、学術情報データベースが整

備されている。 

図書資料については、各学科の情報化推進委員による選定、シラバスに掲載している図書やリクエスト図書、

選書ツアーやバーチャル選書による選書、館員による選書、ベストセラー図書の整備により、バランスの良い蔵

書構成に努めている。また、選書ツアー及びバーチャル選書を平成20年度に初めて実施し、戸畑、飯塚、若松各

キャンパスから延べ35人の参加があり、計365冊が選書され、特設コーナーへの展示及び図書館ウェブサイトで

の広報を行った結果、参加者へのアンケートからも大変好評だったので今後も継続する計画である。 

また、視聴覚資料整備費により、毎年計画的に整備を図っており、DVD・ビデオ資料やTOEIC学習図書、ビデオ

オンデマンド資料の導入によって特に語学学習用資料の充実を図るとともに、ビデオオンデマンド資料をリレー

セミナーの教材としたり、SAPL資料や英字オンライン新聞を教材とするなど、視聴覚資料の授業への活用を図っ

ている。 

更に、平成17年度より本館(戸畑）・分館(飯塚)の所蔵資料の相互取寄せを受付けており、所蔵資料の貸出・返

却をどちらの図書館でも可能とする運用体制を行うとともに、若松の生命体工学研究科からの貸出希望について

は、従来より本館、分館から迅速に配送する体制をとっている。また、雑誌論文の複写物についても従来より配

送する体制をとっているが、図書館システムのマイライブラリ導入によって複写依頼の状況が照会できるように

するなど、利用者サービスの充実に努めている。 

学術情報データベースの整備においては、従来独自のプラットフォームから提供されていた INSPEC を Web of 

Science と同じWeb of Knowledge のプラットフォームに統一し、シームレスに利用できるよう、従来CD-ROM 版

であった Journal of Citation Report をウェブ版に変え、Web of Science と一体として利用できるよう利便性

の向上を図っている。 

また、リポジトリに関しては平成20年度より教員情報データベースとの連携機能の運用も開始し、コンテンツ

の拡充を行っている。それに伴いアクセス数が急増し、本学の研究成果の発信において多大な成果を挙げている。

現在は過去から現在までの研究成果を網羅的に収集し、発信するため、紀要論文及び学位論文の遡及登録に取り

組んでいる。 
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基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点９－１－①： 教育の状況について，活動の実態を示すデータや資料を適切に収集し，蓄積しているか。 

 

【観点に係る状況】 

教育活動を示すデータや資料として、教育支援課及び各部局学務係等で各授業科目についてのシラバス、履修

登録状況、成績、出席状況等の学籍データを教務情報システムに記録し、蓄積している（データ９－１）。成績評

価に利用した試験答案、レポート等については各教員が、卒業論文、修士論文、博士論文については部局又は附

属図書館が紙又はCD媒体で一定期間保管している（データ９－２、３）。これらの教育活動の実態を示すデータ

や資料は、JABEE基準（データ９－４）に準じるとともに、本学の法人文書管理規程（データ９－５、６）に則

して適正に保存している。 

 学生自身の学習成果を常に把握する「学習成果自己評価シート（ポートフォリオ）」によるドキュメントについ

ては、特色GP（データ９－７）により現在、電子ポートフォリオに進化させ全学に展開中であり、完成した時点

で電子媒体データとして蓄積される。 

 また、国立大学法人評価における教育の状況の資料提出にあたり、自己点検・評価を行うためのデータベース

による教育活動の状況の収集を行っている（データ９－８）。その他、本学の教育委員会等において実施された教

育計画・管理・改善等の活動については、議事要旨が電子媒体でされており、学内において閲覧できる（データ

９－９）。 

 

（データ９－１）教務情報システム（情報工学部の例）【再掲】（前出・データ６－４、P93） 

（データ９－２）試験問題等の保管（情報工学部・生命情報工学科の例）【再掲】（前出・データ５－31、P68） 

（データ９－３）附属図書館での博士論文保管について 
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（データ９－４）JABEE基準 

http://www.jabee.org/OpenHomePage/kijun/criteria2009_090120.pdf 

（データ９－５）法人文書管理規程 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/77C329052226AD154925741E00052154?OpenDocument&Dsp=1 

（データ９－６）法人文書管理規程別表（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ９－７）平成19年度特色GP「学生自身の達成度評価による学修意識改革」【再掲】（前出・データ６－５） 

http://www.tgp.kyutech.ac.jp/ 

（データ９－８）データベースによる教育活動状況の収集（グループウェア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育支援関係文書 

文書の種類 保存期間（年） 

学籍簿、成績原簿 永久

学位授与に関するもの 

教務情報システムに関するもので重要なもの 30

教務情報システムに関するもの 10

定期試験に関するもの 

シラバス 5

教職員保有文書 

文書の種類 保存期間（年） 

博士論文 10

卒業論文、修士論文 

学年末・中間試験問題 5
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（データ９－９）各種委員会の議事要旨（グループウェア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

教育活動の実態を示すデータや資料は、シラバス、学生の履修記録及び成績等の学籍データとして教務情報シ

ステムに記録し、蓄積しており、成績評価に利用した試験答案等は紙又はCD媒体で、JABEE基準に準ずるととも

に、法人文書管理規程に則して保存している。 

これらのことから、教育活動の実態を示すデータや資料を適切に収集し、蓄積している。 

 

 

観点９－１－②： 大学の構成員（教職員及び学生）の意見の聴取が行われており，教育の質の向上，改善に

向けて具体的かつ継続的に適切な形で活かされているか。 

 

【観点に係る状況】 

授業アンケートによる評価は従来から各部局で、教育内容、方法、理解度、教育環境等に対する履修者からの

評価と意見を段階評価と自由記述により実施している。その結果は、集計、分析され、授業改善のため必ず授業

担当者にフィードバックされると同時に教育組織に報告され、改善の推進力となっている（データ９－10）。特に

情報工学部では、評価結果を科目名を明示してキャンパス内で公表すると同時に（データ９－11）、優れた評価を

受けた授業を表彰する制度「 Lectures of the Year (LOY)」（資料９－１－②－１）を毎年実施しており、被表

彰者は模範的授業を公開し、他の教員の授業改善に協力するとともに、「より良い授業をするためのヒント集」（デ
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ータ９－12）の作成に貢献している。最近では、全学で全教員に授業公開を義務付け（資料９－１－②－２）、ピ

ア評価により相互改善を行っている。また、回収率の向上を含むアンケートの実施方法、内容等については、各

部局の教育委員会等（資料９－１－②－３、４）において、常に検討が続けられ、PDCAサイクル（データ９－13）

により改善を重ねている。更に、ウェブサイトを用いたオンライン・アンケートによるシステム化等を検討して

いる。 

各学府・研究科においても、学部で実施しているFD活動と同様の授業アンケート評価を実施しており（データ

９－14）、授業公開も実施あるいは予定している（資料９－１－②－２）。 

なお、３年に一度、全学的に学生生活実態調査を実施し、教育、学生の学習、生活、設備など、あらゆる面に

おいて学生のニーズを把握し、改善に向けた対応を行っている（データ９－15）。 

そのほか、各部局では、定期的に教育フォーラムやFD活動として学生代表との交流会（データ９－16）を行い、

教育の取り組み、教育実態等について教職員・学生代表から意見を求め、相互理解と教育への意見の反映を行っ

ている。 

 

（データ９－10）授業アンケートの結果（情報工学部の例）【再掲】（前出・データ３－25、P30） 

（データ９－11）授業アンケートによる評価のキャンパス内での公表（情報工学部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料９－１－②－１）平成19年度Lectures of the Yearの結果【再掲】（前出・資料３－２－②－１） 

（データ９－12）より良い授業をするためのヒント集【再掲】（前出・データ３－26、P31） 

（資料９－１－②－２）授業公開（工学部、工学府）（平成19年度工学部自己点検・評価報告書 P124、125 より） 

（資料９－１－②－３）工学部教務委員会内規【再掲】（前出・資料２－１－②－１） 

（資料９－１－②－４）情報工学部教育委員会内規【再掲】（前出・資料２－１－②－２） 

 

 

 

 

 



九州工業大学 基準９ 

- 153 - 

（データ９－13）PDCAサイクルによるフィードバックの組織構成図（情報工学部の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ９－14）授業アンケートによる評価（生命体工学研究科）【再掲】（前出・データ６－14、P98） 

（データ９－15）学生生活実態調査【再掲】（前出・データ７－７、P106） 

（データ９－16）学生と教員との交流会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

学生を対象とした授業アンケートによる評価を行い、その結果を授業の各担当教員にフィードバックし、改善

を図っている。また、授業評価の数値的結果を一部局では学内で公表し、効果的に改善を促すとともに、授業評

価の実施方法、内容等については各部局で検討し、PDCAサイクルにより継続的な改善を重ねている。更に、全学

で授業公開を行い、参加した教員がピア評価することにより相互改善を行っている。 

定期的に全学的な学生生活実態調査を実施し、得られた学生からの要望及び意見に対する回答を明確にし、着

教育の継続的改善を目的としたPlan-Do-Check-Actionによる組織 

FD委員会
教育改善委員会(各学科）
現場の問題の調査
改善余地事項の把握

各学科 科目担当

実施
効果の報告

各学科 教育改善委員会

学習教育目標の設定
教育の改善方法を策定

教育委員会
学科横断的問題点、改善策、
実施方法を検討
結果を学科に提案

Action

Plan Do

Check
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実に改善の実施を行っている。また、部局において教育フォーラムや学生代表との交流会を行い、教育の取り組

みや教育実態等について教職員・学生代表から意見を求め、相互理解と教育への意見の反映を行っている。 

以上のことから、大学構成員の意見を聴取し、具体的かつ継続的に教育の質の向上・改善に努めている。 

 

 

観点９－１－③： 学外関係者の意見が，教育の質の向上，改善に向けて具体的かつ継続的に適切な形で活か

されているか。 

 

【観点に係る状況】 

定期的に開催している経営協議会には学外の有識者が９名含まれており、これらの委員に対して本学の中期目

標・中期計画の報告、達成状況報告、現況調査内容など、教育の全容について報告されており、教育の在り方等

について意見を求めている（資料９－１－③－１）。また、第三者評価を実施し、学外の有識者から本学の教育の

実態について意見を収集した（データ９－17）。それらの内、例えば、優秀な学生に入学してもらうための改善策

として、高校生及び進路指導教員の本学への認知度が上がるよう入試広報活動を強化した。 

また、学部・大学院においては、卒業生・修了生の就職先企業等にアンケートを実施し（データ９－18）、カリ

キュラム編成等の見直しを継続的に行っている。この結果として、最近では、社会的ニーズ等を勘案した工学部

の改組（資料９－１－③－２）を実施するとともに、本学卒業生・修了生の英語能力に関する企業の評価が低い

ことを受け、TOEIC受験の推奨・単位認定化（資料９－１－③－３）、受験の義務化（資料９－１－③－４）を実

施し、受験料の半額を補助（資料９－１－③－５）している。更に、高校の進路指導教員を対象とした入試説明

会や高等専門学校等との懇談会（データ９－19、20）において、本学の教育について先進的な教育の取り組みと

その効果を含めた意見交換を実施している。 

外部の教育関係機関が主催する教育フォーラムで得られた教育に関する優れた知見や、本学が国際調査した先

進的な教育制度や方法を、年度計画等に取り入れて、継続的かつ全学的に実施している。 

 

（資料９－１－③－１）経営協議会の学外有識者委員からの意見を法人運営の改善に活用した、主な取組事例 

（データ９－17）外部評価報告書（教育、研究及び社会連携・国際交流関係） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp//soumu/hyouka2/siryo/gaibu-4.pdf 

（データ９－18）教育成果等に係るアンケート結果（就職先企業対象）【再掲】（前出・データ６－19、P102） 

（資料９－１－③－２）大学院・学部改組計画について【再掲】（前出・資料２－１－①－１） 

（資料９－１－③－３）TOEIC受験の推奨・単位認定化（工学部）【再掲】（前出・資料２－１－②－７） 

（資料９－１－③－４）TOEIC受験の義務化（情報工学部）【再掲】（前出・資料２－１－②－８） 

（資料９－１－③－５）TOEIC受験料の補助【再掲】（前出・資料２－１－②－９） 

（データ９－19）平20年度進学説明会等実施状況【再掲】（前出・データ１－９、P７） 
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（データ９－20）高等専門学校等との懇談会（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

外部有識者と本学の執行部から構成され、定期的に開催する経営協議会では、本学の教育活動に関して報告さ

れており、意見を求めている。また、第三者評価を実施し、同様に教育についての質の向上のための意見を得て

いる。具体的には、学生確保に関する入試広報活動の強化策を大学運営に反映した。 

また、外部の教育フォーラムで得られた教育に関する知見や、本学が国際調査した先進的な教育制度や方法を、

年度計画等に取り入れて、継続的かつ全学的に実施している。例えば、PBL 教育やインターンシップ等を実施し

た。 

この他、各部局で実施している卒業生・修了生の就職先企業等へのアンケート、高校の進路指導教員を対象と

した入試説明会及び高等専門学校等との懇談会において、学外関係者の意見を求め、カリキュラムの見直し等を

行っている。 

このことから、学外関係者の意見が、教育の質の向上、改善に向けて具体的かつ継続的に適切な形で活かされ

ている。 

 

 

観点９－１－④： 個々の教員は，評価結果に基づいて，それぞれの質の向上を図るとともに，授業内容，教

材，教授技術等の継続的改善を行っているか。 

 

【観点に係る状況】 

学生に対して授業等の講義内容、方法、理解度、教育環境等に関する授業アンケートを実施し、その授業評価

結果・意見を集計・分析し、授業担当者にフィードバックして授業内容等の改善を行っている（データ９－21）。

また、情報工学部では、結果を公開するとともに優れた評価を受けた授業を表彰する制度「 Lectures of the Year 

(LOY)」（資料９－１－④－１）を毎年実施しており、被表彰者は模範的授業を公開し、他の教員の授業改善に協
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力するとともに、「より良い授業をするためのヒント集」（データ９－22）の作成に貢献している。最近では、全

学で全員に授業公開を義務付け（資料９－１－④－２）、ピア評価により相互改善を行う方向へと発展している。 

更に、教育職員の教育研究活動等の一層の活性化を図り、質的向上に努めることを目的として平成18年度より

教育職員評価を実施した（３年に１度実施）。なお、改善を要する者には改善計画書の提出を求めるとともに、優

良な者については賞与への反映を行った。（データ９－23）。 

 

（データ９－21）授業アンケートの結果（情報工学部の例）【再掲】（前出・データ３－25、P30） 

（資料９－１－④－１）平成19年度Lectures of the Yearの結果【再掲】（前出・資料３－２－②－１） 

（データ９－22）より良い授業をするためのヒント集【再掲】（前出・データ３－26、P31） 

（資料９－１－④－２）授業公開（工学部、工学府）【再掲】（前出・資料９－１－②－２） 

（データ９－23）九州工業大学における教育職員の評価について【再掲】（前出・データ３－21） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp/soumu/hyouka2/kyoiku18.pdf 

 

【分析結果とその根拠理由】 

学生を対象とした授業アンケートによる評価等により教育職員の教育研究活動等の一層の活性化を図るととも

に、質的向上に努めることを目的とした教育職員評価を行い、その結果を教員にフィードバックして、授業内容、

教材、教授技術等の継続的な改善を行っている。 

 

 

観点９－２－①： ファカルティ・ディベロップメントが，適切な方法で実施され，組織として教育の質の向

上や授業の改善に結び付いているか。 

 

【観点に係る状況】 

学部においては、全学の教育委員会（データ９－24）の下で、部局のFD委員会等（資料９－２－①－１、２）

においてそれぞれの所掌に応じ、科目分野間の有機的な連携の実現、成績評価基準の統一化、基礎科目の充実、

学生による授業アンケートとそのフィードバック等の改善活動を行っている（データ９－25）。 

改善例として、学生の英語力、コミュニケーション能力、表現力及び探究能力の向上の必要性が明らかになり、

TOEIC自己学習教材の導入（資料９－２－①－３）、TOEIC受験の推奨・単位認定化（資料９－２－①－４）、受験

の義務化（資料９－２－①－５）、受験料の半額補助（資料９－２－①－６）、キャリア形成概論の開講（データ

９－26）、少人数教育科目（資料９－２－①－７）及びPBL科目（データ９－27）の充実等を図っている。 

各学府・研究科においても、全学の教育委員会の下で、教育改革WG、FD委員会等が組織され、学生による授業

アンケート（データ９－28）、複数指導教員制（データ９－29）、コース・モジュール制（データ９－30）、クォー

ター制（データ９－31）の導入等の教育改善を実施している。 

 

（データ９－24）教育委員会規則【再掲】（前出・データ２－３） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/4235A519C4C9FF614925741E000522DC?OpenDocument&Dsp=1 

（資料９－２－①－１）工学府・工学部教育方法等開発委員会内規【再掲】（前出・資料２－２－②－３） 

（資料９－２－①－２）ファカルティ・ディベロップメント（FD）委員会要項（情報工学部）【再掲】 

（前出・資料２－１－②－６） 
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（データ９－25）PDCAサイクルによるフィードバックの組織構成図（情報工学部の例）【再掲】（前出・データ９－13、P153） 

（資料９－２－①－３）TOEIC自己学習教材の受入れ状況 

（資料９－２－①－４）TOEIC受験の推奨・単位認定化（工学部）【再掲】（前出・資料２－１－②－７） 

（資料９－２－①－５）TOEICの義務化（情報工学部）【再掲】（前出・資料２－１－②－８） 

（資料９－２－①－６）TOEIC受験料の補助【再掲】（前出・資料２－１－②－９） 

（データ９－26）キャリア形成概論の開講 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料９－２－①－７）少人数教育の実施について【再掲】（前出・資料５－２－①－１） 

（データ９－27）PBL科目の実施（工学部）【再掲】（前出・データ５－21、P63） 

（データ９－28）授業アンケートの結果（情報工学部の例）【再掲】（前出・データ３－25、P30） 

（データ９－29）工学府学修細則（第４条）（指導教員関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/D79294446F12A0344925741E00052284?OpenDocument&Dsp=1 

（データ９－30）平成19年度大学院教育改革支援プログラム（モジュール積み上げ方式の分野横断型コース） 

【再掲】（前出・データ５－36） 

http://www.jsps.go.jp/j-daigakuin/data/07_sinsa/B039.pdf 

（データ９－31）クォーター制の科目一覧（生命体工学研究科の例）【再掲】（前出・データ５－50、P77） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

全学的に教育改善組織が実働しており、FD活動を継続的に実施している。また、学生による授業評価など、授

業改善等のFD活動を展開し、TOEIC自己学習教材、少人数教育科目、PBL科目、コース・モジュール制、クォー

ター制の導入等を図っており、組織として教育の質の向上や授業改善に結び付けている。 
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観点９－２－②： 教育支援者や教育補助者に対し，教育活動の質の向上を図るための研修等，その資質の向

上を図るための取組が適切に行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

教育支援者である技術職員に対しては、技術研究会（データ９－32）を実施しており、教育補助者に対しては、

TAマニュアル（資料９－２－②－１）を作成し、配付するとともに、個別に説明会や技術指導を行い、その能力

の向上に努めている。 

 

（データ９－32）技術研究会の実施（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料９－２－②－１）TAマニュアル 

 

【分析結果とその根拠理由】 

教育支援者である技術職員に対しては技術研究会、教育補助者に対しては、TAマニュアル、説明会及び技術指

導によりその能力の向上に努めている。 

このことから、教育支援者や教育補助者に対し、教育活動の質の向上を図るための研修など、その資質の向上

を図るための取り組みが適切に行われている。 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

○ 情報工学部では、評価結果を科目名を明示してキャンパス内で公表すると同時に、優れた評価を受けた授業

を表彰する制度「 Lectures of the Year (LOY)」を毎年実施しており、被表彰者は模範的授業を公開し、他の
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教員の授業改善に協力するとともに、「より良い授業をするためのヒント集」の作成に貢献している。 

○ 学生による授業評価については、学部だけではなく、大学院にも拡充している。 

 

【改善を要する点】 

特になし 

 

 

（３）基準９の自己評価の概要 

教育の活動を示すシラバス、履修科目の成績等の学籍データ、教育委員会等の議事要旨等については事務局で、

また、成績評価に利用した答案やレポート等は、各学部・学科、各学府・研究科・専攻あるいは教員が、JABEE

基準に準じ、かつ、本学法人文書管理規程に則して保管するよう措置している。 

学生による授業評価については、全授業科目において実施しており、分析結果を教員にフィードバックし、授

業内容の改善や授業公開に努めているほか、大学院にも授業評価を拡充している。また、情報工学部では教員の

表彰制度を導入しており、被表彰者は授業を公開し、他の教員の授業改善に協力するとともに、「より良い授業を

するためのヒント集」の作成に協力している。更に、教育職員の教育研究活動等の一層の活性化を図り、質的向

上を図ることを目的として平成18年度より教育職員評価を実施し（３年に１度実施）、改善を要する者には改善

計画書の提出を求めるとともに、優良な者については賞与への反映を行っている。 

学外関係者の意見の聴取については、経営協議会の学外有識者委員等に意見を求めるとともに、卒業生・修了

生の就職先企業等へアンケートを行うなど、教育の質の向上、改善に活かしている。 

FD活動については、各部局の教育委員会等において組織的に教育等の改善を進め、教育の質の向上や授業改善

に結びつけている。 

また、教育支援者である技術職員については技術研究会を実施し、教育補助者についてはTAマニュアルによる

説明会及び技術指導等を実施しており、教育活動の質の向上を図っている。 
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基準10 財務 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点10－１－①： 大学の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しているか。また，債務

が過大ではないか。 

 

【観点に係る状況】 

監査法人による監査結果を踏まえた資産及び負債の変遷は、（データ10－１～５、資料10－１－①－１、２）

のとおりであり、法人設立時に国から資産50,389,879千円を承継し（資料10－１－①－１）、平成20年度末（平

成21年３月31日現在）の資産の額は52,700,150千円(固定資産49,530,953千円、流動資産3,169,197千円)、

負債の額は9,930,346千円（固定負債5,654,212千円、流動負債4,276,133千円）（資料10－１－①－２）とな

り、資産に対する負債の割合は18.8％となっている。 

 

（データ10－１）資産及び負債の変遷                                               （単位：千円） 

  （出典：会計課） 

（資料10－１－①－１）法人設立時貸借対照表 

（データ10－２）平成16年度貸借対照表（平成16年度財務諸表等 （P１、２）より） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp//soumu/koukai/toppage/h16zaimu.pdf 

（データ10－３）平成17年度貸借対照表（平成17年度財務諸表等 （P１、２）より） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp//soumu/koukai/toppage/h17zaimu.pdf 

（データ10－４）平成18年度貸借対照表（平成18年度財務諸表等 （P１、２）より） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp//soumu/koukai/toppage/h18zaimu.pdf 

（データ10－５）平成19年度貸借対照表（平成19年度財務諸表等 （P１、２）より） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp//soumu/koukai/toppage/h19zaimu.pdf 

（資料10－１－①－２）平成20年度貸借対照表 

 

 

負 債 
  

資 産 
（Ａ） （Ｂ） うち資産見返負債

（Ｃ） 

負債／資産
（Ｂ／Ａ）

資産見返負債 

／負債 

（Ｃ／Ｂ） 
備考 

法 人 設 立 時 
（平成16年４月１日） 

50,389,879 8,763,318 4,695,655 17.4% 53.6% 資料10－１－①－１

平成16年度終了時 50,788,340 9,936,291 4,709,986 19.6% 47.4% データ10－２ 

平成17年度終了時 50,909,353 8,301,267 4,754,130 16.3% 57.3% データ10－３ 

平成18年度終了時 50,526,297 8,027,306 4,690,973 15.9% 58.4% データ10－４ 

平成19年度終了時 51,556,859 9,103,412 4,827,267 17.7% 53.0% データ10－５ 

平成20年度終了時 52,700,150 9,930,346 5,118,837 18.8% 51.5% 資料10－１－①－２
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【分析結果とその根拠理由】 

平成16年度から平成20年度末における資産及び負債の状況を分析するとともに、監査法人による監査結果を

踏まえると、以下のような状況となっている。 

（１）本法人の資産は、法人化以前の土地・建物等すべてについて国からの出資を受け、老朽化した建物につ

いては、耐震改修整備事業等を実施している。 

（２）資産に対する負債の割合は、20％未満と安定的に低い水準である。 

（３）負債の内容についても、資産見返負債が約50％を占めており、借入金等の実質的かつ金銭的な債務はな

いことなど、内容的にも問題となる要因は認められない。 

以上のことから、大学の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しており、債務も過大では

ないと判断する。 

 

 

観点10－１－②： 大学の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための，経常的収入が継続的に確保

されているか。 

 

【観点に係る状況】 

経常的収入は、文部科学省からの運営費交付金、授業料、入学金及び検定料収入等の自己収入、産学連携等研

究収入及び寄付金収入、補助金等収入の外部資金で構成されており、平成20年度の実績は、「平成20年度決算報

告書」（資料10－１－②－１）のとおりである。 

運営費交付金については、法人の基盤的経費が毎年度削減（効率化減対象経費の１％）されているものの、特

別教育研究経費等の獲得に努めている。 

自己収入については、オープンキャンパスの開催、企業主催の進学説明会への参加、高等学校等への訪問等を

実施し、志願者・入学者の確保に努めている。また、外部資金については、研究戦略室及び産学連携推進センタ

ーを中心として、その獲得に取り組んでおり法人化以降毎年増加している（データ10－６）。 

なお、授業料、検定料等の単価については文部科学省令（資料10－１－②－２）に定める｢標準額｣を採用して

いる。 

 

（資料10－１－②－１）平成20年度決算報告書 

（データ10－６）自己収入及び外部資金の変遷               （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：会計課） 

 

（資料10－１－②－２）文部科学省令（国立大学等の授業料その他の費用に関する省令（第２条）） 

自己収入 外部資金 

  授業料、入学金 

及び検定料収入 
雑収入 

産学連携等研究収入

及び寄附金収入 
補助金等収入 

平成16年度終了時 3,179 73 1,067 0 

平成17年度終了時 3,632 106 1,139 34 

平成18年度終了時 3,569 207 1,173 90 

平成19年度終了時 3,549 242 1,682 161 

平成20年度終了時 3,520 241 2,127 165 
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【分析結果とその根拠理由】 

自己収入については、適正な学生数の確保に努め、安定的な収入を確保している。また、外部資金についても、

社会情勢等に影響されやすい状況の中、収入額が増加していることから、経常的収入が継続的に確保されている

と判断する。 

 

 

観点10－２－①： 大学の目的を達成するための活動の財務上の基礎として，適切な収支に係る計画等が策定

され，関係者に明示されているか。 

 

【観点に係る状況】 

平成16年度～平成21年度までの第１期中期目標・中期計画期間における教育研究等の目標を達成するための

予算、収支計画、資金計画（資料10－２－①－１）は、本法人の中期計画の一部として、経営協議会、役員会の

議（データ10－７、８）を経て学長が決定の上、文部科学大臣に申請し、認可を受けている（データ10－９）。 

また、年度に係る予算、収支計画、資金計画は、経営協議会、役員会の議（データ10－７、８）を経て学長が

決定し、中期目標・中期計画及び年度計画と同様に、文部科学大臣に届け出た後（データ 10－９）、ウェブサイ

トに掲載している（資料10－２－①－２、データ10－10）。 

 

（資料10－２－①－１）中期目標・中期計画（平成16～21年度）における予算、収支計画及び資金計画 

（データ10－７）経営協議会規則（第２条）（審議事項関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/581A7D91668F3F014925741E000522C8?OpenDocument&Dsp=1 

（データ10－８）役員会規則（第２条）（審議事項関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/202F8BCDA8A943294925741E000522C5?OpenDocument&Dsp=1 

（データ10－９）基本規則（第22、23条）（中期目標・中期計画及び年度計画関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/54307F651514006A4925741E00052302?OpenDocument&Dsp=1 

（資料10－２－①－２）年度計画（平成20年度）における予算、収支計画及び資金計画 
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（データ10－10）中期目標・中期計画及び年度計画の掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

平成16年度～平成21年度に係る予算、収支計画、資金計画は、経営協議会、役員会の議を経て学長が決定し、

文部科学大臣に申請し、認可を受けており、また、年度に係る予算、収支計画、資金計画についても、経営協議

会、役員会の議を経て学長が決定していることから、適切な収支に係る計画等が策定されていると判断する。更

に、中期目標・中期計画及び年度計画は、ウェブサイトに掲載して、職員、学生を始め、外部からも自由に閲覧

できるとともに、年度に係る予算、収支計画、資金計画についても、文部科学大臣の承認後、ウェブサイトで公

開している。 

 

 

観点10－２－②： 収支の状況において，過大な支出超過となっていないか。 

 

【観点に係る状況】 

本法人の平成20年度の収支状況は、経常費用が11,442,554千円、経常収益は11,283,556千円で、経常利益は

△158,997千円となっており、臨時損失及び臨時利益を差し引いた当期総利益は、1,282千円を計上している（資

料10－２－②－１）。 

また、中期目標・中期計画で定められている緊急に必要となる対策費としての短期借入金の限度額は15億円（資

料10－２－②－２）としているが、借り入れは行っていない。 

 

（資料10－２－②－１）平成20年度損益計算書 

（資料10－２－②－２）中期目標・中期計画一覧表（Ⅶ 短期借入金の限度額） 
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【分析結果とその根拠理由】 

本法人における平成20年度の収支は、短期借り入れは行わず、当期総利益を計上していることから、支出超過

とはなっていないと判断する。 

 

 

観点 10－２－③： 大学の目的を達成するため，教育研究活動（必要な施設・設備の整備を含む。）に対し，

適切な資源配分がなされているか。 

 

【観点に係る状況】 

資源配分については、毎年度同様の手続を経て決定しており、平成20年度の予算を例にとると、平成20年３

月17日の経営協議会で審議した後（資料10－２－③－１）、平成20年４月２日の役員会で決定している（資料

10－２－③－２）。 

また、平成 20 年度支出予算の配分については、予算の概要のとおり下記の５区分に整理している（データ10

－11）。 

①人件費（常勤職員給与等に見込まれる予算） 

②教育研究費（学生への教育等のサービスについて見込まれる経費と教員の研究に係る経費） 

③管理的経費（光熱水費を含む大学運営のための管理的経費） 

④戦略的経費（戦略的・重点的に措置される経費）（データ10－12） 

⑤施設等経費・その他（施設費など、全学的な環境整備のための経費） 

なお、教育研究費の業績等評価配分経費については、教育職員評価における評価点を取り込み傾斜配分を行っ

ており、戦略的経費の教育戦略・研究戦略・国際戦略経費については公募方式をとり、理事・副学長による審査

により重点配分を行っている。また、世界的研究拠点形成を目指した５つの研究センター等のプロジェクトに対

して、学長裁量による人的措置や戦略的経費による資金措置並びに施設スペースの重点配分を行っている。 

 

（資料10－２－③－１）経営協議会議事次第（平成20年３月17日） 

（資料10－２－③－２）役員会議事次第（平成20年４月２日） 

（データ10－11）平成20年度予算の概要                        （単位：千円） 

  人 件 費 教育研究費 管理的経費 戦略的経費 
施設等経費・ 

その他 
合 計 

配分予算 5,669,110 1,921,046 448,282 231,000 234,626 8,504,064

比  率 67％ 22％ 5％ 3％ 3％ 100％

人件費を除いた金額 1,921,046 448,282 231,000 234,626 2,834,954

人件費を除いた比率 68％ 16％ 8％ 8％ 100％

（出典：会計課） 
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（データ10－12）戦略的経費の資源配分資料 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

配分された支出予算のうち人件費67％、教育研究費等（教育研究費、戦略的経費、施設等経費・その他）28％、

管理的経費５％となっている。そのうち、人件費を除いた比率は、教育研究費等84％、管理的経費16％となって

おり、本学の経営資源は、大学の主業務である教育研究活動に適切に配分され、また大学の目的を達成するため

有効に活用されていると判断する。 

 

 

観点10－３－①： 大学を設置する法人の財務諸表等が適切な形で公表されているか。 

 

【観点に係る状況】 

本法人の平成19事業年度に係る財務諸表等については、平成20年６月末に文部科学大臣に提出し、承認を受

けた後、国立大学法人法第35条の規定により、官報に公示（平成20年９月29日付）（資料10－３－①－１）し

ている。 

また、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律第22条第１項及び同施行令第12条の規定により、

大学のウェブサイトに掲載し、公表している（データ10－13）。 

 

（資料10－３－①－１）官報（平成20年９月29日付） 
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（データ10－13）財務諸表等の掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本法人の財務諸表等については、国立大学法人法の規定により官報に公示するとともに、ウェブサイトに掲載

し、公表していることから、適切な形で公表していると判断する。 

 

 

観点10－３－②： 財務に対して，会計監査等が適正に行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

財務に対する会計監査については、 

①内部監査室による財務監査及び業務監査 

②監事による監査 

③会計監査人による監査 

を実施している。 

内部監査については、本法人の内部監査規程（データ10－14）に基づき監査計画（資料10－３－②－１）を策

定し、監事監査については、監事監査規程（データ10－15）に基づき当該年度の監査計画（資料10－３－②－２）

を監事が策定し、それぞれ監査を実施するとともに（データ10－16、17、資料10－３－②－３、４）、監査の結

果を大学運営の改善に活用している（データ10－18、19）。 

会計監査人の監査については、文部科学大臣から選任された会計監査人により、国立大学法人法の規定に基づ

き、財務諸表、事業報告書(会計に係る部分のみ)、決算報告書について監査を受けている（資料10－３－②－５）。 
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（データ10－14）内部監査規程  

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/BCCF49EEFC1EEBBB4925741E000522D2?OpenDocument&Dsp=1 

（資料10－３－②－１）内部監査計画（会計処理関係業務監査について）（抜粋） 

（データ10－15）監事監査規程 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/8B94AD792E82B4B44925741E000522C9?OpenDocument&Dsp=1 

（資料10－３－②－２）監事監査計画 

（データ10－16）内部監査実施スケジュール等 

実施時期 監査内容及び対象 監査体制 

平成20年 

10月23日～27日 

内容：会計課関係業務 

   （１）納品検収の適正化の検証 

   （２）謝金の内部統制に関する検証 

   （３）随意契約の検証 

   （４）職務権限規程に関する検証 

対象：全部局 

会計課監査係 

臨時監査員 

平成20年 

12月15日～18日 

内容：人事関係業務 

   （１）時間外勤務への対応 

   （２）諸手当需給状況 

対象：全部局 

総務課長 

人事課員 

平成20年 

12月18日～24日 

内容：総務課関係業務 

   （１）情報セキュリティの管理状況 

   （２）危機管理への組織的な取り組み状況 

対象：全部局 

総務課員 

平成21年 

１月５日～30日 

内容：大学評価室関係業務 

（１）平成20年度事業計画にかかる実施予定事業 

対象：全部局 

総務課長 

大学評価室 
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（データ10－17）監事監査実施スケジュール等 

 日 付  監 査 対 象 

第１回目 平成20年10月31日 

（１）学部・学府・研究科及び研究院における教育・研究等の実施状況

１．生命体工学研究科 

２．工学部・工学府・工学研究院 

（２）外部資金をもって設置されたプロジェクトセンターの活動・運営

状況 

  ３．宇宙環境技術研究センター  

４．マイクロ化総合技術センター 

第２回目 平成20年11月12日 

（１）外部資金をもって設置されたプロジェクトセンターの活動・運営

状況 

  ５．ヒューマンライフIT開発センター 

  ６．先端エコフィッティング技術研究開発センター 

第３回目 平成20年12月３日 

（１）外部資金をもって設置されたプロジェクトセンターの活動・運営

状況 

  ７．ネットワークデザイン研究センター  

（２）学部・学府・研究科及び研究院における教育・研究等の実施状況

  ８．情報工学部・情報工学府・情報工学研究院 

 

（資料10－３－②－３）内部監査報告書（会計処理関係業務監査について）（抜粋） 

（資料10－３－②－４）監事監査報告書 

（データ10－18）内部監査の指摘事項に対する改善例 
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（データ10－19）監事監査の指摘事項に対する改善例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料10－３－②－５）独立監査人の監査報告書 

 

【分析結果とその根拠理由】 

財務に対する監査については、内部監査及び監事監査を本法人の監査規程等に基づき実施するとともに、監査

の結果を大学運営の改善に活用している。また、会計監査人による監査を法令に基づき実施し、いずれも適正で

ある旨の監査報告書が提出されていることから、財務に対して、会計監査等が適正に行われていると判断する。 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

○ 自己収入を確保する観点から、高等学校等への訪問等の数を増やし、志願者・入学者の確保に努めている。

また、外部資金については研究戦略室及び産学連携推進センターを中心として獲得に取り組み、法人化以降毎

年増加している。 
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○ 内部監査、監事監査及び会計監査人による監査を適切に行い、監査報告書を踏まえて適切に大学運営の改善

に活用している。 

 

【改善を要する点】 

特になし 

 

 

（３）基準10の自己評価の概要 

資産の保有については、資産及び負債の状況を分析し、監査法人による監査結果を踏まえ大学の目的に沿った

教育研究活動を安定して遂行できる資産を有している。 

 経常的収入の確保については、学生数の確保に努め、安定的な収入を確保するとともに、外部資金についても

収入額を増やしている。 

 収支計画等については、予算、収支計画、資産計画を策定し、学内諸会議を経て学長が決定し、文部科学大臣

から認可を受けている。また、収支計画等については、ウェブサイトにおいて関係者に明示している。 

 収支の状況については、短期借り入れは行わず、当期総利益を計上していることから支出超過とはなっていな

い。 

 資源配分については、人件費を除いた比率として、教育研究費84%、管理的経費16%となっており、教育研究活

動に適切に配分されている。 

 財務諸表等の公表については、国立大学法人法の規定に基づき公示するとともに、ウェブサイトに掲載してい

る。 

 会計監査等については、内部監査及び監事監査を本法人の監査規程等に基づき実施するとともに、監査の結果

を大学運営の改善に活用している。また、会計監査人による監査を適切に実施している。 
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基準11 管理運営１１ 

 

（１）観点ごとの分析 

 

観点11－１－①： 管理運営のための組織及び事務組織が，大学の目的の達成に向けて支援するという任務を

果たす上で，適切な規模と機能を持っているか。また，危機管理等に係る体制が整備されて

いるか。 

 

【観点に係る状況】 

管理運営のための組織としては、役員会（データ11－１）、経営協議会（データ11－２）、教育研究評議会（デ

ータ11－３）、戦略会議（企画）（毎週火曜日：定例開催）（データ11－４）、経営企画会議（データ11－４）、学

長選考会議（データ11－５）、教授会（データ11－６）を設置している。そのうち、役員会は、学長と理事４名

で構成され（資料 11－１－①－１）、①中期目標についての意見及び年度計画に関する事項、②国立大学法人法

により文部科学大臣の認可又は承認を受けなければならない事項、③予算の作成及び執行並びに決算に関する事

項、④大学、学部、学科その他の重要な組織の設置又は廃止に関する事項、⑤その他役員会が定める重要事項等

を審議しており、経営協議会は、学長、理事４名、各部局長３名及び大学に関し広くかつ高い識見を有する学外

者９名で構成され（資料11－１－①－１）、①中期目標についての意見に関する事項のうち、経営に関するもの、

②中期計画及び年度計画に関する事項のうち、経営に関するもの、③学則（経営に関する部分に限る。）、会計規

程、役員に対する報酬及び退職手当の支給の基準、職員の給与及び退職手当の支給の基準その他の経営に係る重

要な規則の制定又は改廃に関する事項、④予算の作成及び執行並びに決算に関する事項、⑤組織及び運営の状況

について自ら行う点検及び評価に関する事項、⑥その他経営に関する重要事項等を審議している。また、教育研

究評議会は、学長、理事４名、副学長４名、各正副部局長８名、本学専任の教授のうち民間企業経験者１名及び

教育研究プロジェクト代表者１名で構成され（資料 11－１－①－１）、①中期目標についての意見に関する事項

（経営に関するものを除く。）、②中期計画及び年度計画に関する事項（経営に関するものを除く。）、③学則（経

営に関する部分を除く。）その他の教育研究に係る重要な規則の制定又は改廃に関する事項、④教育職員人事に関

する事項、⑤教育課程の編成に関する方針に係る事項、⑥学生の円滑な修学等を支援するために必要な助言、指

導その他の援助に関する方針に係る事項、⑦学生の入学、卒業又は課程の修了その他学生の在籍に関する方針又

は学位の授与に関する方針に係る事項、⑧教育及び研究の状況について自ら行う点検及び評価に関する事項、⑨ 

その他教育研究に関する重要事項等を審議している。更に、役員会、経営協議会、教育研究評議会に諮る案件を

事前に整理するため、戦略会議（企画）（毎週火曜日：定例開催）や経営企画会議（必要に応じ開催）が置かれて

いる。 

なお、監事２名が、役員会、経営協議会及び教育研究評議会にオブザーバーとして出席しており、役員の補佐

体制の充実のため、学長特別補佐を２名配置している（資料11－１－①－２）。 

事務組織については、学長・各理事・副学長（事務局長含む）の下、企画・立案、管理運営及び教育研究支援

を担当している１部・８課・５室・４学部系事務部で構成されている（データ11－７、８）。 

危機管理体制については、緊急・平常時に起こりうる危機事象に対し、総合的、体系的に適切な対処をするた

め「九州工業大学における危機管理体制に関する要項」（資料 11－１－①－３）を定めており、危機管理等の対

応方針を明確にしている。更に、労働安全衛生法や学校保健法等の関係諸法令を遵守し、一層の安全衛生管理の

レベル向上を図るための基盤組織として、安全衛生推進室（データ11－９）を設置しており、同室にて安全衛生

に関する講習会等を実施し、危機管理に対する意識向上を図っている（データ11－10）。 
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なお、科学研究における不正行為防止については、「九州工業大学科学者行動規範」（データ11－11）を策定し

て、社会の信頼に応えるよう努めているとともに、その行動規範に則り、「九州工業大学の研究活動における不正

防止に関する規程」を制定し、学長の下に「研究活動倫理委員会」を設置しており（データ 11－12）、研究活動

における倫理観の醸成を組織的かつ効果的に行っている。 

 

（データ11－１）役員会規則【再掲】（前出・データ３－５） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/202F8BCDA8A943294925741E000522C5?OpenDocument&Dsp=1 

（データ11－２）経営協議会規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/581A7D91668F3F014925741E000522C8?OpenDocument&Dsp=1 

（データ11－３）教育研究評議会規則【再掲】（前出・データ２－８） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/2956EF2DD68AA96E4925741E000522C7?OpenDocument&Dsp=1 

（データ11－４）戦略会議等の運用について（戦略会議（企画）、経営企画会議関係） 
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（データ11－５）学長選考会議規程 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/6C3362B5A1B7C91D4925741E000522CE?OpenDocument&Dsp=1 

（データ11－６）教授会規則【再掲】（前出・データ２－９） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/11D098A47B8353C64925741E000522C6?OpenDocument&Dsp=1 

（資料11－１－①－１）役員会、経営協議会及び教育研究評議会名簿 

（資料11－１－①－２）学長特別補佐要項 

（データ11－７）大学の組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ11－８）事務組織規程 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/B97D5C68F3F2531A4925741E00052267?OpenDocument&Dsp=1 

（資料11－１－①－３）九州工業大学における危機管理体制に関する要項 

（データ11－９）安全衛生推進室規則 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/E9DE6ECBF472A7844925741E0005226E?OpenDocument&Dsp=1 
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（データ11－10）安全衛生に関する講習会実施状況 

内容 対象 開催日時 開催場所 

戸畑ｷｬﾝﾊﾟｽ 平成20年4月25日（金）12時10分～13時 
図書館4階  

AVホール 

飯塚ｷｬﾝﾊﾟｽ 平成20年4月23日（水）12時10分～13時 AV講演室 

１． 廃液管理者及び管理 

補助者説明会 

若松ｷｬﾝﾊﾟｽ 平成20年4月24日（木）12時10分～13時 大会議室 

戸畑ｷｬﾝﾊﾟｽ 
平成20年6月5日（木）8時30分～12時 

平成20年6月6日（金）8時30分～12時 

教育研究棟7号棟

2階作業環境測定

実験室 

飯塚ｷｬﾝﾊﾟｽ 平成20年6月12日（木）13時30分～17時 
研究管理棟2階 

学生実験室 

２．局所排気装置等定期 

自主検査者講習（実技）

若松ｷｬﾝﾊﾟｽ 平成20年6月6日（金）13時30分～17時 
神経回路情報実

験室（6620室） 

（出典：安全衛生推進室） 

 

 

（データ11－11）九州工業大学科学者行動規範 

http://www.kyutech.ac.jp/top/standard/index.html 

（データ11－12）九州工業大学の研究活動における不正防止に関する規程（第４条「研究活動倫理委員会の設置」含む） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/3D80ECB225E0B5DD4925741E00052305?OpenDocument&Dsp=1 

 

【分析結果とその根拠理由】 

管理運営のための組織として、法令に基づいて、役員会、経営協議会、教育研究評議会等を設置するとともに

戦略会議（企画）（毎週火曜日：定例開催）、経営企画会議を置いている。更に、学長・各理事・副学長（事務局

長含む）が掌握する業務に応じて事務組織が対応する体制を敷いているとともに、役員を補佐する学長特別補佐

も配置していることから、管理運営のための組織及び事務組織は、適切な規模と機能を有している。 

また、危機管理体制については、緊急・平常時に起こりうる危機事象に対して、「九州工業大学における危機管

理体制に関する要項」を定めて対応しており、安全衛生を総括するための安全衛生推進室も設置している。更に、

科学研究における不正行為防止のための「九州工業大学の研究活動における不正防止に関する規程」を策定する

など、危機管理等に係る体制を整備している。 

 

 

観点11－１－②： 大学の目的を達成するために，学長のリーダーシップの下で，効果的な意思決定が行える

組織形態となっているか。 

 

【観点に係る状況】 

大学の「基本理念」、「基本方針」及び「アクション・プラン」を策定し（データ 11－13）、これらの具体的な

経営方針に則り、機動的かつ効率的な組織運営を推進するため、学長直轄の戦略会議（企画）（毎週火曜日：定例

開催）、経営企画会議（データ11－14）を設置している。 
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（データ11－13）「基本理念」、「基本方針」及び「アクション・プラン」【再掲】（前出・データ１－２） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/information/policy/index.html 

（データ11－14）戦略会議等の運用について（戦略会議（企画）、経営企画会議関係）【再掲】（前出・データ11－４、P172） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

学長直轄の戦略会議（企画）（毎週火曜日：定例開催）、経営企画会議を設置するなど、学長のリーダーシップ

の下で、効果的な意思決定が行えるよう組織形態を整えている。 

 

 

観点 11－１－③： 大学の構成員（教職員及び学生），その他学外関係者のニーズを把握し，適切な形で管理

運営に反映されているか。 

 

【観点に係る状況】 

学内に構成員用の「意見箱」を各キャンパスに設置しており、寄せられた意見に対して対応している（資料11

－１－③－１）。 

学生に対しては、特に学生生活実態調査を実施し、生活実態とともに課外活動を含め学生のニーズを把握し、

対応している（データ 11－15）。また、経営協議会の外部有識者から得られた有益な意見に対しては、戦略会議   

（企画）（毎週火曜日：定例開催）での検討を経て、案件に応じ、担当理事等や全学委員会への検討指示等を行い、

迅速に実施に向けた取り組みを行うとともに、次期中期目標・中期計画に向けて、執行部と各部局の関係者等で

構成される「次期中期目標・計画検討会議」を設置し、策定の検討を開始した。 

また、教育職員評価については、平成18年度実施後の経営協議会の提言を踏まえて、平成21年度に実施する

教育職員評価（第２回）に向け、実施基準等の改善を行った。 

 

（資料11－１－③－１）「意見箱」に寄せられた意見への対応 

（データ11－15）学生生活実態調査【再掲】（前出・データ７－７、P106） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

構成員用の「意見箱」を設置するなど、構成員、その他学外関係者のニーズを把握し、対応しており、寄せら

れた意見を管理運営に適切に反映している。 

 

 

観点11－１－④： 監事が置かれている場合には，監事が適切な役割を果たしているか。 

 

【観点に係る状況】 

毎年度監事監査計画（資料11－１－④－１）を策定し、「監事監査規程」（データ11－16）に基づき、監事によ

る監査を行っており（データ11－17、資料11－１－④－２）、その監事監査において指摘された事項については、

法人運営の改善として活用している（データ11－18）。 

 

（資料11－１－④－１）監事監査計画【再掲】（前出・資料10－３－②－２） 
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（データ11－16）監事監査規程【再掲】（前出・データ10－15） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/8B94AD792E82B4B44925741E000522C9?OpenDocument&Dsp=1 

（データ11－17）監事監査実施スケジュール等【再掲】（前出・データ10－17、P168） 

（資料11－１－④－２）監事監査報告書【再掲】（前出・資料10－３－②－４） 

（データ11－18）監事監査の指摘事項に対する改善例【再掲】（前出・データ10－19、P169） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

監事からの指摘に対して見直しの検討を行うなど、法人運営に関して監事の意見が適切にフィードバックされ

ていることから、監事が適切な役割を果たしている。 

 

 

観点11－１－⑤： 管理運営のための組織及び事務組織が十分に任務を果たすことができるよう，研修等，管

理運営に関わる職員の資質の向上のための取組が組織的に行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

職員就業規則第48条（データ11－19）及び教育職員規程第11条（データ11－20）に職員の研修機会の提供に

努めることを定めており、管理運営に携わる役職員については、社団法人国立大学協会の大学マネジメントセミ

ナー等の他機関が主催する研修会に参加させるとともに、一般の事務職員については、新たに採用された職員や

係長・専門職員を対象とした研修会、事務情報化推進要員のスキルアップを目的とした研修会等に積極的に参加

させている（データ11－21、22）。また、教育職員については、FDや若手教育職員の研究活性化に関する講演会・

研修会（データ11－23）等を開催し、積極的に参加させるなど、人材育成に努めている。 

 

（データ11－19）職員就業規則（第48条）（職員研修関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/B3C32232565CFE244925741E000522CB?OpenDocument&Dsp=1 

（データ11－20）教育職員規程（第11条）（研修関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/E29AB0154A695FFD4925741E000522EB?OpenDocument&Dsp=1 
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（データ11－21）研修等実施一覧 

＜本学主催＞ 

 

＜他機関主催＞ 

（出典：人事課） 

種別 研修名 主催 場所 時期 受講者数

研修 係長・専門職員研修 本学 本学戸畑キャンパス ８月 17名 

研修 中堅職員研修 本学 本学戸畑キャンパス ８月 23名 

セミナー 退職準備セミナー 本学 本学戸畑キャンパス ９月 10名 

種別 研修名 主催 場所 時期 受講者数

研修 
九州地区国立大学法人等技術職員

スキルアップ研修 

宮崎大学，（社）国立大

学協会九州支部 
宮崎大学 ９月 ８名 

研修 九州地区国立大学法人等係長研修
鹿屋体育大学，（社）国

立大学協会九州支部 
鹿屋体育大学 ９月 ２名 

研修 
Rcus大学マネジメントワークショ

ップ「学生のキャリア支援」 

筑波大学大学研究 

センター 

筑波大学東京 

キャンパス 
２月 １名 

研修 国立大学法人若手職員勉強会 
（独）国立大学財務・経

営センター 
学術総合センター 11月 ２名 

研修 国立大学法人係長クラス勉強会 
（独）国立大学財務・経

営センター 
学術総合センター 2月 1名 

研修 国立大学法人等部課長級研修 （社）国立大学協会 学術総合センター ７月 ３名 

研修 
北部九州地区事務情報化推進要員

スキルアップ研修 

北部九州地区国立大学

等情報化推進協議会 
九州工業大学 ９月 ４名 

セミナー 
大学マネージメントセミナー 

【企画・戦略編】 
（社）国立大学協会 学術総合センター 10月 1名 

セミナー 
大学マネージメントセミナー 

【リスクマネージメント編】 
（社）国立大学協会 学術総合センター 12月 ４名 

セミナー 
大学マネージメントセミナー 

【教育編】【研究編】 
（社）国立大学協会 学術総合センター 11月 ３名 

研修 九州地区中堅係員研修 人事院九州事務局 福岡合同庁舎 ５月 １名 

セミナー 
苦情相談担当官・セクハラ相談員

セミナー 
人事院九州事務局 福岡合同庁舎 ９月 １名 

研修 
九州地区国立大学法人等テーマ別

研修 
長崎大学 長崎大学 10月 ３名 

研修 長期給付実務研修会 
国家公務員共済組合 

連合会 
ＫＫＲ博多 10月 １名 

研修 情報システム統一研修 総務省 通信教育 四半期制 11名 

研修 
放送大学を利用した職員研修(科目

履修生) 
放送大学 通信教育 2学期制 33名 
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（データ11－22）平成20年度九州工業大学係長・専門職員研修実施要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



九州工業大学 基準 11 

- 179 - 

（データ11－23）FDや若手教員の研究活性化に関する研修会の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

規程において職員の研修機会の提供に努めることを定めており、学内の研修会だけではなく他機関が主催する

研修会にスキルアップという目的に沿って積極的に参加・活用するなど、管理運営に関わる職員を含めて長期的

視点に立ち、全学で組織的に職員の資質の向上のための取り組みを行っている。 
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観点11－２－①： 管理運営に関する方針が明確に定められ，その方針に基づき，学内の諸規程が整備される

とともに，管理運営に関わる委員や役員の選考，採用に関する規程や方針，及び各構成員の

責務と権限が文書として明確に示されているか。 

 

【観点に係る状況】 

大学の基本的な経営方針である「基本理念」、「基本方針」及び「アクション・プラン」を制定し（データ11－

24）、ウェブサイト等により、学内外に公表するとともに、これらの経営方針等に基づき、学長のリーダーシップ

の下、機動的な運営を行っている。 

また、経営協議会、教育研究評議会や学長、理事・副学長、各種委員会等の委員や役員の選考、採用方法につ

いては、それぞれ規則を整備しており（データ 11－25）、管理運営の支援を行う事務局についても、事務組織規

程（データ11－26）及び事務局事務分掌規程（データ11－27）等に、各構成員の責務と権限が定められており、

これらの規程についてはウェブサイト等に公開している（データ11－25）。 

  

（データ11－24）「基本理念」、「基本方針」及び「アクション・プラン」【再掲】（前出・データ１－２） 

http://www.kyutech.ac.jp/top/information/policy/index.html 

（データ11－25）選考、採用及び責務、権限に関する規則集（グループウェア） 

 

（データ11－26）事務組織規程【再掲】（前出・データ11－８） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/B97D5C68F3F2531A4925741E00052267?OpenDocument&Dsp=1 
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（データ11－27）事務局事務分掌規程 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/2E6235F3C2F6729B4925741E00052268?OpenDocument&Dsp=1 

 

【分析結果とその根拠理由】 

管理運営に関する方針を制定して周知しており、役員や委員の選考、採用及び構成員の責務と権限については

学内の諸規程を整備し、ウェブサイトに公開している。 

 

 

観点11－２－②： 大学の活動状況に関するデータや情報が適切に収集，蓄積されているとともに，教職員が

必要に応じて活用できる状況にあるか。 

 

【観点に係る状況】 

教員情報データベース（データ11－28）及び中期目標・中期計画データベース（データ11－29）を構築し、稼

働している。また、組織年報データベースを構築し、ウェブサイトで教員紹介による情報提供を行うとともに（デ

ータ11－30）、職員録データベース（データ11－31）も構築している。更に、平成17年度には、教育職員評価実

施のため、教育職員評価システム（データ11－32）を構築し、平成17年度以降、これらのデータベースの改善・

充実を進めている。 

なお、教員情報データベースについては、各種評価や広報として活用するとともに（データ11－33）、平成19

年度には、データを活用し、附属図書館の学術機関リポジトリを稼働させた（データ11－34）。 

  

（データ11－28）教員情報データベース（グループウェア） 
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（データ11－29）中期目標・中期計画データベース（グループウェア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ11－30）組織年報データベース（グループウェア） 
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（データ11－31）職員録データベース（グループウェア） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ11－32）教育職員評価システム（教育職員評価シートの画面）（グループウェア） 
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（データ11－33）教員情報データベースを活用した広報活動（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ11－34）九州工業大学学術機関リポジトリ”kyutacar”（教員情報データベースとの連携） 
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【分析結果とその根拠理由】 

大学の活動状況に関するデータや情報については、各種データベースにより、データ等の収集・蓄積を行って

いる。 

また、そのデータを教育職員評価、中期目標・中期計画の策定、教員紹介など、評価の作業や広報、学術機関

リポジトリに活用している。 

 

 

観点11－３－①： 大学の活動の総合的な状況について，根拠となる資料やデータ等に基づいて，自己点検・

評価が行われており，その結果が大学内及び社会に対して広く公開されているか。 

 

【観点に係る状況】 

大学評価活動に伴うデータ収集と分析を効率よく進めるため、グループウェアであるロータスノーツを利用し

て、「教員情報データベース」（データ11－35）、「中期目標・中期計画データベース」（データ11－36）等を構築

しており、これらを基に全学的に自己点検・評価を実施している。なお、平成19年度には、その自己点検・評価

のデータを活用し、外部評価を行った。 

また、その結果は、ウェブサイトに掲載するなど、学内及び社会に対して広く公開している（データ11－37）。 

 

（データ11－35）教員情報データベース【再掲】（前出・データ11－28、P181） 

（データ11－36）中期目標・中期計画データベース【再掲】（前出・データ11－29、P182） 
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（データ11－37）自己点検・評価報告書（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

各種データベースにおいて、評価等に関連する根拠資料やデータの収集、分析を行い、自己点検・評価作業等

に活用するとともに、平成19年度には、そのデータを活用し、外部評価を行った。 

なお、そのデータを基に作成した自己点検・評価報告書や外部評価報告書をウェブサイトに掲載するなど、学

内外に広く公開している。 

 

 

観点11－３－②： 自己点検・評価の結果について，外部者（当該大学の教職員以外の者）による検証が実施

されているか。 

 

【観点に係る状況】 

平成 19 年度において６名の学外委員からなる外部評価委員会を設置し（データ11－38）、「教育、研究、社会
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連携・国際交流に関する自己点検・評価報告書」に基づき外部評価を実施した（データ11－39、40）。その結果、

「学長のリーダーシップの下に、全学が一致協力して大学を発展させようとする意欲をひしひしと感じるもので

あり、全体として良好に活動されている」との高い評価を得た。 

その評価結果は外部評価報告書としてとりまとめ、関係各方面に配布するとともに、ウェブサイトにも公開し、

学内外に周知を図った（データ11－41）。 

 

（データ11－38）外部評価実施要項（第１～４条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ11－39）評価実施規則（第７条）（外部評価関係） 

http://horyu.jimut.kyutech.ac.jp/kit/publishrules.nsf/1/269F188767CE40F54925741E00052275?OpenDocument&Dsp=1 

（データ11－40）外部評価報告書（教育、研究及び社会連携・国際交流関係）【再掲】（前出・データ９－17） 

http://jimu-www.jimu.kyutech.ac.jp//soumu/hyouka2/siryo/gaibu-4.pdf 

（データ11－41）外部評価報告書のウェブサイトへの掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要項は，国立大学法人九州工業大学評価実施規則（平成１８年九工大規則第１８号）第７条 

 第２項の規定に基づき，外部評価委員会，評価項目その他外部評価の実施に関し必要な事項を定めるも 

 のとする。 

（委員会） 

第２条 国立大学法人九州工業大学（以下「法人」という。）に，外部評価を実施するため，九州工業大 

 学外部評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（評価項目） 

第３条 委員会は，次に掲げる教育研究に関する事項を評価する。 

 (1) 組織評価及び教育職員評価（個々の教育職員の評価結果を除く。）に関わる事項 

 (2) 必要に応じ，国立大学法人評価及び認証評価に関わる事項 

 (3) その他学長の依頼する事項 

（委員会の構成） 

第４条 委員会は，１０名以内の委員で構成する。 

２ 前項の委員は，学長が委嘱する。 
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【分析結果とその根拠理由】 

平成19年度に自己点検・評価報告書に基づき、外部者による外部評価委員会において検証が実施されている。 

 

 

観点11－３－③： 評価結果がフィードバックされ，管理運営の改善のための取組が行われているか。 

 

【観点に係る状況】 

国立大学法人評価委員会による業務の実績に関する評価結果における指摘事項について、学長のリーダーシッ

プの下、戦略会議（企画）等にて改善の方針を決定した後、担当理事・副学長等が中心となって改善策を策定し、

実施している。具体例としては、教育研究組織のあり方についての検討が不十分であるとの指摘を受け、学部講

座制を改め、教育組織として工学部、情報工学部、大学院工学府、情報工学府を、研究組織として大学院工学研

究院（７研究系）、情報工学研究院（７研究系）に改編し、教育研究組織の弾力化と教育研究機能の強化を図った

（資料11－３－③－１）。また、大学院博士後期課程の学生収容定員の充足率が90%を満たさなかったことによる

入学定員の適正化についての指摘を受け、大学院改組により、大学院博士課程の入学定員の見直しを行うなど、

博士後期課程の入学定員の縮減を図った（資料11－３－③－１）。 

 

（資料11－３－③－１）大学院・学部改組計画について【再掲】（前出・資料２－１－①－１） 

 

【分析結果とその根拠理由】 

国立大学法人評価委員会による業務の実績に関する評価結果における指摘事項については適宜改善を図り、大

学院・学部の改組を行ったことから、評価結果をフィードバックし、本学の管理運営の改善のための取り組みを

行っている。 

 

 

観点11－３－④： 大学における教育研究活動の状況や，その活動の成果に関する情報をわかりやすく社会に

発信しているか。 

 

【観点に係る状況】           

教育研究活動の状況や、その活動の成果に関する情報を社会に発信するために、以下の取り組みを行った。 

○ 産業界との一層の連携を深め、本学が保有する知的、人的、物的資源の活用を通じた成果の創出により地

域社会の発展に貢献することを目的とした「九州工業大学技術交流会（キューテックコラボ）」を発足し、「三

木会」等の交流会を定例実施（データ11－42） 

○ 本学が誇る世界最先端の研究成果を分かりやすく紹介した「九工大世界トップ技術」の発刊（Vol.1、Vol.2

を刊行）（データ11－43） 

○ 本学における先進的な教育の取り組みの一部を毎年度選定し、広報することを目的とした「教育ブレティ

ン」の発刊（データ11－44） 

○ 本学の研究活動等を紹介するための羽田空港第１ターミナルショーケースにおける広告パネルの展示（デ

ータ11－45） 

○ 保護者や卒業生・修了生の就職先企業等を対象に、研究最前線、産学連携、大学の目指すものなど、本学

の情報を発信する「九工大通信」の発行（データ11－46） 
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 ○ 本学の卒業生であり、「竜巻博士」として世界的に有名な気象学者である藤田哲也博士を紹介するミスター

トルネード記念講演会の開催及び講演会採録記事の新聞全面掲載（データ11－47） 

○ 博多の大型商業施設での大学紹介イベントとして、「出張！オープンキャンパスinイムズ」を開催（デー 

タ11－48） 

 

（データ11－42）九州工業大学技術交流会（キューテックコラボ）（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



九州工業大学 基準 11 

- 190 - 

（データ11－43）九工大世界トップ技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ11－44）平成20年度教育ブレティン 
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（データ11－45）広告パネル展示（羽田空港）      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（データ11－46）九工大通信（ウェブサイト） 
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（データ11－47）ミスタートルネード記念講演会（ウェブサイト） 
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（データ11－48）出張！オープンキャンパスinイムズ（ウェブサイト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【分析結果とその根拠理由】 

本学主催の講演会、技術交流会等を開催して、本学の教育研究活動内容等を広く紹介しており、更に、それら

の活動成果等を冊子にして、発行していることから、本学の教育研究活動状況や、その活動の成果に関する情報

をわかりやすく社会に発信している。 

 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

 

【優れた点】 

○ 大学の「基本理念」、「基本方針」及び「アクション・プラン」を策定し、これらの具体的な経営方針 

に則り、機動的かつ効率的な組織運営を推進するため、学長直轄の戦略会議（企画）、経営企画会議を設置して

いる。 

○ 各種データベースを活用して自己点検・評価を実施するとともに、学内において業務運営に関する検 

討を行い、そのデータを踏まえて、学外委員からなる外部評価委員会を設置し、外部評価を行い、その評価結

果を公表し、改善に向けた適切な対応を行った。 
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【改善を要する点】 

特になし 

 

 

（３）基準11の自己評価の概要 

学長のリーダーシップの下、学長直轄の戦略会議（企画）、経営企画会議を設置し、大学の「基本理念」、「基本

方針」及び「アクション・プラン」を策定し、これらの具体的な経営方針に則り、機動的かつ効率的な組織運営

を推進している。 

事務組織は、学長・各理事・副学長（事務局長を含む）の下、企画・立案・管理運営及び教育研究支援を担当

している１部・８課・５室・４学部系事務部で構成し、適切な規模と機能を持っている。 

関係者のニーズの把握については、構成員には意見箱を設置しており、学生に対しては学生生活実態調査を実

施してニーズを把握している。また、経営協議会、外部評価委員会、国立大学法人評価委員会による学外有識者

の指摘を踏まえ、改善に向けた対応を図っており、管理運営の改善のための取り組みを行っている。 

監事は、関係諸規程に基づき監事監査を行っており、指摘された事項について法人運営の改善として活用し、

その見直しの方策についての検討を行っている。 

管理運営に関わる職員の資質向上のための研修は、規程に職員の研修機会の提供に努めることを定め、管理運

営に関わる職員を含めて長期的視点に立った全学的・組織的な研修を行っている。 

自己点検・評価は、データベースにおいて根拠資料やデータ収集、分析を行い、自己点検・評価作業等に活用

しており、その評価結果に基づき平成19年度には外部評価委員会において外部評価を行い検証を行った。なお、

各種評価結果についてはウェブサイトを通して学内外に広く公表している。 

以上のように、大学の目的を達成するために、機動的な運営が行われており、大学の管理運営体制が機能して

いる。 




